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小林良彰教授略歴・主要研究業績

小
林
良
彰
教
授
略
歴

学
　
歴

一
九
七
三
年　

四
月　
　

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
政
治
学
科
入
学

一
九
七
七
年　

三
月　
　

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
政
治
学
科
卒
業

一
九
七
七
年　

四
月　
　

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
修
士
課
程
政
治
学
専
攻
入
学

一
九
七
九
年　

三
月　
　

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
修
士
課
程
修
了

一
九
七
九
年　

四
月　
　

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
博
士
課
程
入
学

一
九
八
二
年　

三
月　
　

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
博
士
課
程
単
位
取
得
退
学

一
九
八
六
年
一
〇
月　
　

法
学
博
士
（
慶
應
義
塾
大
学
）
取
得

職
務
歴
（
学
外
）

一
九
八
三
年　

九
月
―
一
九
八
四
年　

七
月	

大
蔵
省
財
政
金
融
研
究
所
ソ
フ
ト
ノ
ミ
ク
ス
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
研
究
会
委
員

一
九
八
四
年　

八
月
―
一
九
八
五
年　

七
月	

ミ
シ
ガ
ン
大
学
政
治
学
部
客
員
助
教
授

一
九
八
四
年　

八
月
―
一
九
八
五
年　

七
月	

ミ
シ
ガ
ン
大
学
社
会
調
査
研
究
所
政
治
研
究
セ
ン
タ
ー
客
員
研
究
員

一
九
八
五
年　

八
月
―
一
九
八
六
年　

五
月	

プ
リ
ン
ス
ト
ン
大
学
国
際
問
題
研
究
所
客
員
研
究
員

一
九
八
六
年　

六
月
―
一
九
八
八
年　

五
月	

日
本
選
挙
学
会
幹
事
・
事
務
局
長
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一
九
八
八
年　

六
月
―
二
〇
〇
四
年　

五
月	

日
本
選
挙
学
会
理
事

一
九
八
八
年　

六
月
―
二
〇
〇
二
年　

五
月	

日
本
選
挙
学
会
企
画
委
員
会
委
員

一
九
九
〇
年　

六
月
―
二
〇
〇
二
年　

五
月	

日
本
選
挙
学
会
年
報
編
集
委
員
会
委
員

一
九
九
一
年　

六
月
―
二
〇
〇
四
年　

五
月	

Current Politics and E
conom

ics in Japan　

編
集
委
員

一
九
九
一
年
一
二
月
―
一
九
九
三
年　

三
月	

リ
バ
ー
フ
ロ
ン
ト
整
備
セ
ン
タ
ー
治
水
事
業
の
表
現
指
標
に
関
す
る
調
査
検
討
委
員
会

委
員

一
九
九
二
年　

一
月
―
一
九
九
三
年
一
二
月	

数
理
社
会
学
会
年
報
編
集
顧
問

一
九
九
二
年　

六
月
―
一
九
九
四
年　

五
月	

日
本
選
挙
学
会
選
挙
管
理
委
員
会
委
員

一
九
九
二
年　

九
月
―
一
九
九
四
年　

八
月	

日
本
政
治
学
会
年
報
編
集
委
員
会
委
員

一
九
九
二
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
二
年　

九
月	

日
本
政
治
学
会
企
画
委
員
会
委
員

一
九
九
四
年　

六
月
―
一
九
九
六
年　

五
月	

日
本
選
挙
学
会
企
画
委
員
会
委
員
長

一
九
九
四
年　

七
月
―
一
九
九
七
年　

七
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
一
六
期
政
治
学
研
究
連
絡
委
員
会
委
員

一
九
九
四
年　

八
月
―
一
九
九
六
年
一
二
月	
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
大
学
バ
ー
ク
レ
ー
校
日
本
研
究
所
客
員
研
究
員

一
九
九
四
年
一
〇
月
―
一
九
九
五
年　

八
月	
シ
カ
ゴ
大
学
社
会
学
部
大
学
院
博
士
号
審
査
委
員
会
委
員

一
九
九
七
年
一
〇
月
―
一
九
九
七
年
一
二
月	

ケ
ン
ブ
リ
ッ
ジ
大
学
ダ
ウ
ニ
ン
グ
校
客
員
フ
ェ
ロ
ー

一
九
九
四
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
八
年　

九
月	

日
本
政
治
学
会
理
事

一
九
九
六
年　

七
月
―
現
在
に
至
る	

日
本
公
共
選
択
学
会
理
事

一
九
九
六
年
一
〇
月
―
一
九
九
七
年　

九
月	

日
本
政
治
学
会
企
画
委
員
会
委
員
長

一
九
九
七
年　

五
月
―
一
九
九
八
年　

五
月	

日
本
選
挙
学
会
年
報
編
集
委
員
会
委
員
長

一
九
九
七
年　

七
月
―
二
〇
〇
〇
年　

七
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
一
七
期
政
治
学
研
究
連
絡
委
員
会
委
員

一
九
九
八
年　

九
月
―
二
〇
〇
〇
年　

八
月	

人
事
院
国
家
公
務
員
採
用
Ⅰ
種
試
験
（
行
政
）
試
験
専
門
委
員
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一
九
九
八
年
一
二
月
―
一
九
九
九
年　

七
月	

日
本
公
共
選
択
学
会
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
長

一
九
九
八
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
〇
年　

九
月	

日
本
政
治
学
会
国
際
交
流
委
員
会
米
国
政
治
学
会
（
Ａ
Ｐ
Ｓ
Ａ
）
交
流
委
員
長

一
九
九
九
年　

四
月
―
二
〇
〇
二
年　

三
月	

日
韓
文
化
交
流
基
金
日
韓
共
同
研
究
フ
ォ
ー
ラ
ム
第
二
次
研
究
タ
ー
ム
「
政
治
」
日
本

側
チ
ー
ム
リ
ー
ダ
ー

二
〇
〇
〇
年　

七
月
―
二
〇
〇
三
年　

七
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
一
八
期
政
治
学
研
究
連
絡
委
員
会
委
員

二
〇
〇
〇
年　

一
月
―
二
〇
〇
一
年
一
二
月	

日
本
学
術
振
興
会
科
学
研
究
費
委
員
会
専
門
委
員

二
〇
〇
〇
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
二
年　

九
月	

日
本
政
治
学
会
国
際
交
流
委
員
会
欧
州
政
治
学
連
合
（
Ｅ
Ｃ
Ｐ
Ｒ
）
交
流
委
員
長

二
〇
〇
二
年　

四
月
―
二
〇
〇
五
年　

三
月	

日
韓
文
化
交
流
基
金
日
韓
共
同
研
究
フ
ォ
ー
ラ
ム
第
三
次
研
究
タ
ー
ム
「
市
民
社
会
」

日
本
側
チ
ー
ム
リ
ー
ダ
ー

二
〇
〇
二
年　

五
月
―
二
〇
〇
四
年　

五
月	

日
本
選
挙
学
会
理
事
長

二
〇
〇
二
年　

八
月
―
二
〇
〇
四
年　

七
月	

日
本
学
術
振
興
会
特
別
研
究
員
等
審
査
会
専
門
委
員

二
〇
〇
二
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
四
年　

九
月	
日
本
政
治
学
会
年
報
編
集
委
員
長

二
〇
〇
二
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
六
年　

七
月	
国
際
政
治
学
会
（
Ｉ
Ｐ
Ｓ
Ａ
）
二
〇
〇
六
年
世
界
大
会
組
織
委
員
会
事
務
局
長
代
理

二
〇
〇
三
年　

七
月
―
二
〇
〇
五
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
一
九
期
政
治
学
研
究
連
絡
委
員
会
委
員

二
〇
〇
三
年　

九
月
―
二
〇
一
三
年　

八
月	

日
本
政
治
研
究
学
会
世
話
人

二
〇
〇
四
年　

四
月
―
二
〇
〇
六
年　

七
月	

International	Political	Science	A
ssociation	

（IPSA

）,	Program
	Com

m
ittee	

M
em

ber

二
〇
〇
四
年　

九
月
―
二
〇
〇
八
年　

八
月	

東
京
大
学
東
洋
文
化
研
究
所
ア
ジ
ア
バ
ロ
メ
ー
タ
ー
運
営
委
員

二
〇
〇
四
年　

九
月
―
二
〇
一
四
年　

八
月	

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
大
学
院
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド
メ
ン
バ
ー

二
〇
〇
四
年
一
二
月
―
二
〇
〇
五
年
一
一
月	

日
本
学
術
振
興
会
特
別
研
究
員
等
審
査
会
専
門
委
員

二
〇
〇
五
年　

四
月
―
二
〇
〇
七
年　

三
月	

福
井
県
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
中
間
評
価
委
員
会
委
員
長
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二
〇
〇
五
年　

五
月
―
二
〇
〇
九
年
一
〇
月	

横
浜
市
明
る
い
選
挙
推
進
協
議
会
会
長

二
〇
〇
五
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
八
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
二
〇
期
会
員

二
〇
〇
五
年
一
〇
月
―
現
在
に
至
る	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
会
員
選
考
委
員
会
委
員

二
〇
〇
五
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
八
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
政
治
学
委
員
会
副
委
員
長

二
〇
〇
六
年　

四
月
―
現
在
に
至
る	

東
京
都
明
る
い
選
挙
推
進
協
議
会
委
員

二
〇
〇
六
年　

四
月
―
二
〇
〇
八
年　

三
月	

財
団
法
人
明
る
い
選
挙
推
進
協
評
議
員

二
〇
〇
六
年　

四
月
―
二
〇
〇
八
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
年
次
報
告
等
検
討
分
科
会
委
員

二
〇
〇
六
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
八
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
第
一
部
幹
事

二
〇
〇
六
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
八
年　

九
月	

日
本
政
治
学
会
理
事
長

二
〇
〇
六
年
一
二
月
―
二
〇
〇
八
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
政
治
学
委
員
会
政
治
過
程
分
科
会
委
員
長

二
〇
〇
七
年　

四
月
―
二
〇
〇
八
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
人
文
科
学
と
学
術
分
科
会
委
員

二
〇
〇
七
年　

五
月
―
二
〇
〇
九
年　

三
月	

科
学
技
術
振
興
機
構
科
学
技
術
論
文
発
信
・
流
通
促
進
事
業
推
進
委
員
会
委
員

二
〇
〇
七
年　

五
月
―
二
〇
〇
七
年
一
二
月	
日
本
学
術
振
興
会
大
学
院
教
育
改
革
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会
分
野
別
審
査
部
会
専
門

委
員

二
〇
〇
七
年　

六
月
―
一
九
九
五
年　

五
月	

日
本
Ｆ
Ｐ
協
会
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
協
議
会
メ
ン
バ
ー

二
〇
〇
七
年　

八
月
―
二
〇
〇
九
年　

七
月	

日
本
学
術
振
興
会
特
別
研
究
員
等
審
査
会
専
門
委
員

二
〇
〇
七
年　

八
月
―
二
〇
〇
九
年　

七
月	

日
本
学
術
振
興
会
国
際
事
業
委
員
会
書
面
審
査
員

二
〇
〇
八
年　

一
月
―
二
〇
〇
八
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
公
益
検
討
小
分
科
会
委
員
・
幹
事

二
〇
〇
八
年　

三
月
―
二
〇
〇
八
年　

六
月	

人
事
院
二
〇
〇
八
年
度
国
家
公
務
員
採
用
Ⅰ
種
試
験
専
門
委
員

二
〇
〇
八
年　

四
月
―
二
〇
一
〇
年　

三
月	

財
団
法
人
明
る
い
選
挙
推
進
協
会
理
事

二
〇
〇
八
年　

五
月
―
二
〇
〇
八
年
一
二
月	

日
本
学
術
振
興
会
大
学
院
教
育
改
革
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会
分
野
別
審
査
部
会
専
門
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委
員

二
〇
〇
八
年　

九
月
―
現
在
に
至
る	

Center	for	International	Studies,	Inha	U
niversity

刊
行
、Pacific Focus: 

Inha Journal of International Studies,	Editorial	Board	M
em

ber

二
〇
〇
八
年
一
〇
月
―
二
〇
一
一
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
二
一
期
会
員

二
〇
〇
八
年
一
〇
月
―
二
〇
一
一
年　

四
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
一
部
副
部
長

二
〇
〇
八
年
一
〇
月
―
二
〇
一
一
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
年
次
報
告
等
検
討
分
科
会
委
員
長

二
〇
〇
八
年
一
〇
月
―
二
〇
一
一
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
会
員
選
考
委
員
会
幹
事

二
〇
〇
八
年
一
二
月
―
二
〇
〇
九
年　

六
月	

人
事
院
二
〇
〇
九
年
度
国
家
公
務
員
採
用
Ⅰ
種
試
験
専
門
委
員

二
〇
〇
八
年
一
二
月
―
現
在
に
至
る	

日
本
政
治
学
会
顧
問

二
〇
〇
九
年　

五
月
―
二
〇
〇
九
年
一
二
月	

日
本
学
術
振
興
会
組
織
的
な
大
学
院
教
育
改
革
推
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会
分
野
別
審
査

部
会
専
門
委
員

二
〇
〇
九
年　

七
月
―
二
〇
一
二
年
一
一
月	
公
共
選
択
学
会
専
務
理
事

二
〇
〇
九
年
一
〇
月
―
二
〇
一
〇
年　

三
月	
低
炭
素
社
会
に
向
け
た
技
術
発
掘
・
社
会
シ
ス
テ
ム
実
証
モ
デ
ル
事
業
「
電
池
駆
動
船

舶
を
用
い
た
若
狭
三
方
五
湖
に
お
け
る
実
証
モ
デ
ル
事
業
」
に
係
る
事
業
推
進
会
議
委

員

二
〇
〇
九
年
一
一
月
―
二
〇
一
〇
年　

三
月	

日
本
学
術
振
興
会
国
際
事
業
委
員
会
組
織
的
な
若
手
研
究
者
等
海
外
派
遣
プ
ロ
グ
ラ
ム

審
査
・
評
価
委
員
会
専
門
委
員

二
〇
〇
九
年
一
二
月
―
二
〇
一
〇
年　

六
月	

人
事
院
二
〇
一
〇
年
度
国
家
公
務
員
採
用
Ⅰ
種
試
験
専
門
委
員

二
〇
一
〇
年　

四
月
―
二
〇
一
三
年　

三
月	

沖
縄
平
和
賞
選
考
委
員
会
委
員

二
〇
一
〇
年　

四
月
―
二
〇
一
〇
年
一
二
月	

日
本
学
術
振
興
会
国
際
事
業
委
員
会
組
織
的
な
大
学
院
教
育
改
革
推
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
委

員
会
分
野
別
事
後
評
価
部
会
専
門
委
員
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二
〇
一
〇
年　

九
月
―
二
〇
一
二
年　

三
月	

科
学
技
術
振
興
機
構
科
学
技
術
論
文
発
信
流
通
促
進
事
業
推
進
委
員
会
委
員
長

二
〇
一
〇
年
一
二
月
―
二
〇
一
一
年　

六
月	

人
事
院
二
〇
一
一
年
度
国
家
公
務
員
採
用
Ⅰ
種
試
験
専
門
委
員

二
〇
一
一
年　

一
月
―
二
〇
一
六
年　

七
月	

International	Political	Science	A
ssociation

刊
行
、T

he International 
Political Science R

eview
,	Editorial	Board	M

em
ber

二
〇
一
一
年　

二
月
―
二
〇
一
二
年　

二
月	

内
閣
府
男
女
共
同
参
画
会
議
専
門
委
員

二
〇
一
一
年　

二
月
―
二
〇
一
一
年　

七
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
研
究
に
か
か
わ
る
評
価
シ
ス
テ
ム
の
在
り
方
検
討
委
員
会
委

員
・
副
委
員
長

二
〇
一
一
年　

四
月
―
二
〇
一
三
年　

三
月	

日
本
学
術
振
興
会
組
織
的
な
大
学
院
教
育
改
革
推
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会
分
野
別
事
後

評
価
部
会
専
門
委
員

二
〇
一
一
年　

三
月
―
二
〇
一
一
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
東
日
本
大
震
災
対
策
委
員
会
委
員

二
〇
一
一
年　

四
月
―
二
〇
一
一
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
一
部
部
長

二
〇
一
一
年　

四
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
東
日
本
大
震
災
対
策
委
員
会
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
選
択
肢
分
科

会
委
員

二
〇
一
一
年　

四
月
―
二
〇
一
二
年　

四
月	
日
本
学
術
会
議
同
友
会
監
事

二
〇
一
一
年　

七
月
―
二
〇
一
一
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
三
・
一
一
以
降
の
日
本
社
会
を
考
え
る
分
科
会
委
員
長

二
〇
一
一
年　

八
月
―
現
在
に
至
る	

日
韓
次
世
代
学
術
フ
ォ
ー
ラ
ム
諮
問
教
授

二
〇
一
一
年　

九
月
―
二
〇
一
二
年　

三
月	

日
本
学
術
振
興
会
博
士
課
程
教
育
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会
専
門
委
員

二
〇
一
一
年
一
〇
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
二
二
期
会
員

二
〇
一
一
年
一
〇
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
副
会
長

二
〇
一
一
年
一
〇
月
―
二
〇
一
四
年　

三
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
科
学
と
社
会
委
員
会
委
員
長

二
〇
一
一
年
一
〇
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
東
日
本
大
震
災
復
興
支
援
委
員
会
副
委
員
長
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二
〇
一
一
年
一
〇
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
東
日
本
大
震
災
復
興
支
援
委
員
会
産
業
振
興
就
業
支
援
分
科
会

副
委
員
長

二
〇
一
一
年
一
〇
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
科
学
と
社
会
委
員
会
年
次
報
告
等
検
討
委
員
会
委
員

二
〇
一
一
年
一
二
月
―
二
〇
一
二
年　

六
月	

人
事
院
国
家
公
務
員
採
用
総
合
職
試
験
専
門
委
員

二
〇
一
二
年　

一
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
科
学
と
社
会
委
員
会
課
題
別
審
議
検
討
分
科
会
委
員

二
〇
一
二
年　

一
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
科
学
と
社
会
委
員
会
政
府
、
社
会
及
び
国
民
等
と
の
連
携
強
化

分
科
会
委
員

二
〇
一
二
年　

三
月
―
二
〇
一
二
年　

六
月	

人
事
院
国
家
公
務
員
採
用
総
合
職
試
験
専
門
委
員

二
〇
一
二
年　

三
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

日
本
学
術
振
興
会
評
議
員

二
〇
一
二
年　

三
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
科
学
と
社
会
委
員
会
政
府
、
社
会
及
び
国
民
と
の
連
携
強
化
分

科
会
副
委
員
長

二
〇
一
二
年　

四
月
―
二
〇
一
六
年　

四
月	
日
本
学
術
会
議
同
友
会
常
任
理
事

二
〇
一
二
年　

五
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	
内
閣
府
日
本
学
術
会
議
学
術
と
政
府
及
び
社
会
と
の
関
係
改
革
検
討
分
科
会
委
員
長

二
〇
一
二
年　

七
月
―
二
〇
一
五
年　

六
月	

公
共
選
択
学
会
会
長

二
〇
一
二
年　

五
月
―
二
〇
一
五
年　

三
月	

日
本
学
術
振
興
会
博
士
課
程
教
育
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会
専
門
委
員

二
〇
一
二
年　

五
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
改
革
検
証
委
員
会
委
員

二
〇
一
二
年　

六
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
東
日
本
大
震
災
復
興
支
援
委
員
会
福
島
復
興
支
援
分
科
会
委
員

二
〇
一
三
年　

一
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
大
学
教
育
の
分
野
別
質
保
証
委
員
会
副
委
員
長

二
〇
一
三
年　

一
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
大
学
教
育
の
分
野
別
質
保
証
委
員
会
企
画
連
絡
分
科
会
委
員

二
〇
一
三
年　

一
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
改
革
検
証
委
員
会
副
委
員
長

二
〇
一
三
年　

二
月
―
二
〇
一
五
年　

二
月	

文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
専
門
委
員
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二
〇
一
三
年　

三
月
―
二
〇
一
三
年　

六
月	

人
事
院
国
家
公
務
員
採
用
総
合
職
試
験
専
門
委
員

二
〇
一
三
年　

四
月
―
二
〇
一
四
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
科
学
者
委
員
会
委
員
長

二
〇
一
三
年　

四
月
―
二
〇
一
三
年　

九
月	

科
学
技
術
振
興
機
構
科
学
技
術
情
報
発
信
流
通
総
合
シ
ス
テ
ム
事
業
方
針
検
討
有
識
者

委
員
会
委
員
長

二
〇
一
三
年　

八
月
―
二
〇
一
四
年　

三
月	

日
本
学
術
振
興
会
平
成
二
五
年
度
グ
ロ
ー
バ
ル
Ｃ
Ｏ
Ｅ
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会
専
門
委
員

二
〇
一
三
年
一
一
月
―
二
〇
一
四
年　

六
月	

人
事
院
平
成
二
六
年
度
国
家
公
務
員
採
用
総
合
職
試
験
専
門
委
員

二
〇
一
三
年
一
一
月
―
二
〇
一
五
年
一
〇
月	

文
部
科
学
省
研
究
活
動
の
不
正
行
為
へ
の
対
応
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
見
直
し
・
運
営
改
善

に
関
す
る
協
力
者
会
議
委
員

二
〇
一
四
年　

一
月
―
二
〇
一
八
年　

二
月	

文
部
科
学
省
国
立
大
学
法
人
評
価
委
員
会
臨
時
委
員

二
〇
一
四
年　

一
月
―
二
〇
二
〇
年　

二
月	

文
部
科
学
省
国
立
大
学
法
人
評
価
委
員
会
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
分
科
会
委
員

二
〇
一
四
年　

一
月
―
二
〇
一
六
年　

一
月	

文
部
科
学
省
国
立
大
学
法
人
評
価
委
員
会
年
度
評
価
及
び
中
期
目
標
期
間
の
評
価
に
関

す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
委
員

二
〇
一
四
年　

一
月
―
二
〇
一
六
年　

一
月	
文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
学
術
分
科
会
委
員

二
〇
一
四
年　

一
月
―
二
〇
一
六
年　

一
月	
文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
学
術
研
究
の
大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
す
る
作

業
部
会
委
員

二
〇
一
四
年　

一
月
―
二
〇
一
六
年　

一
月	

文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
共
同
利
用
・
共
同
研
究
拠
点
に
関
す
る
作
業
部

会
委
員

二
〇
一
四
年　

二
月
―
二
〇
一
五
年　

二
月	

日
本
学
術
振
興
会
「
科
学
者
の
行
動
規
範
」
に
基
づ
く
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
作
成
協
力
者

会
議
委
員

二
〇
一
四
年　

二
月
―
二
〇
一
八
年　

二
月	

東
京
都
明
る
い
選
挙
推
進
協
議
会
副
会
長

二
〇
一
四
年　

三
月
―
二
〇
一
四
年　

六
月	

人
事
院
国
家
公
務
員
採
用
総
合
職
試
験
専
門
委
員
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二
〇
一
四
年　

八
月
―
二
〇
一
五
年　

四
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
科
学
研
究
に
お
け
る
健
全
性
の
向
上
に
関
す
る
検
討
委
員
会
研

究
健
全
性
問
題
検
討
分
科
会
委
員
長

二
〇
一
四
年
一
〇
月
―
二
〇
一
七
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
会
長
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

二
〇
一
四
年
一
〇
月
―
二
〇
一
七
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
二
三
期
連
携
会
員

二
〇
一
四
年
一
〇
月
―
二
〇
一
七
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
原
子
力
利
用
の
将
来
像
に
つ
い
て
の
検
討
委
員
会
委
員

二
〇
一
四
年
一
二
月
―
二
〇
一
七
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
政
治
学
委
員
会
政
治
過
程
分
科
会
委
員

二
〇
一
五
年　

三
月
―
二
〇
二
一
年　

二
月	

文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
臨
時
委
員

二
〇
一
五
年　

三
月
―
二
〇
一
五
年　

六
月	

人
事
院
国
家
公
務
員
採
用
総
合
職
試
験
専
門
委
員

二
〇
一
五
年　

三
月
―
現
在
に
至
る	

台
湾
国
立
政
治
大
学
選
挙
研
究
セ
ン
タ
ー
協
同
研
究
員

二
〇
一
五
年　

五
月
―
二
〇
一
六
年　

三
月	

日
本
学
術
振
興
会
博
士
課
程
教
育
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会
専
門
委
員

二
〇
一
五
年　

七
月
―
二
〇
一
七
年　

七
月	

文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
共
同
利
用
・
共
同
研
究
拠
点
に
関
す
る
作
業
部

会
人
文
・
社
会
科
学
系
専
門
委
員
会
委
員

二
〇
一
五
年
一
二
月
―
二
〇
一
七
年
一
二
月	
文
部
科
学
省
科
学
研
究
費
補
助
金
に
お
け
る
評
価
に
関
す
る
委
員
会
委
員

二
〇
一
六
年　

三
月
―
二
〇
一
六
年　

六
月	

人
事
院
国
家
公
務
員
採
用
総
合
職
試
験
専
門
委
員

二
〇
一
六
年　

四
月
―
二
〇
一
九
年　

三
月	

公
共
選
択
学
会
査
読
委
員
会
委
員
長

二
〇
一
六
年　

四
月
―
二
〇
一
六
年　

六
月	

中
華
民
国
科
学
技
術
部A

cadem
ic	Sum

m
it	Program

審
査
委
員

二
〇
一
六
年　

九
月
―
二
〇
一
七
年　

三
月	

文
部
科
学
省
研
究
力
強
化
に
向
け
た
研
究
拠
点
の
在
り
方
に
関
す
る
懇
談
会
委
員

二
〇
一
六
年
一
一
月
―
二
〇
一
七
年
一
二
月	

人
事
院
平
成
二
九
年
度
国
家
公
務
員
採
用
総
合
職
試
験
専
門
委
員

二
〇
一
七
年　

三
月
―
二
〇
二
一
年　

二
月	

文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
学
術
分
科
会
研
究
環
境
基
盤
部
会
臨
時
委
員

二
〇
一
七
年　

三
月
―
二
〇
二
〇
年　

三
月	

文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
学
術
研
究
の
大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
す
る
作

業
部
会
主
査
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二
〇
一
七
年　

三
月
―
二
〇
一
九
年　

三
月	

文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
学
術
分
科
会
研
究
環
境
基
盤
部
会
共
同
利
用
・

共
同
研
究
拠
点
に
関
す
る
作
業
部
会

二
〇
一
七
年　

四
月
―
二
〇
二
〇
年　

三
月	

文
部
科
学
省
研
究
振
興
局
学
術
機
関
課
大
学
が
保
管
す
る
ア
イ
ヌ
遺
骨
の
適
切
な
返
還

に
関
す
る
第
三
者
委
員
会
委
員

二
〇
一
七
年　

四
月
―
二
〇
一
八
年　

三
月	

日
本
学
術
振
興
会
平
成
二
九
年
度
博
士
課
程
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会
専
門

委
員

二
〇
一
七
年
一
〇
月
―
二
〇
二
〇
年　

九
月	

内
閣
府
日
本
学
術
会
議
二
四
期
連
携
会
員

二
〇
一
八
年　

二
月
―
二
〇
二
〇
年　

二
月	

文
部
科
学
省
第
八
期
国
立
大
学
法
人
評
価
委
員
会
正
委
員

二
〇
一
八
年　

二
月
―
二
〇
二
〇
年　

二
月	

文
部
科
学
省
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
分
科
会
長

二
〇
一
八
年　

二
月
―
二
〇
一
九
年　

二
月	

文
部
科
学
省
科
学
研
究
費
補
助
金
に
お
け
る
評
価
に
関
す
る
委
員
会
委
員

二
〇
一
八
年　

三
月
―
二
〇
二
〇
年　

三
月	

文
部
科
学
省
国
立
大
学
法
人
評
価
委
員
会
委
員

二
〇
一
八
年　

四
月
―
二
〇
一
九
年　

三
月	

日
本
学
術
振
興
会
平
成
三
〇
年
度
博
士
課
程
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会
専
門

委
員

二
〇
一
八
年　

四
月
―
二
〇
二
〇
年　

三
月	
東
京
都
明
る
い
選
挙
推
進
協
議
会
副
会
長

二
〇
一
八
年　

六
月
―
二
〇
一
九
年　

六
月	

文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
学
術
分
科
会
研
究
環
境
基
盤
部
会
共
同
利
用
・

共
同
研
究
及
び
国
際
共
同
利
用
・
国
際
共
同
研
究
拠
点
に
関
す
る
作
業
部
会
人
文
・
社

会
科
学
系
専
門
委
員
会
臨
時
委
員

二
〇
一
八
年　

六
月
―
二
〇
一
九
年　

六
月	

文
部
科
学
省
共
同
利
用
・
共
同
研
究
拠
点
及
び
国
際
共
同
利
用
・
共
同
研
究
拠
点
に
関

す
る
作
業
部
会
人
文
・
社
会
科
学
系
専
門
委
員
会
主
査
代
理

二
〇
一
八
年　

八
月
―
二
〇
二
〇
年　

三
月	

文
部
科
学
省
国
立
大
学
法
人
評
価
委
員
会
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
分
科
会
会
長

二
〇
一
八
年
一
〇
月
―
二
〇
一
八
年
一
二
月	

文
部
科
学
省
人
文
学
・
社
会
科
学
振
興
に
関
す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
委
員
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二
〇
一
八
年
一
二
月
―
二
〇
二
一
年
一
二
月	

公
共
選
択
学
会
理
事

二
〇
一
九
年　

四
月
―
二
〇
二
〇
年　

三
月	

日
本
学
術
振
興
会
平
成
三
一
年
度
博
士
課
程
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会
専
門

委
員

二
〇
一
九
年　

三
月
―
二
〇
二
一
年
一
二
月	

公
共
選
択
学
会
査
読
委
員
会
副
委
員
長

二
〇
一
九
年　

三
月
―
二
〇
二
一
年　

一
月	

Rutgers	U
niversity

刊
行
、International Journal of Com

m
unity W

ellbeing,	
Editorial	Board	M

em
ber

二
〇
一
九
年　

三
月
―
二
〇
二
一
年　

二
月	

文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
学
術
分
科
会
臨
時
委
員

二
〇
一
九
年　

三
月
―
現
在
に
至
る	

ソ
ウ
ル
国
立
大
学Com

m
unity	W

ellbeing	Research	Center

共
同
研
究
員

二
〇
一
九
年　

四
月
―
二
〇
二
〇
年　

三
月	

文
部
科
学
省
国
立
大
学
法
人
評
価
委
員
会
国
立
大
学
法
人
分
科
会
委
員

二
〇
一
九
年　

四
月
―
二
〇
二
〇
年　

三
月	

文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
学
術
研
究
の
大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
す
る
作

業
部
会
委
員

二
〇
一
九
年　

四
月
―
二
〇
二
一
年　

三
月	
文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
研
究
環
境
基
盤
部
会
大
学
共
同
利
用
機
関
改
革

に
関
す
る
作
業
部
会
委
員

二
〇
一
九
年　

五
月
―
二
〇
二
〇
年　

五
月	

文
部
科
学
省
科
学
研
究
費
補
助
金
に
お
け
る
評
価
に
関
す
る
委
員
会
評
価
者

二
〇
一
九
年　

六
月
―
二
〇
二
一
年　

二
月	

文
部
科
学
省
科
学
技
術
・
学
術
審
議
会
学
術
分
科
会
人
文
学
・
社
会
科
学
特
別
委
員
会

委
員

二
〇
一
九
年　

九
月
―
二
〇
二
〇
年　

八
月	

E
ditorial board m

em
ber of K

oran Journal of Policy Studies (K
JPS)

二
〇
一
九
年
一
二
月
―
二
〇
二
一
年
一
一
月	

国
土
交
通
省
慰
霊
施
設
に
お
い
て
管
理
す
る
ア
イ
ヌ
遺
骨
等
の
適
切
な
返
還
に
関
す
る

第
三
者
委
員
会
委
員
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職
務
歴
（
学
内
）

一
九
八
二
年　

四
月
―
一
九
八
六
年　

三
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
専
任
講
師

一
九
八
六
年　

四
月
―
一
九
九
一
年　

三
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
助
教
授

一
九
八
六
年　

五
月
―
一
九
八
九
年　

二
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
入
試
追
跡
調
査
委
員
会
専
門
委
員

一
九
八
七
年　

四
月
―
一
九
八
九
年　

三
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
入
試
委
員
会
委
員

一
九
八
八
年
一
〇
月
―
一
九
八
九
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
情
報
処
理
教
育
検
討
委
員
会
委
員

一
九
八
九
年　

四
月
―
一
九
八
九
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
情
報
処
理
教
育
室
運
営
委
員
会
委
員

一
九
九
一
年　

三
月
―
一
九
九
三
年　

二
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
法
学
情
報
室
運
営
委
員
会
委
員

一
九
九
一
年　

四
月
―
二
〇
一
二
年　

三
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
教
授

一
九
九
一
年
一
〇
月
―
一
九
九
三
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
大
学
院
問
題
検
討
小
委
員
会
委
員
長

一
九
九
一
年
一
〇
月
―
一
九
九
三
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
長
期
計
画
特
別
委
員
会
委
員

一
九
九
一
年
一
〇
月
―
一
九
九
三
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
新
聞
研
究
所
運
営
委
員

一
九
九
二
年　

四
月
―
二
〇
一
二
年　

三
月	
慶
應
義
塾
大
学
院
法
学
研
究
科
委
員

一
九
九
五
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
一
年　

九
月	
慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
数
学
・
統
計
・
情
報
処
理
委
員
会
委
員

一
九
九
五
年
一
〇
月
―
一
九
九
七
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
留
学
生
小
委
員
会
委
員

一
九
九
六
年　

四
月
―
一
九
九
七
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
情
報
処
理
教
育
室
講
師
（
兼
担
・
非
常
勤
）

一
九
九
八
年
一
〇
月
―
一
九
九
九
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
サ
ー
バ
ー
管
理
者

一
九
九
九
年　

一
月
―
一
九
九
九
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
数
学
・
統
計
・
情
報
処
理
委
員
会
と
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
運
営
委
員

会
と
の
合
同
委
員
会
委
員

一
九
九
九
年　

三
月
―
二
〇
〇
一
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
法
学
情
報
室
運
営
委
員
会
委
員
長

一
九
九
九
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
五
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
留
学
生
小
委
員
会
委
員
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一
九
九
九
年
一
二
月
―
二
〇
〇
五
年
一
一
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
夏
期
在
外
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会
委
員

二
〇
〇
〇
年　

四
月
―
二
〇
〇
一
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
企
画
検
討
委
員
会
委
員

二
〇
〇
〇
年　

四
月
―
二
〇
〇
一
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
運
営
委
員
会
委
員
長

二
〇
〇
〇
年　

七
月
―
二
〇
〇
五
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
公
共
政
策
・
危
機
管
理
研
究
科
（
仮
称
）
検
討
委

員
会
委
員

二
〇
〇
〇
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
三
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
常
任
委
員
会
委
員

二
〇
〇
一
年
一
〇
月
―
二
〇
一
一
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
数
学
・
統
計
・
情
報
処
理
委
員
会
委
員
委
員
長

二
〇
〇
一
年
一
〇
月
―
二
〇
一
一
年　

三
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
人
事
委
員
会
委
員

二
〇
〇
一
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
三
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
サ
ー
バ
ー
管
理
者

二
〇
〇
一
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
七
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
法
政
論
究
編
集
委
員
会
委
員

二
〇
〇
一
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
三
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
研
究
室
運
営
委
員
会
委
員

二
〇
〇
一
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
三
年　

九
月	
慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
大
学
院
奨
学
委
員
会
委
員

二
〇
〇
二
年　

四
月
―
二
〇
〇
三
年　

三
月	
慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
入
試
委
員
会
次
期
事
務
長

二
〇
〇
三
年　

四
月
―
二
〇
〇
四
年　

三
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
入
試
委
員
会
事
務
長

二
〇
〇
三
年　

六
月
―
二
〇
〇
四
年　

三
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
Ａ
Ｏ
等
入
試
検
討
委
員
会
委
員

二
〇
〇
三
年
一
〇
月
―
二
〇
一
二
年　

三
月	

慶
應
義
塾
大
学
先
導
研
多
文
化
市
民
意
識
研
究
セ
ン
タ
ー
長

二
〇
〇
五
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
八
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
常
任
委
員
会
委
員

二
〇
〇
五
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
七
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
大
学
院
問
題
検
討
小
委
員
会
委
員
長

二
〇
〇
五
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
七
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科21CO

E

拠
点
責
任
者

二
〇
〇
六
年
一
〇
月
―
二
〇
〇
七
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
大
学
院
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
運
営
委
員
会
（
魅
力
あ

る
大
学
院
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
）
委
員
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二
〇
一
二
年　

四
月
―
二
〇
一
三
年　

三
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
客
員
教
授

二
〇
一
三
年
一
〇
月
―
二
〇
一
七
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
利
益
相
反
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
委
員
会
委
員

二
〇
一
三
年
一
〇
月
―
二
〇
一
七
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
研
究
倫
理
委
員
会
委
員

二
〇
一
三
年　

四
月
―
二
〇
二
〇
年　

三
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
教
授

二
〇
一
三
年　

四
月
―
二
〇
二
〇
年　

三
月	

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
委
員

二
〇
一
六
年　

四
月
―
二
〇
一
六
年　

六
月	

慶
應
義
塾
大
学
グ
ロ
ー
バ
ル
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
研
究
所
上
級
研
究
員

二
〇
一
六
年　

六
月
―
二
〇
一
八
年　

三
月	

慶
應
義
塾
大
学
グ
ロ
ー
バ
ル
リ
サ
ー
チ
イ
ン
ス
テ
ィ
テ
ュ
ー
ト
（
Ｋ
Ｇ
Ｒ
Ｉ
）
上
級
所

員

二
〇
一
七
年　

五
月
―
二
〇
一
九
年　

三
月	

慶
應
義
塾
大
学
先
導
研
社
会
科
学
デ
ー
タ
・
ア
ー
カ
イ
ヴ
セ
ン
タ
ー
（
Ｓ
Ｕ
）
セ
ン

タ
ー
長

二
〇
一
七
年
一
〇
月
―
二
〇
一
九
年　

九
月	

慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
小
泉
信
三
記
念
講
座
運
営
委
員
会
委
員

二
〇
一
九
年　

四
月
―
二
〇
二
〇
年　

三
月	

慶
應
義
塾
大
学
先
導
研
社
会
科
学
デ
ー
タ
・
ア
ー
カ
イ
ヴ
セ
ン
タ
ー
・
セ
ン
タ
ー
長
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小
林
良
彰
教
授
主
要
研
究
業
績

一
、
著　

書

⑴
　
単
　
著

『
計
量
政
治
学
』、
成
文
堂	

一
九
八
五
年　

二
月

『
公
共
選
択
』、
東
京
大
学
出
版
会	

一
九
八
七
年
一
〇
月

『
公
共
選
択
』（『
公
共
選
択
』
中
国
語
訳
）、
楊
永
超
訳
、
中
国
経
済
日
報
出
版
社	

一
九
八
八
年
一
一
月

『
現
代
日
本
の
選
挙
』、
東
京
大
学
出
版
会	

一
九
八
九
年　

六
月

『
選
挙
制
度
』、
丸
善
出
版	

一
九
九
四
年　

九
月

『
公
共
選
択
』（『
公
共
選
択
』
韓
国
語
訳
）、
李
好
童
訳
、
韓
国
オ
ゥ
ル
ム
出
版
社	

一
九
九
七
年　

一
月

『
現
代
日
本
の
政
治
過
程
』、
東
京
大
学
出
版
会	

一
九
九
七
年　

一
月

『
選
挙
・
投
票
行
動
』、
東
京
大
学
出
版
会	

二
〇
〇
〇
年　

六
月

『
現
代
日
本
の
政
治
過
程
』（『
現
代
日
本
の
政
治
過
程
』
韓
国
語
訳
）、
韓
国
ハ
ン
ウ
ル
出
版	

二
〇
〇
一
年　

九
月

『
制
度
改
革
以
降
の
日
本
型
民
主
主
義
』、
木
鐸
社	

二
〇
〇
八
年　

一
月

M
alfunctioning D

em
ocracy in Japan-Q

uantitative A
nalysis in a Civil Society,	Lexington	Books,	

U
SA

	

二
〇
一
一
年
一
一
月

『
政
権
交
代
』、
中
央
公
論	

二
〇
一
二
年　

九
月
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⑵
　
編
著
・
共
編
著

『
政
治
過
程
の
計
量
分
析
』、
芦
書
房	

一
九
九
一
年　

二
月

『
日
本
人
の
投
票
行
動
と
政
治
意
識
』、
木
鐸
社	

一
九
九
七
年　

二
月

『
地
方
自
治
の
実
証
分
析
』、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会	

一
九
九
八
年
一
〇
月

『
日
本
政
治
の
過
去
・
現
在
・
未
来
』、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会	

一
九
九
九
年　

八
月

『
地
方
自
治
の
国
際
比
較
』、
編
著
、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会	

二
〇
〇
〇
年
一
二
月

『
地
方
自
治
の
実
証
分
析
』（『
地
方
自
治
の
実
証
分
析
』
韓
国
語
訳
）、
蘇
淳
昌
編
訳
、
韓
国
ハ
ン
ウ
ル
出
版	

二
〇
〇
一
年　

三
月

『
地
方
分
権
と
高
齢
者
福
祉
―
地
方
自
治
の
展
開
過
程
―
』
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会	

二
〇
〇
四
年　

八
月

『
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
か
ら
考
え
る
公
共
性
』、
東
京
大
学
出
版
会	

二
〇
〇
四
年
一
一
月

『
日
本
と
韓
国
に
お
け
る
政
治
と
ガ
バ
ナ
ン
ス
』、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会	

二
〇
〇
四
年
一
一
月

『
日
本
に
お
け
る
有
権
者
意
識
の
動
態
』、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会	

二
〇
〇
五
年　

三
月

『
地
方
自
治
体
を
め
ぐ
る
市
民
意
識
の
動
態
』、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会	

二
〇
〇
五
年　

三
月

『
シ
ヴ
ィ
ル
・
ソ
サ
エ
テ
ィ
論
』、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会	

二
〇
〇
五
年　

六
月

『
市
民
社
会
に
お
け
る
政
治
過
程
の
日
韓
比
較
』、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会	

二
〇
〇
六
年　

一
月

『
市
民
社
会
の
政
治
過
程
―
韓
国
と
日
本
の
比
較
』（『
市
民
社
会
に
お
け
る
政
治
過
程
の
日
韓
比
較
』
韓
国
語
訳
）、

韓
国
ア
ヨ
ン
出
版	

二
〇
〇
六
年　

三
月

『
市
民
社
会
の
比
較
政
治
学
』、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会	

二
〇
〇
七
年　

六
月

『
地
方
自
治
体
と
市
民
意
識
』（『
地
方
自
治
体
を
め
ぐ
る
市
民
意
識
の
動
態
』
韓
国
語
訳
）、
韓
国
論
衡
社	

二
〇
〇
七
年　

七
月

『
日
本
の
選
挙
と
有
権
者
意
識
』（『
日
本
に
お
け
る
有
権
者
意
識
の
動
態
』
韓
国
語
訳
）、
韓
国
論
衡
社	

二
〇
〇
八
年　

一
月

G
overnm

ent and Participation in Japanese and K
orean Civil Society,	Bokutaku	Publisher	

二
〇
一
〇
年　

五
月

Bureaucracy and Bureaucrats in Japanese and K
orean Civil Society,	Bokutaku	Publisher	

二
〇
一
〇
年　

五
月
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『
子
ど
も
の
幸
福
度
』、
ぎ
ょ
う
せ
い	

二
〇
一
五
年　

六
月

『
代
議
制
民
主
主
義
の
計
量
分
析
』、
木
鐸
社	

二
〇
一
六
年
一
〇
月

⑶
　
共
著
及
び
著
書
の
分
担
執
筆

『
変
貌
す
る
有
権
者
―
現
代
の
選
挙
と
政
党
―
』、
創
世
記	

一
九
七
九
年　

三
月

『
政
治
心
理
学
』、
北
樹
出
版	

一
九
八
〇
年　

四
月

『
日
本
の
政
党
と
外
交
政
策
―
国
際
的
現
実
と
の
落
差
―
』、
慶
應
通
信	

一
九
八
〇
年
一
一
月

『
現
代
政
治
学
の
理
論
』、
早
稲
田
大
学
出
版
部	

一
九
八
一
年
一
二
月

『
現
代
の
政
治
過
程
』、
学
陽
書
房	

一
九
八
二
年
一
一
月

『
選
挙
と
デ
モ
ク
ラ
シ
ー
』、
学
陽
書
房	

一
九
八
二
年
一
二
月

『
情
報
と
デ
モ
ク
ラ
シ
ー
』、
学
陽
書
房	

一
九
八
三
年
一
二
月

『
現
代
世
界
の
民
主
主
義
理
論
』、
新
評
論	

一
九
八
四
年　

一
月

『
現
代
政
治
意
識
論
』、
高
文
堂	

一
九
八
四
年　

六
月

『
新
し
い
政
治
社
会
シ
ス
テ
ム
』、
芦
書
房	

一
九
八
四
年　

八
月

『
政
治
学
の
方
法
と
ア
プ
ロ
ー
チ
』、
学
陽
書
房	

一
九
八
四
年　

八
月

『
日
本
の
選
挙　

一
九
八
三
』、
九
州
大
学
出
版
会	

一
九
八
五
年　

五
月

『
地
方
政
府
の
現
実
』、
学
陽
書
房	

一
九
八
七
年　

一
月

『
日
本
経
済
「
知
」
の
処
方
箋
』、
Ｔ
Ｂ
Ｓ
ブ
リ
タ
ニ
カ	

一
九
九
一
年
一
一
月

『
公
共
セ
ク
タ
ー
の
効
率
化
』、
東
京
大
学
出
版
会	

一
九
九
一
年
一
一
月

『
各
国
政
治
不
信
の
現
状
』、
日
本
選
挙
学
会	

一
九
九
三
年　

三
月

『
政
治
改
革
宣
言
』、
亜
紀
書
房	

一
九
九
三
年　

五
月

『
憲
法
の
近
未
来
を
ど
う
す
る
』、
日
本
評
論
社	

一
九
九
四
年
一
〇
月
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『
多
様
性
と
の
対
話
』、
キ
リ
ス
ト
教
視
聴
覚
セ
ン
タ
ー	

一
九
九
六
年　

五
月

G
lobalization &

 D
ecentralization,	Georgetow

n	U
niversity	Press,	U

SA
	

一
九
九
七
年　

六
月

『
Ｊ
Ｅ
Ｓ
Ⅱ
コ
ー
ド
ブ
ッ
ク
』、
木
鐸
社	

一
九
九
八
年　

五
月

Future Challenges of Local A
utonom

y in Japan, K
orea, and the U

nited States,	N
ational	Institute	

for	Research	A
dvancem

ent	

一
九
九
八
年　

八
月

『
日
本
改
革
』、
社
団
法
人
研
究
情
報
基
金	

一
九
九
八
年　

九
月

『
政
治
・
社
会
の
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
』、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会	

一
九
九
八
年
一
〇
月

『
日
本
政
治
の
構
造
と
展
開
』、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会	

一
九
九
八
年
一
〇
月

『
地
方
分
権
へ
の
道
標
』、
静
岡
県	

一
九
九
九
年　

三
月

T
he Challenge to N

ew
 G

overnance in the T
w

enty-First Century: A
chieving E

ffective Central-
Local R

elations,	N
ational	Institute	for	Research	A

dvancem
ent	/	N

ational	A
cadem

y	of	Public	
A

dm
inistration,	U

SA
	

一
九
九
九
年　

九
月

Citizen R
esponsive G

overnm
ent,	JA

I	A
n	Im

print	of	Elsevier	Science,	U
SA

	

二
〇
〇
〇
年　

九
月

『
二
一
世
紀
的
日
本
』（
中
国
語
）、
中
国
世
界
知
況
出
版
社	

二
〇
〇
〇
年
一
〇
月

『
二
一
世
紀
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
』、
岩
波
書
店	

二
〇
〇
一
年　

三
月

『
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
と
選
挙
そ
し
て
現
代
の
民
主
主
義
』、
鹿
島
平
和
研
究
所	

二
〇
〇
一
年　

九
月

『
政
治
学
入
門
』、
放
送
大
学
教
育
振
興
会	

二
〇
〇
七
年　

四
月

『
地
方
分
権
時
代
の
市
民
社
会
』、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会	

二
〇
〇
八
年　

一
月

『
代
議
制
民
主
主
義
の
比
較
研
究
―
日
米
韓
三
カ
国
に
お
け
る
民
主
主
義
の
実
証
分
析
』、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会	

二
〇
一
四
年　

三
月

Can T
ocqueville K

araoke?: G
lobal Contrasts of Citizen Participation, the A

rts and D
evelopm

ent,	
Em

erald	Group	Publishing	Lim
ited,	U

K
	

二
〇
一
四
年　

五
月
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『
比
較
政
治
学
の
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
』、
ミ
ネ
ル
ヴ
ァ
書
房	

二
〇
一
五
年　

一
月

『
科
学
の
健
全
な
発
展
の
た
め
に
』、
丸
善	

二
〇
一
五
年　

三
月

For the Sound D
evelopm

ent of Science -T
he A

ttitude of a Conscientious Scientist-,	M
aruzen	

Publishing	

二
〇
一
五
年　

五
月

M
ixed-M

em
ber E

lectoral System
s in Constitutional Context: T

aiw
an, Japan, and Beyond,	A

nn	
A

rbor:	U
niversity	of	M

ichigan	Press,	U
SA

	

二
〇
一
六
年　

四
月

Beyond the G
ender G

ap in Japan,	A
nn	A

rbor:	U
niversity	of	M

ichigan	Press,	U
SA

	

二
〇
一
九
年　

一
月

二
、
学
術
論
文

「
ア
ノ
ミ
ー
及
び
疎
外
概
念
に
よ
る
投
票
行
動
の
計
量
分
析
―
無
党
派
層
と
若
者
政
治
意
識
―
」（『
法
学
研
究
』、

第
五
一
巻
第
五
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.139-175

）	

一
九
七
八
年　

五
月

“The	A
nnouncem

ent-Effect	of	Election	Predictions

”,	K
eio Com

m
unication R

eview
,	N

o.1

（
共
同

執
筆
）、pp.41-59.	

一
九
八
〇
年　

三
月

「
選
挙
区
特
性
に
関
す
る
計
量
分
析
―
東
京
都
衆
議
院
十
一
選
挙
区
の
分
析
―
」（『
法
学
研
究
』、
第
五
三
巻
第
一

〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.1-27

）	

一
九
八
〇
年
一
〇
月

「
数
理
政
治
の
展
開
」（『
大
学
院
法
学
研
究
科
論
文
集
』
第
一
五
号
所
収
、pp.81-99

）	

一
九
八
一
年　

三
月

「
同
時
選
挙
に
お
け
る
三
大
紙
の
内
容
分
析
―
大
平
死
去
と
新
聞
報
道
―
」（
日
本
新
聞
学
会
編
『
新
聞
学
評
論
』、

第
三
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.219-236

）	

一
九
八
一
年
一
一
月

「
選
挙
予
測
に
関
す
る
計
量
分
析
―
第
十
二
回
参
議
院
選
挙
の
予
測
と
成
果
―
」（『
法
学
研
究
』、
第
五
五
号
第
一

号
所
収
、pp.73-87

）	

一
九
八
二
年　

一
月
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「
Ｓ
Ｒ
Ｃ
全
米
選
挙
調
査
磁
気
テ
ー
プ
・
デ
ー
タ
の
内
容
と
利
用
手
続
き
」（『
関
西
学
院
大
学
社
会
学
部
紀
要
』、

第
四
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.227-276

）	

一
九
八
二
年　

九
月

「
テ
レ
ビ
の
ニ
ュ
ー
ス
報
道
に
関
す
る
内
容
分
析
」（『
法
学
研
究
』、
第
五
五
巻
第
九
号
所
収
、pp.23-43

）	

一
九
八
二
年　

九
月

「
ア
ノ
ミ
ー
・
権
威
主
義
と
政
党
支
持
―
同
時
選
挙
に
お
け
る
無
党
派
層
に
関
す
る
計
量
分
析
―
」（『
法
学
研
究
』、

第
五
五
巻
第
一
〇
号
所
収
、pp.1229-1252

）	

一
九
八
二
年
一
〇
月

「
衆
議
院
一
三
〇
選
挙
区
特
性
に
関
す
る
計
量
分
析
―
同
時
選
挙
を
め
ぐ
る
投
票
行
動
と
地
域
特
性
―
」（『
法
学

研
究
』、
第
五
六
巻
第
四
号
、pp.1-34

）	

一
九
八
三
年　

四
月

「
政
治
関
与
と
情
報
行
動
―
Ｓ
Ｒ
Ｃ-

Ｃ
Ｐ
Ｓ
全
米
選
挙
調
査
デ
ー
タ
の
二
次
的
分
析
―
」（
慶
應
義
塾
大
学
新
聞

研
究
所
『
年
報
』
第
二
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.15-40

）	

一
九
八
三
年　

三
月

「
争
点
選
択
に
お
け
る
マ
ス
・
メ
デ
ィ
ア
の
政
治
的
効
果
に
関
す
る
計
量
分
析
」（『
慶
應
義
塾
大
学
創
立
一
二
五

周
年
記
念
論
文
集
』、
法
学
部
政
治
学
関
係
所
収
、pp.367-394

）	

一
九
八
三
年
一
〇
月

「
参
議
院
比
例
代
表
選
挙
を
め
ぐ
る
政
党
支
持
状
況
の
計
量
分
析
」（『
法
学
研
究
』、
第
五
七
巻
第
二
号
所
収
、

pp.1-28

）	

一
九
八
四
年　

二
月

「
選
挙
区
特
性
と
投
票
行
動
に
関
す
る
時
系
列
分
析
―
昭
和
三
五
年
～
昭
和
五
五
年
」（『
法
学
研
究
』、
第
五
七
巻

第
六
号
、pp.21-50

）	

一
九
八
四
年　

二
月

「
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｓ
デ
ー
タ
に
よ
る
米
大
統
領
選
挙
の
分
析
」（『
同
志
社
ア
メ
リ
カ
研
究
』、
別
冊
第
一
〇
号
所
収
、

pp.21-62

）	

一
九
八
六
年　

三
月

「
争
点
態
度
と
政
党
支
持
」（
堀
江
湛
・
梅
村
光
弘
編
『
投
票
行
動
と
政
党
支
持
』
所
収
、pp.163-179

）	

一
九
八
六
年　

九
月

「
産
業
開
発
の
政
治
的
効
果
」（『
法
学
研
究
』、
第
五
九
巻
第
九
号
、pp.1-22
）	

一
九
八
六
年　

九
月

「
大
都
市
住
民
の
投
票
行
動
（
一
）」（
杣
正
夫
編
『
日
本
の
総
選
挙
一
九
八
六
年
』
所
収
、pp.203-264

）、
九
州

大
学
出
版
会	

一
九
八
七
年　

一
月
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「
政
治
社
会
と
意
識
構
造
の
変
化
」（
薬
師
寺
泰
蔵
他
『
日
本
経
済
』
所
収
、pp.183-210

）、
Ｔ
Ｂ
Ｓ
ブ
リ
タ
ニ

カ	

一
九
八
七
年　

一
月

「
投
票
行
動
と
政
治
意
識
に
関
す
る
計
量
分
析
」（
日
本
選
挙
学
会
編
『
選
挙
研
究
』
第
二
号
所
収
、pp.26-63

）	

一
九
八
七
年　

三
月

「
政
党
の
数
理
モ
デ
ル
」（
飯
坂
良
明
・
富
田
信
夫
・
岡
沢
憲
夫
編
『
政
党
と
デ
モ
ク
ラ
シ
ー
』、
学
陽
書
房
、

pp.60-80
）	

一
九
八
七
年　

三
月

「
マ
ス
・
メ
デ
ィ
ア
の
報
道
と
政
党
支
持
に
関
す
る
計
量
分
析
」（『
法
学
研
究
』、
第
六
一
巻
第
一
号
所
収
、

pp.189-232

）	

一
九
八
八
年　

一
月

「
我
国
の
有
権
者
の
投
票
行
動
と
政
治
意
識
の
決
定
要
因
に
関
す
る
計
量
分
析
」（『
法
学
研
究
』、
第
六
一
巻
第
五

号
所
収
、pp.359-394

）	

一
九
八
八
年　

五
月

“Changing	A
ttitudes	of	Y

oung	A
dults	in	Japan

”,	K
eio Journal of Politics,	N

o.6,	pp.79-89.	

一
九
九
八
年
一
二
月

「
自
治
体
財
政
の
現
状
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
一
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.99-111

）	

一
九
八
九
年　

一
月

「
自
治
体
の
財
政
状
況
の
要
因
分
析
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
一
七
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.129-146

）	

一
九
八
九
年　

二
月

「
自
治
体
の
歳
入
・
歳
出
の
要
因
分
析
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
一
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.113-129

）	

一
九
八
九
年　

三
月

「
自
治
体
財
政
改
善
の
方
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
一
九
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.223-238

）	

一
九
八
九
年　

四
月

「
社
会
意
識
の
変
化
と
政
党
支
持
」（『
都
市
問
題
研
究
』、
第
四
一
号
第
七
号
所
収
、pp.124-135

）	

一
九
八
九
年　

七
月

「
地
方
自
治
体
の
財
政
を
め
ぐ
る
政
治
学
」（『
レ
ヴ
ァ
イ
ア
サ
ン
』、
第
六
号
所
収
、pp.69-92

）	

一
九
九
〇
年　

五
月

「
自
治
体
財
政
の
計
量
分
析
」（『
都
市
問
題
研
究
』、
第
四
二
号
第
五
号
、pp.107-119

）	

一
九
九
〇
年　

五
月

「
欧
米
に
お
け
る
政
治
不
信
研
究
の
源
流
」（
日
本
選
挙
学
会
編
『
世
論
と
政
治
不
信
』
所
収
、pp.31-48

）	

一
九
九
〇
年　

六
月

「
自
治
体
財
政
の
決
定
要
因
・
改
善
要
因
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
三
三
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.33-44

）	

一
九
九
〇
年　

六
月

「
政
治
意
識
に
お
け
る
性
差
に
関
す
る
計
量
分
析
」（『
都
市
問
題
研
究
』、
第
四
二
巻
第
七
号
所
収
、pp.72-91

）	

一
九
九
〇
年　

七
月

「
行
財
政
改
革
と
地
方
自
治
体
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
三
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
、）pp.12-28

）	

一
九
九
〇
年　

七
月
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「
原
子
力
発
電
諸
誘
致
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
三
五
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.62-80

）	

一
九
九
〇
年　

八
月

「
公
共
投
資
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
三
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.21-35

）	

一
九
九
〇
年　

九
月

“Electores	obligados	a	elegirunaopcionesteril:cam
biosenunm

ism
oescenariopolitico

”,	Cuadernosde 
JA

PO
N

,V
ol.3	N

o.1,	pp.7-10.

（
ス
ペ
イ
ン
語
）	

一
九
九
〇
年　

九
月

「
マ
ス
・
メ
デ
ィ
ア
と
政
治
意
識
」（『
レ
ヴ
ァ
イ
ア
サ
ン
』、
第
七
号
所
収
、pp.97-114

）	

一
九
九
〇
年
一
〇
月

「
企
業
城
下
町
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
三
七
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.15-35

）	

一
九
九
〇
年
一
〇
月

「
大
学
誘
致
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
三
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）pp.64-81

）	

一
九
九
〇
年
一
一
月

「
リ
ゾ
ー
ト
開
発
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
三
九
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.53-68

）	

一
九
九
〇
年
一
二
月

「
農
業
と
自
治
体
財
政
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
四
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.55-70

）	

一
九
九
一
年　

一
月

「
自
治
体
主
導
の
公
共
事
業
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
四
一
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.13-27

）	

一
九
九
一
年　

二
月

“Voter	A
ttitudes	and	the	1989	Election

”,	Japan E
cho,	V

ol.18,	Special	Issue,	pp.6-13.	

一
九
九
一
年　

二
月

「
米
国
に
お
け
る
政
治
不
信
の
イ
ン
パ
ク
ト
―
ウ
オ
ー
タ
ー
ゲ
ー
ト
事
件
と
一
九
七
六
年
大
統
領
選
挙
」（
日
本
選

挙
学
会
『
政
治
不
信
と
政
治
倫
理
』
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.39-52

）	

一
九
九
一
年　

三
月

「
新
産
業
都
市
と
自
治
体
財
政
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
四
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.41-61

）	

一
九
九
一
年　

三
月

「
新
庁
舎
建
設
と
自
治
体
財
政
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
四
三
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.117-144

）	

一
九
九
一
年　

四
月

「
人
口
急
減
の
自
治
体
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
四
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.135-152

）	

一
九
九
一
年　

五
月

「
人
口
急
増
の
自
治
体
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
四
五
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.36-53

）	

一
九
九
一
年　

六
月

「
下
水
道
と
自
治
体
財
政
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
四
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.79-95

）	

一
九
九
一
年　

七
月

「
議
員
定
数
不
均
衡
に
関
す
る
計
量
分
析
」（『
都
市
問
題
』、
第
八
二
巻
第
七
号
所
収
、pp.75-86

）	

一
九
九
一
年　

七
月

“Les	com
porterm

ent	selector	aux	lors	de	la	consultation	de1989
”,	Cahiers du Japon,	N

um
ero	

special	1991,	pp.6-14.

（
フ
ラ
ン
ス
語
）	

一
九
九
一
年　

七
月
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“The	SPD
J:	A

	Party	of	Lim
ited	H

orizons

”,	Japan E
cho,	V

ol.18,	N
o.3,	pp.11-16.	

一
九
九
一
年　

八
月

“Le	PSD
J:	unparti	sur	la	corderaide

”,	Cahier du Japon,	N
o.50,	hiver	1991,	pp.8-13.

（
フ
ラ
ン
ス
語
）	

一
九
九
一
年　

八
月

「
財
政
の
豊
か
な
自
治
体
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
四
七
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.90-105

）	

一
九
九
一
年　

八
月

「
テ
ー
マ
パ
ー
ク
と
自
治
体
財
政
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
四
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.125-139

）	

一
九
九
一
年　

九
月

「
高
齢
化
対
策
と
自
治
体
財
政
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
四
九
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.105-116

）	

一
九
九
一
年
一
〇
月

「
市
町
村
合
併
と
自
治
体
財
政
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
五
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.159-172

）	

一
九
九
一
年
一
一
月

「
選
挙
制
度
改
革
の
問
題
点
」（『
自
治
研
』、
第
三
三
巻
第
三
八
六
号
所
収
、pp.27-36

）	

一
九
九
一
年
一
一
月

「
空
港
と
自
治
体
財
政
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
五
一
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.113-126

）	

一
九
九
一
年
一
二
月

「
政
治
関
連
ア
グ
リ
ゲ
ー
ト
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
シ
ス
テ
ム
の
開
発
と
利
用
」（『
法
学
研
究
』、
第
六
五
巻
第
一
号
所
収
、

pp.225-257

）	

一
九
九
二
年　

一
月

「
九
一
年
統
一
地
方
選
挙
の
分
析
」（『
法
学
政
治
学
論
究
』、
第
一
二
号
所
収
、pp.1-24

）	

一
九
九
二
年　

三
月

「
選
挙
制
度
改
革
の
分
析
」（
日
本
選
挙
学
会
編
『
選
挙
研
究
』、
第
七
号
所
収
、pp.19-39

）	

一
九
九
二
年　

四
月

「
政
治
改
革
に
関
す
る
諸
問
題
」（
日
本
法
制
学
会
『
法
政
論
叢
』、
第
二
八
巻
、pp.1-10

）	

一
九
九
二
年　

五
月

「
学
校
給
食
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
六
七
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.217-231

）	

一
九
九
三
年　

四
月

「
米
国
大
統
領
選
挙
の
計
量
分
析
―
投
票
行
動
の
多
変
量
解
析
と
パ
ス
・
モ
デ
ル
」（『
数
学
セ
ミ
ナ
ー
』
第
三
二

巻
第
五
号
、
日
本
評
論
社
、pp.54-58

）	

一
九
九
三
年　

五
月

「
ゴ
ミ
処
理
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
六
九
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.159-173

）	

一
九
九
三
年　

六
月

「
高
齢
化
対
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
七
一
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.150-167

）	

一
九
九
三
年　

八
月

「
九
三
年
衆
院
選
に
み
る
有
権
者
の
選
択
」（
民
主
社
会
主
義
研
究
会
、『
改
革
者
』
所
収
）	

一
九
九
三
年

「
都
市
交
通
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
七
三
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.196-214
）	

一
九
九
三
年
一
〇
月

「
企
業
誘
致
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
七
五
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.156-170

）	

一
九
九
三
年
一
二
月
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「
選
挙
制
度
と
政
党
助
成
」（『
法
学
セ
ミ
ナ
ー
』、
第
四
七
〇
号
所
収
、pp.66-73

）	

一
九
九
四
年　

二
月

「
災
害
対
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
七
七
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.145-160

）	

一
九
九
四
年　

二
月

「
小
選
挙
区
比
例
代
表
並
立
制
で
な
に
が
か
わ
っ
た
か
」（『
法
学
セ
ミ
ナ
ー
』、
第
四
七
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、

pp.10-15

）	

一
九
九
四
年
一
〇
月

「
投
票
行
動
の
ダ
イ
ア
メ
ト
ロ
ス
モ
デ
ル
」（『
レ
ヴ
ァ
イ
ア
サ
ン
』、
第
一
五
号
所
収
、pp.104-126

）	

一
九
九
四
年
一
〇
月

「
農
道
空
港
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
七
九
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.215-229

）	

一
九
九
四
年　

四
月

「
公
立
美
術
館
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
八
一
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.114-128

）	

一
九
九
四
年　

六
月

「
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
八
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.168-183

）	

一
九
九
四
年
一
一
月

「
文
化
ホ
ー
ル
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
八
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.157-169

）	

一
九
九
五
年　

一
月

「Fiscal	Equalization	Policies	in	Japan

」（『
法
学
研
究
』、
第
六
八
巻
第
一
号
、pp.598-552

）	

一
九
九
五
年　

一
月

「
政
府
間
支
出
に
関
す
る
計
量
分
析
」（『
政
策
研
究
』、
第
八
巻
一
号
所
収
、pp.38-39

）	

一
九
九
五
年　

一
月

「
日
本
の
世
論
調
査
の
課
題
」（
日
本
世
論
調
査
協
会
編
、『
よ
ろ
ん
』、
第
七
五
号
所
収
、pp.2-19

）	

一
九
九
五
年　

三
月

「
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
九
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.142-155

）	

一
九
九
五
年　

三
月

「
第
三
セ
ク
タ
ー
鉄
道
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
九
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.190-206

）	

一
九
九
五
年　

五
月

「
サ
ッ
カ
ー
に
よ
る
地
域
振
興
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
九
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.146-159

）	

一
九
九
五
年　

七
月

「
地
震
対
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
九
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.197-212

）	

一
九
九
五
年　

九
月

「
路
面
電
車
」（『
地
方
財
務
』、
第
四
九
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.196-212

）	

一
九
九
五
年
一
一
月

「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
〇
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.106-120

）	

一
九
九
六
年　

一
月

「
パ
シ
フ
ィ
ッ
ク
・
ア
ジ
ア
の
世
界
都
市
」（『
政
策
研
究
』、
第
九
巻
第
二
号
所
収
、pp.16-18

）	

一
九
九
六
年　

二
月

「
高
齢
者
福
祉
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
〇
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.147-169

）	

一
九
九
六
年　

三
月

「
ふ
る
さ
と
創
生
資
金
に
よ
る
地
域
振
興
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
〇
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.227-237

）	

一
九
九
六
年　

五
月
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「
福
祉
公
社
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
〇
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.172-187

）	

一
九
九
六
年　

七
月

「
大
統
領
選
に
み
る
ア
メ
リ
カ
国
民
の
意
識
変
化
」（『
潮
』、
第
四
四
九
号
所
収
、pp.250-257

）	

一
九
九
六
年　

七
月

「
高
齢
者
住
宅
政
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
〇
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.137-147

）	

一
九
九
六
年　

九
月

「
社
民
党
に
残
さ
れ
た
時
間
」（『V

oice

』、
第
二
二
五
号
所
収
、pp.94-107

）	

一
九
九
六
年　

九
月

「
公
共
サ
ー
ビ
ス
と
自
治
体
財
政
に
関
す
る
マ
ク
ロ
分
析
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
一
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、

pp.139-152

）	

一
九
九
六
年
一
一
月

「
五
五
年
体
制
下
の
有
権
者
―
政
治
家
関
係
に
関
す
る
計
量
分
析
」（
日
本
政
治
学
会
編
、『
年
報
政
治
学
』、
一
九

九
六
年
号
、pp.249-267
）	

一
九
九
六
年
一
二
月

「
政
治
参
加
と
選
挙
の
プ
ロ
セ
ス
」（『
政
策
研
究
』、
第
九
巻
第
一
二
号
所
収
、pp.11-12

）	

一
九
九
六
年
一
二
月

「
九
三
年
衆
院
選
に
お
け
る
投
票
行
動
の
分
析
」（『
法
学
研
究
』、
第
六
九
巻
第
一
二
号
所
収
、pp.95-115

）	

一
九
九
六
年
一
二
月

“Abstencion	de	los	nuevos	indecisos	ante	la	escasa	diferencia	de	program
as	electorales

”,	
Cuader nos de JA

PO
N

,	V
ol.10,	N

o.1,	pp.15-18.

（
ス
ペ
イ
ン
語
）	

一
九
九
七
年　

一
月

「
少
子
化
対
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
一
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.100-114

）	

一
九
九
七
年　

一
月

「
選
挙
制
度
改
革
と
民
意
の
反
映
」（『
法
律
の
ひ
ろ
ば
』、
第
五
〇
巻
第
五
号
所
収
、pp.37-41

）	

一
九
九
七
年　

五
月

「
自
治
体
に
お
け
る
情
報
公
開
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
一
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.138-149

）	

一
九
九
七
年　

三
月

「
電
子
情
報
の
集
積
と
公
開
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
一
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.184-190

）	

一
九
九
七
年　

五
月

「
地
方
自
治
体
の
行
政
改
革
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
一
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.169-182

）	

一
九
九
七
年　

七
月

「
わ
が
国
の
自
治
体
財
政
に
お
け
る
中
央
―
地
方
関
係
の
実
証
分
析
」（『
法
学
研
究
』、
第
七
〇
巻
第
九
号
所
収

（
共
同
執
筆
）、pp.43-64

）	

一
九
九
七
年　

九
月

「
高
齢
者
介
護
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
二
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.137-149
）	

一
九
九
七
年　

九
月

「
中
核
市
へ
の
移
行
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
二
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.156-169
）	

一
九
九
七
年
一
一
月
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「
事
務
の
共
同
処
理
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
二
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.124-134

）	

一
九
九
八
年　

一
月

「
選
挙
研
究
に
お
け
る
『
数
理
モ
デ
ル
』
の
現
状
と
課
題
」（
日
本
選
挙
学
会
編
『
選
挙
研
究
』、
第
一
三
号
所
収
、

pp.39-49

）	

一
九
九
八
年　

二
月

「
わ
が
国
に
お
け
る
議
会
の
機
能
不
全
」（『
世
界
と
議
会
』、
第
四
一
一
号
所
収
、pp.7-12

）	

一
九
九
八
年　

二
月

「
市
町
村
合
併
（
一
）」（『
地
方
財
務
』、
第
五
二
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.104-113

）	

一
九
九
八
年　

三
月

「
市
町
村
合
併
（
二
）」（『
地
方
財
務
』、
第
五
二
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.118-127

）	

一
九
九
八
年　

五
月

「
ふ
る
さ
と
市
町
村
圏
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
三
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.179-189

）	

一
九
九
八
年　

七
月

「
住
民
投
票
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
三
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.161-171

）	

一
九
九
八
年　

九
月

「
電
子
市
役
所
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
三
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.173-189

）	

一
九
九
八
年
一
一
月

「
地
方
分
権
に
対
す
る
地
方
財
政
の
対
応
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
三
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.125-142

）	

一
九
九
九
年　

一
月

「
地
方
の
財
政
自
治
の
向
上
：
日
米
韓
比
較
よ
り
」（『
政
策
研
究
』、
第
一
二
巻
第
二
号
所
収
、pp.19-22

）	

一
九
九
九
年　

二
月

「
わ
が
国
に
お
け
る
選
挙
研
究
の
系
譜
と
課
題
」（
日
本
選
挙
学
会
編
『
選
挙
研
究
』、
第
一
四
号
所
収
、pp.5-

18

）	

一
九
九
九
年　

二
月

「
地
方
と
弱
者
の
切
り
捨
て
が
始
ま
る
」（『
潮
』、
第
四
八
一
号
所
収
、pp.86-97

）	

一
九
九
九
年　

三
月

「
高
齢
者
福
祉
政
策
と
地
方
自
治
体
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
三
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.199-219

）	

一
九
九
九
年　

三
月

「
日
本
に
お
け
る
中
央
地
方
関
係
の
再
検
討
：
日
本
・
韓
国
・
米
国
の
三
ケ
国
に
お
け
る
自
治
体
関
係
者
の
意
識

の
違
い
」（『
法
学
研
究
』、
第
七
一
巻
第
一
二
号
所
収
、pp.1-28
）	

一
九
九
九
年　

三
月

「
公
的
介
護
保
険
の
導
入
と
地
方
自
治
体
の
対
応
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
四
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、

pp.194-212

）	

一
九
九
九
年　

五
月

「
投
票
率
と
投
票
制
度
」（『
選
挙
』、
一
九
九
九
年
六
月
号
所
収
、pp.4-9
）	

一
九
九
九
年　

六
月

「
政
党
崩
壊
が
も
た
ら
し
た
女
性
議
員
躍
進
と
石
原
都
知
事
」（『
地
方
分
権
』、N

o.2
所
収
、pp.12-15

）	

一
九
九
九
年　

六
月
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「
有
権
者
本
位
の
政
治
回
復
の
た
め
の
方
策
」（『
世
界
と
議
会
』、
一
九
九
九
年
八
・
九
月
合
併
号
所
収
、pp.13-

18
）	

一
九
九
九
年　

七
月

「
日
本
に
お
け
る
選
挙
制
度
改
革
の
現
実
」（『
東
西
研
究
』、
第
一
一
巻
一
号
所
収
、pp.65-92

）、（
韓
国
語
）	

一
九
九
九
年　

七
月

「
住
民
投
票
へ
の
対
応
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
四
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.260-276

）	

一
九
九
九
年　

七
月

「
地
方
分
権
推
進
一
括
法
制
定
と
今
後
の
自
治
体
議
会
の
あ
り
方
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
四
四
号
所
収
、pp.44-

56

）	

一
九
九
九
年　

九
月

「
公
的
介
護
保
険
の
運
営
に
関
す
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
の
課
題
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
四
四
号
所
収
（
共

同
執
筆
）、pp.44-56

）	

一
九
九
九
年　

九
月

「
民
主
主
義
の
数
理
」（『
数
学
セ
ミ
ナ
ー
』、
第
三
八
巻
第
一
〇
号
所
収
、pp.8-13

）	

一
九
九
九
年
一
〇
月

「
家
族
介
護
へ
の
現
金
給
付
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
四
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.177-191

）	

一
九
九
九
年
一
一
月

「
民
意
を
さ
ら
に
歪
め
る
比
例
区
定
数
削
減
」（『
世
界
』、
第
六
六
九
号
所
収
、pp.21-25

）	

一
九
九
九
年
一
二
月

「
選
挙
公
約
に
関
す
る
計
量
分
析
（
一
）」（『
選
挙
』、
第
五
三
巻
第
一
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.9-12

）	

二
〇
〇
〇
年　

一
月

「
介
護
保
険
導
入
後
の
高
齢
者
福
祉
課
の
役
割
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
四
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.118-

134

）	

二
〇
〇
〇
年　

一
月

「
選
挙
公
約
に
関
す
る
計
量
分
析
（
二
）」（『
選
挙
』、
第
五
三
巻
第
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.11-15

）	

二
〇
〇
〇
年　

二
月

「
選
挙
公
約
に
関
す
る
計
量
分
析
（
三
）」（『
選
挙
』、
第
五
三
巻
第
三
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.19-23

）	

二
〇
〇
〇
年　

三
月

「
自
治
体
直
営
ヘ
ル
パ
ー
事
業
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
五
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.183-197

）	

二
〇
〇
〇
年　

三
月

「
一
九
九
八
年
参
院
選
に
お
け
る
投
票
行
動
と
地
域
特
性
」（『
選
挙
』、
第
五
三
巻
第
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、

pp.8-12

）	

二
〇
〇
〇
年　

四
月

「
一
九
九
八
年
参
院
選
に
お
け
る
有
権
者
の
意
識
と
投
票
行
動
（
一
）」（『
選
挙
』、
第
五
三
巻
第
五
号
所
収
（
共

同
執
筆
）、pp.3-7

）	

二
〇
〇
〇
年　

五
月
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「W
A

N
N

ET

の
展
開
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
五
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.187-213

）	

二
〇
〇
〇
年　

五
月

「
一
九
九
八
年
参
院
選
に
お
け
る
有
権
者
の
意
識
と
投
票
行
動
（
二
）」（『
選
挙
』、
第
五
三
巻
第
六
号
所
収
（
共

同
執
筆
）、pp.1-5

）	

二
〇
〇
〇
年　

六
月

「
一
九
九
八
年
参
院
選
に
お
け
る
政
治
不
信
と
投
票
行
動
に
関
す
る
計
量
分
析
」（『
選
挙
』、
第
五
三
巻
第
七
号
所

収
（
共
同
執
筆
）、pp.3-8

）	

二
〇
〇
〇
年　

七
月

「
一
九
九
八
年
参
院
選
に
お
け
る
有
権
者
の
意
識
と
投
票
行
動
（
三
）」（『
選
挙
』、
第
五
三
巻
第
七
号
所
収
（
共

同
執
筆
）、pp.3-8
）	

二
〇
〇
〇
年　

七
月

「
介
護
保
険
制
度
に
お
け
る
広
域
連
合
の
効
果
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
五
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.224-

245

）	

二
〇
〇
〇
年　

七
月

「
選
挙
と
サ
ン
プ
リ
ン
グ
調
査
」（『
数
学
セ
ミ
ナ
ー
』、
第
三
九
巻
第
八
号
所
収
、pp.2-5

）	

二
〇
〇
〇
年　

八
月

「
総
選
挙
・
有
権
者
の
投
票
行
動
を
読
む
」（『
世
界
』、
第
六
七
八
号
所
収
、pp.42-47

）	

二
〇
〇
〇
年　

八
月

「
無
党
派
層
の
政
治
意
識
と
投
票
行
動
（
一
）」（『
選
挙
』、
第
五
三
巻
第
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.1-4

）	

二
〇
〇
〇
年　

八
月

「
憲
法
は
政
治
家
に
何
を
課
し
て
い
る
の
か
」（『
法
学
セ
ミ
ナ
ー
』、
第
五
四
八
号
所
収
、pp.57-59

）	

二
〇
〇
〇
年　

八
月

「
高
齢
化
進
行
地
域
の
介
護
保
険
運
営
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
五
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.145-165

）	

二
〇
〇
〇
年　

九
月

「
無
党
派
層
の
政
治
意
識
と
投
票
行
動
（
二
）」（『
選
挙
』、
第
五
三
巻
第
九
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.14-19

）	

二
〇
〇
〇
年　

九
月

「
財
政
危
機
克
服
へ
の
提
言
」（『
地
方
分
権
』、
第
一
七
号
所
収
、pp.16-21

）	

二
〇
〇
〇
年　

九
月

“Reading	the	Election	Results

”,	Japan E
cho,	V

ol.27,	N
o.5,	pp.29-32.	

二
〇
〇
〇
年
一
〇
月

「
無
党
派
層
の
政
治
意
識
と
投
票
行
動
（
三
）」（『
選
挙
』、
第
五
三
巻
第
一
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.7-12

）	

二
〇
〇
〇
年
一
〇
月

「
有
権
者
の
政
権
選
好
と
投
票
行
動
（
一
）」（『
選
挙
』、
第
五
三
巻
第
一
一
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.7-11

）	

二
〇
〇
〇
年
一
一
月

「
遠
隔
医
療
シ
ス
テ
ム
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
五
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.116-132

）	

二
〇
〇
〇
年
一
一
月

「
有
権
者
の
政
権
選
好
と
投
票
行
動
（
二
）」（『
選
挙
』、
第
五
三
巻
第
一
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.7-12

）	

二
〇
〇
〇
年
一
二
月
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「
二
一
世
紀
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
日
本
の
再
民
主
化
を
！
―
政
治
の
再
生
の
た
め
に
」（『
世
界
』、
第
六
八
二
号
、
岩

波
書
店
、pp.68-87

）	

二
〇
〇
〇
年
一
二
月

「
子
育
て
支
援
政
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
六
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.107-132

）	

二
〇
〇
一
年　

一
月

“Derriere	les	resultats	des	elections

”,	Cahiers du Japon,	N
o.87,	pp.14-17.

（
フ
ラ
ン
ス
語
）	

二
〇
〇
一
年　

一
月

「
東
京
圏
の
未
来
、
さ
い
た
ま
の
将
来
」（『
聖
学
院
大
学
総
合
研
究
所
紀
要
』、
第
一
九
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、

pp.71-144

）	

二
〇
〇
一
年　

一
月

「
家
庭
ゴ
ミ
の
バ
ー
コ
ー
ド
シ
ー
ル
管
理
シ
ス
テ
ム
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
六
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、

pp.211-216

）	

二
〇
〇
一
年　

三
月

「
マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
モ
デ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
展
開
事
業
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
六
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、

pp.143-158

）	

二
〇
〇
一
年　

五
月

「
日
本
に
お
け
る
政
治
学
の
意
義
と
方
法
（
上
）」（『
Ｕ
Ｐ
』、
第
三
四
三
号
所
収
、pp.20-24

）	

二
〇
〇
一
年　

五
月

「
日
本
に
お
け
る
政
治
学
の
意
義
と
方
法
（
中
）」（『
Ｕ
Ｐ
』、
第
三
四
四
号
所
収
、pp.19-23

）	

二
〇
〇
一
年　

六
月

「
日
本
に
お
け
る
政
治
学
の
意
義
と
方
法
（
下
）」（『
Ｕ
Ｐ
』、
第
三
四
五
号
所
収
、pp.17-21

）	

二
〇
〇
一
年　

七
月

「
日
本
が
立
ち
直
る
最
後
の
機
会
」（『V

oice

』、
第
二
八
三
号
所
収
、pp.60-67

）	

二
〇
〇
一
年　

七
月

「
東
京
都
議
選
分
析
」（『
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
』、
第
七
九
巻
第
二
九
号
所
収
、pp.91-93

）	

二
〇
〇
一
年　

七
月

「
大
都
市
の
介
護
保
険
―
導
入
後
一
年
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
六
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.167-187

）	

二
〇
〇
一
年　

七
月

「V
erification

参
院
選
（
二
）
世
論
調
査
で
選
挙
を
検
証
」（『
時
事
解
説
』、
第
一
〇
八
九
七
号
、
時
事
通
信
社
、

pp.8-11

）	

二
〇
〇
一
年　

八
月

「
市
民
企
画
委
員
制
度
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
六
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.162-177

）	

二
〇
〇
一
年　

九
月

「
都
議
選
と
参
院
選
に
み
る
有
権
者
の
政
治
意
識
」（『
都
市
問
題
』、
第
九
二
巻
第
一
〇
号
所
収
、pp.3-14

）	

二
〇
〇
一
年
一
〇
月

「
参
院
選
に
お
け
る
投
票
行
動
の
分
析
」（『
世
界
』、
第
六
九
三
号
所
収
、pp.67-75
）	

二
〇
〇
一
年
一
〇
月
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「
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
推
進
事
業
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
七
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.145-161

）	

二
〇
〇
一
年
一
一
月

「
自
治
体
職
員
の
財
政
意
識
に
関
す
る
国
際
比
較
」（『
自
治
議
政
』、
第
二
一
号
所
収
、pp.56-70

）、（
韓
国
語
）	

	

二
〇
〇
一
年
一
一
／
一
二
月

「
住
民
参
加
と
情
報
公
開
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
七
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.167-184

）	

二
〇
〇
二
年　

一
月

「A
	plan	for	the	Resuscitation	of	D

em
ocracy

」（『
法
学
研
究
』、
第
七
五
巻
第
一
号
、pp.540-568

）	

二
〇
〇
二
年　

一
月

「
地
方
分
権
推
進
一
括
法
の
制
定
と
地
方
議
会
の
行
方
」（『
自
治
議
政
』、
第
二
二
号
所
収
、pp.58-80

）、（
韓
国

語
）	

二
〇
〇
二
年
一
／
二
月

「
二
〇
〇
一
年
参
院
選
に
お
け
る
合
理
的
投
票
モ
デ
ル
」（
日
本
選
挙
学
会
編
『
選
挙
研
究
』、
第
一
七
号
所
収
、

pp.31-44

）	

二
〇
〇
二
年　

二
月

「
行
政
改
革
と
市
町
村
合
併
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
七
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.232-249

）	

二
〇
〇
二
年　

三
月

「
自
治
体
の
支
出
選
好
と
高
齢
者
福
祉
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
七
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.92-106

）	

二
〇
〇
二
年　

五
月

「
数
量
化
理
論
を
用
い
た
住
民
投
票
の
分
析
」（
柳
井
晴
夫
他
編
『
多
変
量
解
析
実
例
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
』、
朝
倉
書

店
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.527-540

）	

二
〇
〇
二
年　

六
月

「
自
治
体
に
お
け
る
財
政
選
好
と
政
策
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
七
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、

pp.222-241

）	

二
〇
〇
二
年　

七
月

「
住
民
投
票
運
動
と
Ｎ
Ｐ
Ｃ
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
八
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.141-153

）	

二
〇
〇
二
年　

九
月

「
自
治
体
に
お
け
る
Ｎ
Ｐ
Ｍ
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
八
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.65-89

）	

二
〇
〇
二
年
一
一
月

「
小
泉
内
閣
と
有
権
者
意
識
」（『
世
界
』、
第
七
〇
九
号
所
収
、pp.224-231

）	

二
〇
〇
三
年　

一
月

「
情
報
公
開
制
度
と
Ｎ
Ｐ
Ｃ
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
八
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.207-224

）	

二
〇
〇
三
年　

一
月

「
Ｎ
Ｐ
Ｍ
の
事
例
―
市
民
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
八
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.231-

251

）	

二
〇
〇
三
年　

三
月
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「
韓
国
に
お
け
る
Ｎ
Ｐ
Ｃ
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
八
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.259-271

）	

二
〇
〇
三
年　

五
月

「
能
力
評
価
シ
ス
テ
ム
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
九
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.290-312

）	

二
〇
〇
三
年
七
／
八
月

「
能
力
評
価
シ
ス
テ
ム
（
二
）」（『
地
方
財
務
』、
第
五
九
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.180-195

）	

二
〇
〇
三
年
一
〇
月

「
公
共
事
業
の
市
民
選
択
権
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
九
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.195-224

）	

二
〇
〇
三
年
一
二
月

「
わ
が
国
に
お
け
る
選
挙
研
究
の
系
譜
と
課
題
・
Ⅱ
―
一
九
九
九
年
～
二
〇
〇
三
年
―
」（
日
本
政
治
研
究
学
会
編

『
日
本
政
治
研
究
』、
第
一
巻
第
一
号
所
収
、pp.171-180

）	

二
〇
〇
四
年　

一
月

「
ま
ち
づ
く
り
と
住
民
参
加
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
九
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.119-147

）	

二
〇
〇
四
年　

二
月

“The	V
oterʼs	Response	for	D

em
ocratic	M

alfunction	in	Japan:	M
acro-analysis

”,	Journal of 
Political Science and Sociology,	N

o.1,	pp.13-45.	

二
〇
〇
四
年　

二
月

「
補
助
金
の
削
減
と
自
治
体
の
対
応
」（『
地
方
財
務
』、
第
五
九
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.179-196

）	

二
〇
〇
四
年　

四
月

「
五
五
年
体
制
以
降
の
有
権
者
の
政
治
意
識
と
投
票
行
動
」（
北
村
公
彦
他
編
『
五
五
年
体
制
以
降
の
政
党
政
治
』、

第
一
法
規
、pp.273-308

）	

二
〇
〇
四
年　

四
月

「
改
革
へ
の
期
待
と
不
満
」（
時
事
通
信
社
『
世
界
週
報
』
第
八
五
巻
第
一
六
号
所
収
、pp.12-15

）	

二
〇
〇
四
年　

四
月

「
並
立
制
下
に
お
け
る
投
票
行
動
の
問
題
点
」（
日
本
選
挙
学
会
編
『
選
挙
学
会
紀
要
』、
第
二
号
所
収
（
共
同
執

筆
）、pp.5-17

）	

二
〇
〇
四
年　

五
月

「
住
民
参
加
と
情
報
提
供
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
〇
〇
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.214-232

）	

二
〇
〇
四
年　

六
月

「
中
心
市
街
地
活
性
化
事
業
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
〇
二
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.306-323

）	

二
〇
〇
四
年　

八
月

“The	V
oterʼs	Response	to	D

em
ocratic	M

alfunction	in	Japan:	M
icro-analysis

”,	Journal of 
Political Science and Sociology, 	N

o.2,	pp.33-67.	

二
〇
〇
四
年　

八
月

“What	did	voters	hope	to	achieve	through	the	2004	upper	house	election?

”,	Social Science 
Japan,	N

o.29,	pp.9-11.	

二
〇
〇
四
年
一
〇
月
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「
人
事
管
理
の
新
手
法
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
〇
四
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.298-319

）	

二
〇
〇
四
年
一
〇
月

「Previous	Researches	on	Japanese	Politics

」（『
法
学
研
究
』、
第
七
七
巻
第
一
二
号
、pp.482-459

）	

二
〇
〇
四
年
一
二
月

「
人
材
育
成
型
人
事
制
度
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
〇
六
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.149-179

）	

二
〇
〇
四
年
一
二
月

「
ア
ジ
ア
の
法
と
政
治
デ
ー
タ
検
索
シ
ス
テ
ム
」（
猪
口
孝
編
『
ア
ジ
ア
学
術
共
同
体
構
想
と
構
築
』、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
出

版
（
共
同
執
筆
）、pp.65-90

）	

二
〇
〇
五
年　

一
月

「
予
算
を
活
か
す
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
浜
松
方
式
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
〇
八
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.145-

163

）	

二
〇
〇
五
年　

二
月

“Party	Platform
s	and	Governm

ent	Expenditures

”,	Journal of Political Science and Sociology,	
N

o.3,	pp.1-19.	

二
〇
〇
五
年　

二
月

「
地
方
自
治
体
と
民
主
主
義
の
変
容
」（
薬
師
寺
泰
蔵
編
『
グ
ロ
ー
バ
ル
・
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
入
門
』、
慶
應
義
塾
大

学
出
版
会
、pp.123-148

）	

二
〇
〇
五
年　

五
月

「
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
条
例
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
一
一
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.365-380

）	

二
〇
〇
五
年　

五
月

「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ス
ク
ー
ル
①
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
一
三
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.147-168

）	

二
〇
〇
五
年　

七
月

“Candidatesʼ	Platform
s	and	V

oting	Behavior
”	Journal of Political Science and Sociology,	N

o.4,	
pp.1-21.	

二
〇
〇
五
年　

八
月

「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ス
ク
ー
ル
②
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
一
五
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.35-50

）	

二
〇
〇
五
年　

九
月

「
電
源
三
法
交
付
金
制
度
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
一
七
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.162-181

）	

二
〇
〇
五
年
一
一
月

「
問
わ
れ
る
選
挙
報
道
の
責
任
と
意
義
」（『
新
聞
研
究
』、
第
六
五
二
号
、pp.10-13

）	

二
〇
〇
五
年
一
一
月

「
政
治
改
革
の
効
果
測
定
―
小
選
挙
区
比
例
代
表
並
立
制
に
導
入
に
伴
う
投
票
行
動
の
変
化
と
持
続
―
」（
日
本
政

治
学
会
編
『
年
報
政
治
学
』、
二
〇
〇
五
年
度
一
号
、pp.11-35

）	

二
〇
〇
五
年
一
一
月

「
構
造
改
革
特
区
～
英
語
教
育
特
区
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
一
九
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.66-80

）	

二
〇
〇
六
年　

一
月
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“Politiciansʼ	Career	Points

”,	Journal of Political Science and Sociology,	N
o.5,	pp.1-42.	

二
〇
〇
六
年　

二
月

「
地
域
再
生
計
画
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
二
一
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.274-291

）	

二
〇
〇
六
年　

三
月

「
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
選
挙
以
降
の
争
点
態
度
投
票
」（『
選
挙
研
究
』、
第
二
一
号
、pp.7-38

）	

二
〇
〇
六
年　

三
月

「
容
器
包
装
リ
サ
イ
ク
ル
法
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
二
三
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.402-416

）	

二
〇
〇
六
年　

五
月

「
翌
日
開
票
と
選
挙
啓
発
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
二
五
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.190-204

）	

二
〇
〇
六
年　

七
月

“Investigating	the	Political	Rationality	H
ypothesis

”,	Journal of Political Science and Sociology,	
N

o.6,	pp.1-19.	

二
〇
〇
六
年　

九
月

「
農
地
リ
ー
ス
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
二
七
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.67-78

）	

二
〇
〇
六
年　

九
月

「
平
日
投
票
・
同
時
選
挙
・
記
号
式
投
票
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
二
九
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.99-115

）	

二
〇
〇
六
年
一
一
月

「
土
地
開
発
公
社
の
賃
貸
事
業
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
三
一
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.97-107

）	

二
〇
〇
七
年　

一
月

「
グ
リ
ー
ン
・
ツ
ー
リ
ズ
ム
特
区
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
三
三
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.251-266

）	

二
〇
〇
七
年　

三
月

“Measuring	the	effects	of	political	reform
:	changes	and	continuity	in	voting	behavior	in	Japan

”,	
Journal of Political Science and Sociology,	N

o.7,	pp.1-22.	

二
〇
〇
七
年　

三
月

「
日
本
政
治
の
課
題
と
議
会
改
革
」（『
わ
た
し
た
ち
の
国
会
』、
第
一
三
号
、pp.1-27

）	

二
〇
〇
七
年　

三
月

「
Ｐ
Ｆ
Ｉ
に
よ
る
民
間
刑
務
所
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
三
五
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.296-311

）	

二
〇
〇
七
年　

五
月

「
議
会
改
革
抜
き
に
二
元
代
表
制
は
動
か
な
い
」（『
都
市
問
題
』、
第
九
八
巻
第
五
号
、pp.51-57

）	

二
〇
〇
七
年　

五
月

「
道
州
制
に
お
け
る
二
元
代
表
制
」（『
世
界
と
議
会
』、
第
五
一
四
号
、pp.24-28

）	

二
〇
〇
七
年　

六
月

「
幼
保
一
元
化
特
区
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
三
七
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.209-226

）	

二
〇
〇
七
年　

七
月

「
不
登
校
特
区
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
三
九
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.170-187
）	

二
〇
〇
七
年　

九
月

“Issue	V
oting	and	the	M

anifesto	Elections

”	Journal of Political Science and Sociology,	N
o.8,	

pp.1-46.	

二
〇
〇
七
年　

九
月
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「
二
〇
〇
七
年
参
院
選
の
結
果
と
自
治
体
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
四
〇
号
所
収
、pp.1-9

）	

二
〇
〇
七
年
一
〇
月

「
地
域
通
貨
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
四
一
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.158-174

）	

二
〇
〇
七
年
一
一
月

「
米
国
政
治
学
の
現
状
」（
日
本
学
術
会
議
編
『
学
術
の
動
向
』、
第
一
二
巻
第
一
二
号
、pp.58-59

）	

二
〇
〇
七
年
一
一
月

「
コ
ン
テ
ン
ツ
ツ
ー
リ
ズ
ム
に
よ
る
地
域
の
活
性
化
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
四
三
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、

pp.108-124
）	

二
〇
〇
八
年　

一
月

「
電
子
自
治
体
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
四
五
号
所
収
（
共
同
執
筆
）、pp.189-202

）	

二
〇
〇
八
年　

三
月

“Electoral	Platform
	M

alfunction

”,	Journal of Political Science and Sociology,	N
o.9,	pp.57-66.	

二
〇
〇
八
年　

三
月

「
行
政
サ
ー
ビ
ス
と
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
四
七
号
（
共
同
執
筆
）、pp.231-246

）	

二
〇
〇
八
年　

五
月

「
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
に
よ
る
納
税
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
四
九
号
（
共
同
執
筆
）、pp.142-159

）	

二
〇
〇
八
年　

七
月

「
投
票
参
加
と
棄
権
を
決
め
る
要
因
」（『
選
挙
』、
第
六
一
巻
第
七
号
、pp.1-6

）	

二
〇
〇
八
年　

七
月

「
町
並
み
景
観
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
五
一
号
（
共
同
執
筆
）、pp.137-150

）	

二
〇
〇
八
年　

九
月

「
ふ
る
さ
と
納
税
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
五
三
号
（
共
同
執
筆
）、pp.87-101

）	

二
〇
〇
八
年
一
一
月

「
都
市
部
有
権
者
に
対
す
る
投
票
参
加
啓
発
の
効
果
測
定
」（
慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
編
『
慶
應
の
政
治
学　

政

治
・
社
会
』、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会
、pp.213-236

）	

二
〇
〇
八
年
一
二
月

「
外
国
人
労
働
者
受
け
入
れ
と
外
国
人
政
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
五
五
号
（
共
同
執
筆
）、pp.84-98

）	

二
〇
〇
九
年　

一
月

「
韓
国
に
お
け
る
学
術
団
体
」（
日
本
学
術
会
議
編
『
学
術
の
動
向
』、
第
一
四
巻
第
二
号
、pp.58-63

）	

二
〇
〇
九
年　

二
月

「M
athem

atical	M
odels	of	Issue	V

oting

」（『
法
学
研
究
』、
第
八
二
巻
第
二
号
、pp.526-552

）	

二
〇
〇
九
年　

二
月

「
救
急
シ
ス
テ
ム
改
革
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
五
七
号
（
共
同
執
筆
）、pp.216-231

）	

二
〇
〇
九
年　

三
月

「
地
域
別
に
み
た
地
球
温
暖
化
対
策
の
効
果
測
定
」（
福
井
県
・
慶
應
義
塾
大
学
編
『
地
球
温
暖
化
と
地
域
別
環
境

貢
献
度
』、
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会
、pp.49-71

）	

二
〇
〇
九
年　

三
月

「
若
年
層
意
識
の
特
徴
（
一
）
―
横
浜
市
に
お
け
る
暮
ら
し
と
政
治
の
関
わ
り
に
関
す
る
高
校
生
の
意
識
調
査
か
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ら
―
」（
都
道
府
県
選
挙
管
理
委
員
会
連
合
会
、『
選
挙
』、
第
六
二
巻
第
四
号
、pp.1-10

）	

二
〇
〇
九
年　

四
月

「
世
界
遺
産
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
五
九
号
（
共
同
執
筆
）、pp.131-145

）	

二
〇
〇
九
年　

五
月

「
若
年
層
意
識
の
特
徴
（
二
）
―
横
浜
市
に
お
け
る
暮
ら
し
と
政
治
の
関
わ
り
に
関
す
る
高
校
生
の
意
識
調
査
か

ら
―
」（
都
道
府
県
選
挙
管
理
委
員
会
連
合
会
、『
選
挙
』、
第
六
二
巻
第
五
号
、pp.1-10

）	

二
〇
〇
九
年　

五
月

「
Ｅ
Ｓ
Ｔ
モ
デ
ル
事
業
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
六
一
号
（
共
同
執
筆
）、pp.149-162

）	

二
〇
〇
九
年　

七
月

「
自
治
体
病
院
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
六
三
号
（
共
同
執
筆
）、pp.139-154

）	

二
〇
〇
九
年　

九
月

「
二
〇
〇
九
年
衆
院
選
に
お
け
る
有
権
者
の
民
意
と
今
後
の
課
題
」（『
世
界
と
議
会
』、
第
五
四
〇
号
、pp.20-

25

）	

二
〇
〇
九
年
一
一
月

「
築
城
四
〇
〇
年
イ
ベ
ン
ト
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
六
五
号
（
共
同
執
筆
）、pp.98-109

）	

二
〇
〇
九
年
一
一
月

「
全
国
ガ
バ
ナ
ン
ス
市
民
意
識
調
査
結
果
①
―
地
方
議
員
調
査
（
上
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
六
七
号
（
共
同
執

筆
）、pp.39-58

）	

二
〇
一
〇
年　

一
月

「
全
国
ガ
バ
ナ
ン
ス
市
民
意
識
調
査
結
果
②
―
地
方
議
員
調
査
（
下
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
六
八
号
（
共
同
執

筆
）、pp.137-160

）	

二
〇
一
〇
年　

二
月

「
全
国
ガ
バ
ナ
ン
ス
市
民
意
識
調
査
結
果
③
―
行
政
職
員
調
査
（
上
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
六
九
号
（
共
同
執

筆
）、pp.61-77

）	

二
〇
一
〇
年　

三
月

「
地
方
議
会
制
度
改
革
の
現
状
と
課
題
」（『
法
学
研
究
』、
第
八
三
巻
第
三
号
、pp.1-20

）	

二
〇
一
〇
年　

三
月

「
全
国
ガ
バ
ナ
ン
ス
市
民
意
識
調
査
結
果
④
―
行
政
職
員
調
査
（
下
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
七
〇
号
（
共
同
執

筆
）、pp.155-174

）	

二
〇
一
〇
年　

四
月

「
全
国
ガ
バ
ナ
ン
ス
市
民
意
識
調
査
結
果
⑤
―
住
民
（
上
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
七
一
号
（
共
同
執
筆
）、

pp.170-186

）	

二
〇
一
〇
年　

五
月

「
全
国
ガ
バ
ナ
ン
ス
市
民
意
識
調
査
結
果
⑥
―
住
民
（
下
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
七
二
号
（
共
同
執
筆
）、
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pp.128-147

）	

二
〇
一
〇
年　

六
月

「
ス
タ
ジ
ア
ム
の
建
設
と
管
理
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
七
三
号
（
共
同
執
筆
）、pp.109-123

）	

二
〇
一
〇
年　

七
月

「
揺
ら
ぐ
政
権
交
代
神
話
―
予
備
選
導
入
で
政
治
の
変
化
を
実
現
せ
よ
」（『
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
』、
八
八
巻
四
一
号
、

pp.70-72

）	

二
〇
一
〇
年　

七
月

「
政
権
交
代
に
何
が
付
託
さ
れ
た
の
か
」（『
世
界
』、
第
八
〇
七
号
、pp.113-122

）	

二
〇
一
〇
年　

七
月

「
外
国
人
観
光
客
の
誘
致
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
七
五
号
（
共
同
執
筆
）、pp.88-103

）	

二
〇
一
〇
年　

九
月

「
受
動
喫
煙
の
防
止
（
上
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
七
七
号
（
共
同
執
筆
）、pp.108-125

）	

二
〇
一
〇
年
一
一
月

「
受
動
喫
煙
の
防
止
（
下
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
七
九
号
（
共
同
執
筆
）、pp.88-101

）	

二
〇
一
一
年　

一
月

「
神
奈
川
県
模
擬
投
票
の
教
育
効
果
」（
神
奈
川
県
・
慶
應
義
塾
大
学
編
『
自
治
体
の
政
策
刷
新
効
果
と
地
域
力
』、

ぎ
ょ
う
せ
い
（
共
同
執
筆
）、pp.51-84

）	

二
〇
一
一
年　

三
月

「
ブ
ラ
ン
ド
営
業
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
八
一
号
（
共
同
執
筆
）、pp.112-126

）	

二
〇
一
一
年　

三
月

「
食
の
安
心
安
全
意
識
と
そ
の
形
成
要
因
（
上
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
八
三
号
、pp.228-250

）	

二
〇
一
一
年　

五
月

「
分
権
時
代
に
お
け
る
自
治
体
議
員
の
改
革
意
識
」（『
ガ
バ
ナ
ン
ス
』、
第
一
四
六
号
（
共
同
執
筆
）、pp.36-38

）	

二
〇
一
一
年　

六
月

「
食
の
安
心
安
全
意
識
と
そ
の
形
成
要
因
（
下
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
八
五
号
、pp.157-177

）	

二
〇
一
一
年　

七
月

「
民
主
主
義
の
『
質
』
と
選
挙
制
度
」（『
公
明
』、
第
六
九
五
号
、pp.12-17

）	

二
〇
一
一
年　

九
月

「
二
つ
の
民
主
主
義
と
多
様
な
民
意
の
反
映
」（『V

oters
』、
第
二
号
、pp.2

）	

二
〇
一
一
年　

七
月

「
地
域
主
権
時
代
に
お
け
る
自
治
体
改
革
と
地
方
議
会
の
意
識
（
上
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
八
七
号
（
共
同
執

筆
）、pp.69-96

）	

二
〇
一
一
年　

九
月

「
地
域
主
権
時
代
に
お
け
る
自
治
体
改
革
と
地
方
議
会
の
意
識
（
下
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
八
九
号
（
共
同
執

筆
）、pp.158-178

）	

二
〇
一
一
年
一
一
月

「
フ
ァ
シ
リ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
上
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
九
一
号
（
共
同
執
筆
）、pp.98-109

）	

二
〇
一
二
年　

一
月
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「
現
実
社
会
と
研
究
者
の
責
任
」（『
公
共
選
択
の
研
究
』、
第
五
七
号
、pp.1-3

）	

二
〇
一
二
年　

二
月

「
フ
ァ
シ
リ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
下
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
九
三
号
（
共
同
執
筆
）、pp.162-169

）	

二
〇
一
二
年　

三
月

「
大
都
市
制
度
と
地
方
自
治
（
上
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
九
五
号
（
共
同
執
筆
）、pp.163-181

）	

二
〇
一
二
年　

五
月

「
大
都
市
制
度
と
地
方
自
治
（
下
）」（『
地
方
財
務
』、
第
六
九
七
号
（
共
同
執
筆
）、pp.148-167

）	

二
〇
一
二
年　

七
月

「
代
議
制
民
主
主
義
の
機
能
に
関
す
る
計
量
分
析
―
日
本
を
事
例
と
し
て
―
」（
日
本
比
較
政
治
学
会
年
報
第
一
四

号
『
現
代
民
主
主
義
の
再
検
討
』、pp.139-168

）	

二
〇
一
二
年　

七
月

“The	Electoral	System
	and	the	Q

uality	of	D
em

ocracy:	T
he	ʻPow

er	T
ransferʼ	and	the	ʻSingle	

M
em

ber	D
istrictʼ	M

yths
”,	Joint-Edition	of	K

orean	Political	Science	A
ssociation	and	Japanese	

Political	Science	A
ssociation,	G

overnm
ental Changes and Party Political D

ynam
ics in K

orea 
and Japan,	pp.29-52.	

二
〇
一
二
年　

八
月

「
地
域
主
権
時
代
に
お
け
る
自
治
体
改
革
と
首
長
意
識
」（『
地
方
財
務
』、
第
六
九
九
号
（
共
同
執
筆
）、pp.127-

150

）	

二
〇
一
二
年　

九
月

「
地
域
主
権
時
代
に
お
け
る
改
革
施
策
の
実
施
状
況
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
〇
一
号
（
共
同
執
筆
）、pp.146-

165

）	

二
〇
一
二
年
一
一
月

「
議
員
定
数
不
均
衡
に
よ
る
民
主
主
義
の
機
能
不
全
―
民
意
負
託
、
国
会
審
議
、
政
策
形
成
の
歪
み
―
」（
日
本
選

挙
学
会
年
報
『
選
挙
研
究
』、
第
二
八
巻
第
二
号
、pp.15-25
）	

二
〇
一
二
年
一
二
月

「
選
挙
公
約
を
巡
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
日
米
比
較
（
一
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
〇
三
号
（
共
同
執
筆
）、pp.110-

136

）	

二
〇
一
三
年　

一
月

「
人
文
・
社
会
科
学
と
現
実
社
会
の
関
わ
り
―
産
業
振
興
就
業
支
援
分
科
会
提
言
を
踏
ま
え
て
」（『
学
術
の
動
向
』、

第
一
八
巻
第
二
号
、pp.32-37

）	

二
〇
一
三
年　

二
月

「
選
挙
公
約
を
巡
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
日
米
比
較
（
二
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
〇
五
号
（
共
同
執
筆
）、pp.177-
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）	

二
〇
一
三
年　

三
月

「
民
主
主
義
の
「
質
」
に
関
す
る
比
較
分
析
（
一
）」（『
法
学
研
究
』、
第
八
六
巻
第
四
号
（
共
同
執
筆
）、pp.1-

35
）	

二
〇
一
三
年　

四
月

「
政
治
意
識
と
投
票
行
動
の
日
米
比
較
（
上
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
〇
七
号
（
共
同
執
筆
）、pp.167-199

）	

二
〇
一
三
年　

五
月

「
民
主
主
義
の
「
質
」
に
関
す
る
比
較
分
析
（
二
・
完
）」（『
法
学
研
究
』、
第
八
六
巻
第
五
号
（
共
同
執
筆
）、

pp.1-40
）	

二
〇
一
三
年　

五
月

「
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
関
す
る
日
米
比
較
（
一
）」（『
法
学
研
究
』、
第
八
六
巻
第
六
号
（
共
同
執
筆
）、pp.55-102

）	

二
〇
一
三
年　

六
月

「
政
治
意
識
と
投
票
行
動
の
日
米
比
較
（
下
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
〇
九
号
（
共
同
執
筆
）、pp.189-208

）	

二
〇
一
三
年　

七
月

「
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
関
す
る
日
米
比
較
（
二
・
完
）」（『
法
学
研
究
』、
第
八
六
巻
第
八
号
（
共
同
執
筆
）、pp.1-31

）	

二
〇
一
三
年　

八
月

「
ア
ン
テ
ナ
シ
ョ
ッ
プ
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
一
一
号
（
共
同
執
筆
）、pp.182-197

）	

二
〇
一
三
年　

九
月

「
韓
国
に
お
け
る
民
主
主
義
の
「
質
」
に
関
す
る
計
量
分
析
（
一
）」（『
法
学
研
究
』、
第
八
六
巻
第
一
〇
号
（
共

同
執
筆
）、pp.1-36

）	

二
〇
一
三
年
一
〇
月

「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
一
三
号
（
共
同
執
筆
）、pp.182-197

）	

二
〇
一
三
年
一
一
月

「
韓
国
に
お
け
る
民
主
主
義
の
「
質
」
に
関
す
る
計
量
分
析
（
二
・
完
）」（『
法
学
研
究
』、
第
八
六
巻
第
一
一
号

（
共
同
執
筆
）、pp.1-35

）	

二
〇
一
三
年
一
一
月

「
シ
テ
ィ
セ
ー
ル
ス
に
ぎ
わ
い
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
一
五
号
（
共
同
執
筆
）、pp.176-191

）	

二
〇
一
四
年　

一
月

「
政
治
過
程
論
の
立
場
か
ら
」（『
学
術
の
動
向
』、
一
九
巻
一
号
、pp.54-55

）	

二
〇
一
四
年　

一
月

「
新
潟
州
構
想
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
一
七
号
（
共
同
執
筆
）、pp.173-189

）	

二
〇
一
四
年　

三
月

「
横
浜
み
ど
り
税
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
一
九
号
（
共
同
執
筆
）、pp.232-253

）	

二
〇
一
四
年　

五
月

「
加
齢
効
果
よ
り
大
き
い
世
代
効
果
」（『V

oters

』、
第
二
〇
号
、pp.6-7
）	

二
〇
一
四
年　

六
月

「
あ
る
べ
き
選
挙
制
度
と
参
議
院
」（
二
一
世
紀
政
策
研
究
所
『
本
格
政
権
が
機
能
す
る
た
め
の
政
治
の
あ
り
方
』、
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pp.1-17

）	

二
〇
一
四
年　

六
月

「
歴
史
と
文
化
の
環
境
税
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
二
一
号
（
共
同
執
筆
）、pp.188-202

）	

二
〇
一
四
年　

七
月

「
教
育
政
策
（
上
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
二
三
号
（
共
同
執
筆
）、pp.131-146

）	

二
〇
一
四
年　

九
月

「
教
育
政
策
（
下
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
二
四
号
（
共
同
執
筆
）、pp.228-246

）	

二
〇
一
四
年
一
〇
月

「
少
子
化
対
策
（
上
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
二
五
号
（
共
同
執
筆
）、pp.193-211

）	

二
〇
一
四
年
一
一
月

「
少
子
化
対
策
（
下
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
二
六
号
（
共
同
執
筆
）、pp.176-192

）	

二
〇
一
四
年
一
二
月

「
健
康
増
進
政
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
二
七
号
（
共
同
執
筆
）、pp.144-157

）	

二
〇
一
五
年　

一
月

「
選
挙
制
度
と
議
会
制
度
の
あ
り
方
」（『
二
一
世
紀
政
策
研
究
所
新
書
四
五
号
』
所
収
）	

二
〇
一
五
年　

一
月

「
障
が
い
者
千
人
雇
用
政
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
二
九
号
（
共
同
執
筆
）、pp.186-203

）	

二
〇
一
五
年　

三
月

「
日
本
政
治
・
社
会
の
変
化
と
将
来
、
そ
し
て
日
韓
関
係
」（
鄭
求
宗
『
韓
日
交
流
二
千
年
』、
韓
国
ナ
ナ
ム
出
版
）	

二
〇
一
五
年　

三
月

「
模
擬
投
票
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
三
一
号
（
共
同
執
筆
）、pp.180-195

）	

二
〇
一
五
年　

五
月

「
自
治
体
ク
ラ
ウ
ド
の
導
入
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
三
三
号
（
共
同
執
筆
）、pp.162-178

）	

二
〇
一
五
年　

七
月

「
選
挙
啓
発
活
動
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
三
五
号
（
共
同
執
筆
）、pp.146-162

）	

二
〇
一
五
年　

九
月

「
空
き
家
対
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
三
七
号
（
共
同
執
筆
）、pp.217-231

）	

二
〇
一
五
年
一
一
月

「
研
究
不
正
と
健
全
化
」（『
学
術
の
動
向
』、
第
二
〇
巻
第
一
二
号
、pp.8-13

）	

二
〇
一
五
年
一
二
月

「
地
方
交
付
税
改
革
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
（
上
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
三
九
号
（
共
同
執
筆
）、pp.203-

220

）	

二
〇
一
六
年　

一
月

「
マ
ル
チ
メ
ソ
ッ
ド
に
よ
る
意
識
調
査
の
比
較
分
析
」（『
法
学
研
究
』、
第
八
九
巻
第
二
号
、pp.1-17

）	

二
〇
一
六
年　

二
月

「
地
方
交
付
税
改
革
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
（
中
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
四
一
号
（
共
同
執
筆
）、pp.198-
213

）	

二
〇
一
六
年　

三
月

「
地
方
交
付
税
改
革
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
（
下
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
四
三
号
（
共
同
執
筆
）、pp.187-
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）	

二
〇
一
六
年　

五
月

「
子
ど
も
の
幸
福
と
自
治
体
政
策
」（『
地
方
自
治
職
員
研
修
』、
六
八
七
号
、pp.12-14

）	

二
〇
一
六
年　

六
月

「
十
八
歳
選
挙
権
と
政
治
参
加
」（『
三
田
評
論
』、
一
二
〇
一
号
、pp.44-45

）	

二
〇
一
六
年　

六
月

「
財
政
健
全
化
プ
ラ
ン
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
四
五
号
（
共
同
執
筆
）、pp.120-138

）	

二
〇
一
六
年　

七
月

「
若
者
定
住
促
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
四
七
号
（
共
同
執
筆
）、pp.138-155

）	

二
〇
一
六
年　

九
月

「
一
〇
代
有
権
者
へ
の
選
挙
啓
発
（
上
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
四
九
号
、pp.163-177

）	

二
〇
一
六
年
一
一
月

「
一
〇
代
有
権
者
へ
の
選
挙
啓
発
（
下
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
五
一
号
、pp.153-164

）	

二
〇
一
七
年　

一
月

「
も
の
づ
く
り
人
材
育
成
奨
学
金
制
度
と
Ｕ
・
Ｉ
タ
ー
ン
奨
学
金
返
還
支
援
制
度
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
五
三
号
、

pp.164-182

）	

二
〇
一
七
年　

三
月

「
中
国
の
統
治
構
造
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
五
五
号
（
共
同
執
筆
）、pp.191-202

）	

二
〇
一
七
年　

五
月

「
中
国
の
財
政
構
造
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
五
七
号
（
共
同
執
筆
）、pp.168-186

）	

二
〇
一
七
年　

七
月

「
中
国
の
財
政
制
度
の
問
題
点
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
五
九
号
（
共
同
執
筆
）、pp.155-164

）	

二
〇
一
七
年　

九
月

「
中
国
の
社
会
保
障
政
策
の
変
遷
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
六
一
号
（
共
同
執
筆
）、pp.180-192

）	

二
〇
一
七
年
一
一
月

「
政
治
関
連
デ
ー
タ
・
ア
ー
カ
イ
ヴ
の
構
築
と
拡
充
」（『
法
学
研
究
』、
第
九
〇
巻
第
一
二
号
、pp.1-23

）	

二
〇
一
七
年
一
二
月

「
中
国
の
社
会
保
障
政
策
と
課
題
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
六
三
号
（
共
同
執
筆
）、pp.189-197

）	

二
〇
一
八
年　

一
月

「
中
国
の
高
齢
者
政
策
の
現
状
と
課
題
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
六
五
号
（
共
同
執
筆
）、pp.233-253

）	

二
〇
一
八
年　

三
月

「M
alapportionm

ent	causes	M
alfunctioning	D

em
ocracy

」（『
法
学
研
究
』、
第
九
一
巻
第
四
号
、

pp.106-132

）	

二
〇
一
八
年　

四
月

「
中
国
に
お
け
る
介
護
保
険
制
度
（
上
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
六
七
号
（
共
同
執
筆
）、pp.164-174

）	

二
〇
一
八
年　

五
月

「
中
国
に
お
け
る
介
護
保
険
制
度
（
下
）」（『
地
方
財
務
』、
第
七
六
九
号
（
共
同
執
筆
）、pp.174-182

）	

二
〇
一
八
年　

七
月

「
社
会
科
学
デ
ー
タ
・
ア
ー
カ
イ
ヴ
の
開
発
」（『
学
術
の
動
向
』、
二
〇
一
八
年
七
月
号
、pp.56-72

）	

二
〇
一
八
年　

七
月
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「
投
票
制
度
改
革
及
び
選
挙
制
度
改
革
」（『
法
学
研
究
』、
第
九
一
巻
第
八
号
、pp.1-31

）	

二
〇
一
八
年　

八
月

「
中
国
の
財
政
地
域
格
差
と
調
整
制
度
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
七
一
号
（
共
同
執
筆
）、pp.151-166

）	

二
〇
一
八
年　

九
月

「
中
国
の
高
齢
者
福
祉
制
度
改
革
の
提
言
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
七
三
号
（
共
同
執
筆
）、pp.172-186

）	

二
〇
一
八
年
一
一
月

「
中
国
に
お
け
る
貧
困
撲
滅
対
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
七
五
号
（
共
同
執
筆
）、pp.150-160

）	

二
〇
一
九
年　

一
月

「
中
国
の
社
会
福
祉
制
度
改
革
へ
の
提
言
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
七
七
号
（
共
同
執
筆
）、pp.196-209

）	

二
〇
一
九
年　

三
月

「
社
会
意
識
に
関
す
る
異
な
る
調
査
方
法
比
較
―
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
調
査
と
面
接
調
査
の
比
較
検
討
―
」（『
法
学

研
究
』、
第
九
二
巻
第
四
号
、pp.1-21

）	

二
〇
一
九
年　

四
月

「
自
治
体
施
策
と
住
み
や
す
さ
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
七
九
号
（
共
同
執
筆
）、pp.136-154

）	

二
〇
一
九
年　

五
月

「
財
政
健
全
化
の
た
め
の
自
治
体
施
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
八
一
号
（
共
同
執
筆
）、pp.132-148

）	

二
〇
一
九
年　

七
月

「
待
機
児
童
解
消
の
た
め
の
自
治
体
施
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
八
三
号
（
共
同
執
筆
）、pp.137-158

）	

二
〇
一
九
年　

九
月

「
観
光
行
政
に
か
か
る
自
治
体
施
策
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
八
五
号
（
共
同
執
筆
）、pp.185-203

）	

二
〇
一
九
年
一
一
月

「
自
治
体
広
報
活
動
と
ふ
る
さ
と
納
税
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
八
七
号
（
共
同
執
筆
）、pp.143-158

）	

二
〇
二
〇
年　

一
月

「
地
場
産
業
ブ
ラ
ン
ド
化
支
援
の
経
済
効
果
」（『
地
方
財
務
』、
第
七
八
九
号
（
共
同
執
筆
））	

二
〇
二
〇
年　

三
月

三
、
翻　

訳

『
現
代
メ
キ
シ
コ
の
政
治
』、
共
訳
、
敬
文
堂
、（
原
題
、Pablo	Gonzalez	y	Casanova,	La D

em
ocracia en 

M
exico

：
ス
ペ
イ
ン
語
）	

一
九
八
一
年　

六
月

『
政
治
変
動
論
』、
共
訳
、
芦
書
房
、（
原
題
、Charles	T

illy,	From
 M

obilization and R
evolution

：
英
語
）	

一
九
八
四
年　

二
月

『
比
喩
に
よ
る
モ
ラ
ル
と
政
治
―
米
国
に
お
け
る
モ
ラ
ル
と
政
治
―
』、
共
訳
、
木
鐸
社
、（
原
題
、M

oral 
Politics-W

hat Conservatives K
now

 T
hat Liberals D

onʼt

：
英
語
）	

一
九
九
八
年　

七
月
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四
、
書　

評

三
宅
一
郎
著
『
投
票
行
動
』
東
京
大
学
出
版
会
（『
公
共
選
択
の
研
究
』、
一
五
号
、
一
九
九
〇
年
五
月
）

太
田
勝
造
著
『
法
律
』
東
京
大
学
出
版
会
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
一
月
二
一
日
）

宮
本
憲
一
著
『
日
本
社
会
の
可
能
性
』
岩
波
書
店
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
二
月
一
一
日
）

川
本
卓
史
著
『
な
ぜ
ア
メ
リ
カ
の
大
学
は
一
流
な
の
か
』
丸
善
ブ
ッ
ク
ス
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
二
月
一
八
日
）

石
澤
靖
治
著
『
大
統
領
と
メ
デ
ィ
ア
』
文
春
新
書
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
三
月
一
八
日
）

田
口
富
久
治
著
『
戦
後
日
本
政
治
学
史
』
東
京
大
学
出
版
会
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
四
月
八
日
）

佐
藤
淑
子
著
『
イ
ギ
リ
ス
の
い
い
子
・
日
本
の
い
い
子
』
中
公
新
書
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
四
月
一
五
日
）

ロ
バ
ー
ト
・
Ｄ
・
パ
ッ
ト
ナ
ム
著
、
河
田
潤
一
訳
『
哲
学
す
る
民
主
主
義
』
Ｎ
Ｔ
Ｔ
出
版
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
五
月
六
日
）

東
一
眞
著
『「
シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー
」
の
つ
く
り
方
』
中
公
新
書
ラ
ク
レ
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
五
月
一
三
日
）

酒
井
亨
著
『
台
湾
入
門
』
日
中
出
版
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
五
月
二
〇
日
）

関
口
哲
平
著
『
選
挙
参
謀
』
角
川
書
店
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
五
月
二
七
日
）

太
田
哲
也
著
『
ク
ラ
ッ
シ
ュ
絶
望
を
希
望
に
変
え
る
瞬
間
』
幻
冬
舎
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
六
月
三
日
）

馬
場
錬
成
著
『
大
丈
夫
か
日
本
の
特
許
戦
略
』
プ
レ
ジ
デ
ン
ト
社
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
六
月
一
七
日
）

橋
本
大
二
郎
著
『
知
事
』
平
凡
社
新
書
・
樺
嶋
秀
吉
著
『
知
事
の
仕
事
』
朝
日
選
書
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
六
月
二
四
日
）

三
宅
一
郎
著
『
選
挙
制
度
変
革
と
投
票
行
動
』
木
鐸
社
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
七
月
二
二
日
）

富
田
俊
基
著
『
日
本
国
債
の
研
究
』
東
洋
経
済
新
報
社
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
八
月
五
日
）

海
老
沢
泰
久
著
『
ぼ
く
の
好
き
な
ゴ
ル
フ
』
朝
日
新
聞
社
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
八
月
一
二
日
）

ジ
ェ
ラ
ル
ド
・
Ｌ
・
カ
ー
テ
ィ
ス
著
、
野
口
や
よ
い
訳
『
永
田
町
政
治
の
興
亡
』
新
潮
社
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
八
月
一
九
日
）

渡
辺
将
人
著
『
ア
メ
リ
カ
政
治
の
現
場
か
ら
』
文
春
新
書
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
八
月
二
六
日
）
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林
宏
昭
・
永
久
寿
夫
編
著
『
世
界
は
こ
う
し
て
財
政
を
立
て
直
し
た
』
Ｐ
Ｈ
Ｐ
研
究
所
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
九
月
九
日
）

本
田
毅
彦
著
『
イ
ン
ド
植
民
地
官
僚
』
講
談
社
選
書
メ
チ
エ
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
九
月
一
六
日
）

草
野
厚
著
『
官
僚
組
織
の
病
理
学
』
ち
く
ま
新
書
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
九
月
三
〇
日
）

横
江
公
美
著
『
Ｅ
ポ
リ
テ
ィ
ッ
ク
ス
』
文
春
新
書
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
一
〇
月
七
日
）

宇
治
敏
彦
編
『
首
相
列
伝
』
東
京
書
籍
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
一
〇
月
一
四
日
）

森
脇
俊
雅
著
『
ア
メ
リ
カ
女
性
議
員
の
誕
生
』
ミ
ネ
ル
ヴ
ァ
書
房
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
一
〇
月
二
八
日
）

久
塚
純
一
・
岡
澤
憲
芙
編
『
世
界
の
福
祉
』
早
稲
田
大
学
出
版
部
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
一
一
月
一
一
日
）

Ｒ
・
オ
ル
ド
リ
ッ
チ
著
、
松
塚
俊
三
・
安
原
義
仁
監
訳
『
イ
ギ
リ
ス
の
教
育
』
玉
川
大
学
出
版
部
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
一
一
月

一
八
日
）

読
売
新
聞
政
治
部
編
『
時
代
を
動
か
す
政
治
の
こ
と
ば
』
東
信
堂
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
一
一
月
二
五
日
）

松
井
茂
記
著
『
ブ
ッ
シ
ュ
対
ゴ
ア
』
日
本
評
論
社
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
一
二
月
二
日
）

佐
々
木
毅
・
金
泰
昌
編
『「
公
」
と
「
私
」
の
思
想
史
』
東
京
大
学
出
版
会
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
一
二
月
一
〇
日
）

ジ
ェ
ー
ム
ズ
・
コ
ナ
ウ
ェ
イ
著
、
松
元
寛
樹
・
作
田
直
子
訳
『
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
ワ
イ
ン
物
語
ナ
パ
』
Ｊ
Ｔ
Ｂ
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇

一
年
一
二
月
一
七
日
）

額
賀
信
著
『
過
疎
列
島
の
孤
独
』
時
事
通
信
社
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
一
年
一
月
六
日
）

吉
川
良
三
著
『
神
風
が
わ
く
韓
国
』
白
日
社
（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
一
月
一
三
日
）

櫻
井
よ
し
こ
他
『
薬
害
エ
イ
ズ
「
無
罪
判
決
」、
ど
う
し
て
で
す
か
？
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
一
月
二
七
日
）

Ｍ
・
ベ
ア
ー
、
Ｍ
・
ジ
ュ
ー
エ
ル
、
Ｌ
・
サ
イ
ゲ
ル
マ
ン
編
『
ア
メ
リ
カ
政
治
学
を
創
っ
た
人
た
ち
』
ミ
ネ
ル
ヴ
ァ
書
房
（『
読
売
新
聞
』、

二
〇
〇
二
年
二
月
三
日
）

エ
リ
コ
・
ロ
ウ
『
聖
な
る
旅
の
教
え
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
二
月
一
〇
日
）

成
田
憲
彦
『
官
邸
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
二
月
一
七
日
）
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木
原
誠
二
『
英
国
大
蔵
省
か
ら
み
た
日
本
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
三
月
一
〇
日
）

バ
リ
ー
・
Ｒ
・
ル
ー
ビ
ン
『
市
民
が
政
治
を
動
か
す
方
法
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
三
月
一
七
日
）

坪
井
善
明
『
ヴ
ェ
ト
ナ
ム
現
代
政
治
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
三
月
三
一
日
）

脇
村
孝
平
『
飢
饉
・
疫
病
・
植
民
地
統
治
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
四
月
二
一
日
）

高
橋
和
『
女
流
棋
士
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
四
月
二
八
日
）

将
基
面
貴
巳
『
反
「
暴
君
」
の
思
想
史
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
五
月
五
日
）

古
矢
旬
『
ア
メ
リ
カ
ニ
ズ
ム
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
六
月
九
日
）

読
売
新
聞
社
世
論
調
査
部
『
日
本
の
世
論
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
六
月
一
六
日
）

竹
内
靖
雄
『
法
と
正
義
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
六
月
二
三
日
）

藤
原
正
彦
『
天
才
の
栄
光
と
挫
折
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
六
月
三
〇
日
）

高
木
徹
『
戦
争
広
告
代
理
店
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
七
月
七
日
）

ア
ン
・
ヨ
ン
ヒ
『
シ
ナ
ブ
ロ
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
七
月
一
四
日
）

山
崎
正
『
東
京
都
知
事
の
研
究
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
七
月
二
一
日
）

藤
森
克
彦
『
構
造
改
革
ブ
レ
ア
流
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
八
月
四
日
）

佐
々
木
信
夫
『
市
町
村
合
併
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
八
月
一
八
日
）

平
野
洋
『
伝
説
と
な
っ
た
国
・
東
ド
イ
ツ
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
九
月
八
日
）

古
森
義
久
『
亡
国
の
日
本
大
使
館
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
九
月
二
二
日
）

福
田
有
広
・
谷
口
将
紀
『
デ
モ
ク
ラ
シ
ー
の
政
治
学
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
九
月
二
九
日
）

デ
レ
ッ
ク
・
ヒ
ー
タ
ー
『
市
民
権
と
は
何
か
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
一
〇
月
六
日
）

鷲
見
誠
一
『
転
換
期
の
政
治
思
想
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
一
〇
月
一
三
日
）

読
売
新
聞
社
『
地
方
が
変
わ
る
、
日
本
を
変
え
る
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
一
〇
月
二
〇
日
）
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竹
下
節
子
『
キ
リ
ス
ト
教
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
一
一
月
三
日
）

ロ
ナ
ル
ド
・
ド
ゥ
ウ
ォ
ー
キ
ン
『
平
等
と
は
何
か
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
一
一
月
一
七
日
）

宿
沢
広
朗
・
永
田
洋
光
『
日
本
ラ
グ
ビ
ー
復
興
計
画
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
一
一
月
二
四
日
）

猪
口
孝
『
地
球
政
治
の
構
想
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
一
二
月
一
日
）

桐
谷
仁
『
国
家
・
コ
ー
ポ
ラ
テ
ィ
ズ
ム
・
社
会
運
動
』（『
読
売
新
聞
』、
二
〇
〇
二
年
一
二
月
一
五
日
）

ロ
バ
ー
ト
・
ダ
ー
ル
『
ダ
ー
ル
、
デ
モ
ク
ラ
シ
ー
を
語
る
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
四
月
九
日
）

有
田
伸
『
韓
国
の
教
育
と
社
会
階
層
：「
学
歴
社
会
」
へ
の
実
証
的
ア
プ
ロ
ー
チ
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
四
月
三
〇
日
）

伊
藤
修
一
郎
『
自
治
体
発
の
政
策
革
新
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
五
月
七
日
）

チ
ャ
ー
ル
ス
・
メ
リ
ア
ム
『
シ
カ
ゴ
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
五
月
一
四
日
）

岩
崎
正
洋
『
政
治
発
展
と
民
主
化
の
比
較
政
治
学
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
五
月
二
八
日
）

浅
野
史
郎
『
疾
走
一
二
年
―
浅
野
知
事
の
改
革
白
書
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
六
月
四
日
）

松
本
逸
也
『
一
極
集
中
報
道
―
過
熱
す
る
マ
ス
コ
ミ
を
検
証
す
る
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
七
月
二
日
）

御
厨
貴
『
ニ
ヒ
リ
ズ
ム
の
宰
相
』、
大
田
弘
子
『
経
済
財
政
諮
問
会
議
の
戦
い
』、
上
村
敏
之
・
田
中
宏
樹
編
『「
小
泉
改
革
」
と
は
何

だ
っ
た
の
か
―
政
策
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
次
な
る
指
針
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
七
月
一
六
日
）

浜
中
裕
徳
『
京
都
議
定
書
を
め
ぐ
る
国
際
交
渉
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
七
月
二
三
日
）

河
野
博
子
『
ア
メ
リ
カ
の
原
理
主
義
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
八
月
六
日
）

楠
精
一
郎
『
大
政
翼
賛
会
に
抗
し
た
四
〇
人
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
八
月
二
〇
日
）

春
木
育
美
『
現
代
韓
国
と
女
性
』、
原
田
正
文
『
子
育
て
の
変
貌
と
次
世
代
育
成
支
援
―
兵
庫
レ
ポ
ー
ト
に
み
る
子
育
て
現
場
と
子
ど
も

虐
待
予
防
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
八
月
二
七
日
）

松
本
英
昭
『
道
州
制
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
』、
持
田
信
樹
『
地
方
分
権
と
財
政
調
整
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
一
〇
月
一
日
）

奥
野
信
宏
『
公
共
の
役
割
は
何
か
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
一
〇
月
二
二
日
）
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川
上
和
久
『
二
大
政
党
制
は
何
を
も
た
ら
す
か
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
一
〇
月
二
九
日
）

大
森
彌
『
官
の
シ
ス
テ
ム
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
一
一
月
一
二
日
）

大
石
裕
・
山
本
信
人
『
メ
デ
ィ
ア
・
ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
の
ゆ
く
え
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
一
一
月
二
六
日
）

将
基
面
貴
巳
『
政
治
診
断
学
へ
の
招
待
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
六
年
一
二
月
三
日
）

五
十
嵐
敬
喜
・
小
川
明
雄
『
建
築
紛
争
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
一
月
七
日
）

五
百
旗
頭
真
、
伊
藤
元
重
、
薬
師
寺
克
行
『
宮
澤
喜
一
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
一
月
一
四
日
）

佐
々
木
毅
『
政
治
学
は
何
を
考
え
て
き
た
か
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
一
月
二
八
日
）

黒
川
清
『
大
学
病
院
革
命
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
二
月
一
八
日
）

本
間
義
人
『
地
域
再
生
の
条
件
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
三
月
四
日
）

猪
口
孝
『
ト
ン
ボ
と
エ
ダ
マ
メ
論
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
三
月
一
一
日
）

福
元
健
太
郎
『
立
法
の
制
度
と
過
程
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
三
月
二
五
日
）

中
島
俊
郎
『
イ
ギ
リ
ス
的
風
景
―
教
養
の
旅
か
ら
感
性
の
旅
へ
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
四
月
一
日
）

内
田
満
『
政
治
の
品
位
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
四
月
一
五
日
）

レ
ナ
ー
ド
・
シ
ョ
ッ
パ
『「
最
後
の
社
会
主
義
国
」
日
本
の
苦
悩
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
四
月
二
二
日
）

コ
リ
ン
・
ク
ラ
ウ
チ
『
ポ
ス
ト
・
デ
モ
ク
ラ
シ
ー
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
五
月
六
日
）

五
十
嵐
仁
『「
戦
後
革
新
勢
力
」
の
源
流
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
五
月
二
〇
日
）

内
山
融
『
小
泉
政
権
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
六
月
三
日
）

北
岡
伸
一
『
国
連
の
政
治
力
学
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
六
月
一
〇
日
）

舛
添
要
一
『
永
田
町
ｖ
ｓ
霞
ヶ
関
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
六
月
一
七
日
）

李
武
嘉
也
『
選
挙
違
反
の
歴
史
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
七
月
一
日
）

小
西
砂
千
夫
『
地
方
財
政
改
革
の
政
治
経
済
学
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
七
月
二
九
日
）
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浅
古
瑞
紀
、
柳
田
隆
太
、
渡
部
謙
太
郎
『
一
四
歳
か
ら
の
政
治
2
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
八
月
五
日
）

石
井
陽
一
『
民
営
化
で
誰
が
得
を
す
る
の
か
』、
石
川
義
弘
『
市
場
原
理
と
ア
メ
リ
カ
医
療
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
八
月
二
九

日
）

盛
山
和
夫
『
年
金
問
題
の
正
し
い
考
え
方
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
九
月
二
日
）

岩
男
寿
美
子
『
外
国
人
犯
罪
者
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
九
月
九
日
）

茨
木
正
治
『
メ
デ
ィ
ア
の
な
か
の
マ
ン
ガ
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
九
月
二
三
日
）

野
田
遊
『
都
道
府
県
改
革
論
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
九
月
三
〇
日
）

シ
ー
ダ
・
ス
コ
ッ
チ
ポ
ル
『
失
わ
れ
た
民
主
主
義
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
一
〇
月
一
三
日
）

中
島
み
ち
『「
尊
厳
死
」
に
尊
厳
は
あ
る
か
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
一
〇
月
二
〇
日
）

近
藤
潤
三
『
移
民
国
と
し
て
の
ド
イ
ツ
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
一
一
月
一
一
日
）

石
原
一
子
『
景
観
に
か
け
る
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
一
一
月
二
五
日
）

Ｎ
Ｈ
Ｋ
ス
ペ
シ
ャ
ル
取
材
班
著
『
イ
ン
ド
の
衝
撃
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
一
二
月
九
日
）

土
屋
守
著
『
ウ
ィ
ス
キ
ー
通
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
七
年
一
二
月
一
六
日
）

曽
我
謙
悟
・
待
鳥
聡
史
『
日
本
の
地
方
政
治
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
八
年
一
月
一
三
日
）

メ
ア
リ
ー
・
カ
ル
ド
ー
『
グ
ロ
ー
バ
ル
市
民
社
会
論
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
八
年
一
月
二
七
日
）

山
口
二
郎
『
ポ
ス
ト
戦
後
政
治
へ
の
対
抗
軸
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
八
年
二
月
一
〇
日
）

木
村
幹
『
民
主
化
の
韓
国
政
治
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
八
年
二
月
一
七
日
）

マ
リ
ー
・
ド
ュ
リ
ュ
＝
ベ
ラ
『
フ
ラ
ン
ス
の
学
歴
イ
ン
フ
レ
と
格
差
社
会
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
八
年
二
月
二
四
日
）

内
藤
一
成
『
貴
族
院
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
八
年
三
月
九
日
）

Ｓ
・
ヒ
ッ
キ
ィ
、
Ｇ
・
モ
ハ
ン
『
変
容
す
る
参
加
型
開
発
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
八
年
三
月
一
六
日
）

大
江
正
章
『
地
域
の
力
』（『
朝
日
新
聞
』、
二
〇
〇
八
年
三
月
二
三
日
）
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西
川
一
誠
『「
ふ
る
さ
と
の
発
想
」
―
地
方
の
力
を
活
か
す
』（『
地
方
財
務
』、
二
〇
〇
九
年
一
〇
月
号
）

五
、
学
会
報
告
・
司
会
・
討
論

一
九
七
九
年
度
春
期
日
本
新
聞
学
会
研
究
会
報
告
「
選
挙
予
測
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
メ
ン
ト
効
果
」（
共
同
報

告
）、
立
命
館
大
学	

一
九
七
九
年　

六
月　

九
日

一
九
八
〇
年
度
秋
期
日
本
新
聞
学
会
研
究
会
報
告
「
同
時
選
挙
に
お
け
る
三
大
紙
の
内
容
分
析
」（
共
同

報
告
）、
慶
應
義
塾
大
学	

一
九
八
〇
年
一
〇
月
二
五
日

一
九
八
一
年
度
春
期
日
本
新
聞
学
会
研
究
会
報
告
「
同
時
選
挙
に
み
ら
れ
る
態
度
の
一
貫
性
と
変
容
」

（
共
同
報
告
）、
沖
縄
県
自
治
会
館	

一
九
八
一
年　

六
月
一
九
日

一
九
八
二
年
度
日
本
新
聞
学
会
研
究
会
報
告
「
衆
議
院
選
挙
区
特
性
に
関
す
る
計
量
分
析
」
慶
應
義
塾
大

学	

一
九
八
二
年　

五
月
二
三
日

一
九
八
二
年
度
春
期
日
本
新
聞
学
会
研
究
会
報
告
「
Ｎ
Ｈ
Ｋ
及
び
民
放
の
テ
レ
ビ
ニ
ュ
ー
ス
に
関
す
る
内

容
分
析
」（
共
同
報
告
）、
関
西
学
院
大
学	

一
九
八
二
年　

六
月　

五
日

一
九
八
三
年
度
日
本
政
治
学
会
研
究
会
報
告
「
第
一
三
回
参
議
院
選
挙
に
お
け
る
投
票
行
動
の
計
量
分

析
」
早
稲
田
大
学	

一
九
八
三
年
一
〇
月　

八
日

一
九
八
七
年
度
日
本
政
治
学
会
研
究
会
報
告
「
我
国
の
有
権
者
の
投
票
行
動
と
政
治
意
識
に
関
す
る
計
量

分
析
」
日
本
大
学
校
友
会
館	

一
九
八
七
年
一
〇
月

International	M
eeting	of	FA

U
I　

招
聘
講
演	

“Fiscal	Stress,	Political	Culture	and	Strategy	
in	Japan

”	Paris,	France	

一
九
八
九
年　

四
月

一
九
八
九
年
度
日
本
選
挙
学
会
研
究
会
討
論
「
現
代
日
本
の
選
挙
」、
上
智
大
学	

一
九
八
九
年　

四
月
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A
nnual	M

eeting	of	A
m

erican	Political	Science	A
ssociation	

報
告
”National-Local	Revolutions,	

Party	Clientelism
	and	Policy	:Japan	in	a	Com

parative	Context

”（
共
同
報
告
）A

tlanta,	
U

SA
	

一
九
八
九
年　

九
月

International	M
eeting	of	T

he	European	Consortium
	for	Political	Research	W

orkshop

報

告	

“Mandates	and	Policy	O
utputs:	Japanese	Party	Platform

	and	G
overnm

ent	
Expenditure,1967-1987

”（
共
同
報
告
）Berlin,	W

est	Germ
any	

一
九
八
九
年　

九
月

一
九
八
九
年
度
日
本
政
治
学
会
研
究
会
報
告
「
政
治
学
に
お
け
る
数
理
モ
デ
ル
の
発
展
―
選
挙
行
動
を
中

心
と
し
て
―
」）、
神
奈
川
大
学	

一
九
八
九
年
一
〇
月

一
九
九
一
年
度
日
本
法
政
学
会
研
究
会
司
会
「
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム　

政
治
改
革
に
関
す
る
諸
問
題
」、
慶
應

義
塾
大
学	

一
九
九
一
年　

五
月

一
九
九
一
年
度
日
本
選
挙
学
会
研
究
会
報
告
「
政
治
関
連
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
シ
ス
テ
ム
の
開
発
と
利
用
」、

松
阪
大
学	

一
九
九
一
年　

五
月

一
九
九
一
年
度
国
際
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
＆
ゲ
ー
ミ
ン
グ
学
会
研
究
会
司
会
「
選
挙
制
度
の
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
」
立
命
館
大
学	

一
九
九
一
年　

七
月

一
九
九
二
年
度
日
本
選
挙
学
会
研
究
会
報
告
「
補
助
金
を
め
ぐ
る
政
治
腐
敗
の
計
量
分
析
」、
早
稲
田
大

学	

一
九
九
二
年　

五
月

一
九
九
二
年
度
日
本
政
治
学
会
研
究
会
討
論
「
日
本
に
お
け
る
投
票
行
動
と
業
績
評
価
」、
琉
球
大
学	

一
九
九
二
年
一
〇
月

一
九
九
三
年
度
日
本
政
治
学
会
研
究
会
司
会
「
政
治
過
程
に
お
け
る
選
挙
」、
大
東
文
化
大
学	

一
九
九
三
年
一
〇
月

一
九
九
三
年
度
日
本
選
挙
学
会
研
究
会
司
会
「
投
票
行
動
の
理
論
―
一
九
八
〇
年
以
降
を
中
心
に
―
」、

東
北
福
祉
大
学	

一
九
九
三
年　

五
月
一
五
日

一
九
九
四
年
度
日
本
選
挙
学
会
研
究
会
報
告
「
九
三
年
衆
院
選
に
お
け
る
有
権
者
の
投
票
行
動
」、
日
大
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会
館	

一
九
九
四
年　

五
月
二
一
日

International	M
eeting	of	Centralization　

招
聘
講
演	

“The	Politics	of	Local	Governm
ent	

Finance

”,	Georgetow
n	U

niversity,	U
SA

	

一
九
九
四
年　

八
月
一
六
日

一
九
九
五
年
度
日
本
選
挙
学
会
研
究
会
司
会
「
中
選
挙
区
制
の
総
括
」、
岡
山
県
倉
敷
市	

一
九
九
五
年　

五
月
二
〇
日

International	M
eeting	of	K

orea	Research	Institute	of	Local	A
dm

inistration　

招
聘
講
演	

“Electoral	Behavior	in	Japan

”,	K
RILA

,	K
orea	

一
九
九
五
年　

六
月
二
三
日

一
九
八
五
年
度
延
世
大
学
―
慶
應
義
塾
大
学
学
術
交
流
会
報
告
「
投
票
行
動
に
関
す
る
数
理
モ
デ
ル
」、

慶
應
義
塾
大
学	

一
九
九
五
年　

七
月
一
一
日

一
九
九
五
年
度
日
本
ハ
ビ
タ
ッ
ト
学
会
プ
レ
・
ハ
ビ
タ
ッ
ト
・
東
京
会
議
討
論
「
ア
ジ
ア
に
お
け
る
世
界

都
市
」、
国
連
大
学	

一
九
九
五
年　

八
月
二
三
日

一
九
九
五
年
度
日
本
政
治
学
会
研
究
会
報
告
「
五
五
年
体
制
下
に
お
け
る
有
権
者-

政
治
家
関
係
に
関
す

る
計
量
分
析
」、
法
政
大
学	

一
九
九
五
年
一
〇
月　

七
日

一
九
九
六
年
度
日
本
選
挙
学
会
研
究
会
司
会
「
政
界
再
編
期
の
投
票
行
動
」、
明
治
学
院
大
学	

一
九
九
六
年　

五
月
一
八
日

International	Conference	on	Local	A
utonom

y　

招
聘
講
演	

“Political	Participation	and	the	
Electoral	Process

”	Keio	U
niversity	

一
九
九
六
年　

五
月
二
四
日

一
九
九
六
年
度
日
本
政
治
学
会
研
究
会
討
論
「
日
本
政
治
と
政
治
学
」、
北
海
道
大
学	

一
九
九
六
年
一
〇
月　

五
日

一
九
九
七
年
度
日
本
選
挙
学
会
研
究
会
司
会
「
政
策
決
定
と
住
民
投
票
」、
椙
山
女
学
園
大
学	

一
九
九
七
年　

五
月
一
八
日

一
九
八
七
年
度
延
世
大
学
―
慶
應
義
塾
大
学
学
術
交
流
会
報
告
「
日
本
の
五
五
年
体
制
に
関
す
る
計
量
分

析
」、
慶
應
義
塾
大
学	

一
九
九
七
年
一
一
月
二
〇
日

一
九
九
八
年
度
日
本
選
挙
学
会
研
究
会
報
告
「
わ
が
国
に
お
け
る
投
票
行
動
研
究
の
回
顧
と
展
望
」、
学

習
院
大
学	

一
九
九
八
年　

五
月
一
六
日
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一
九
九
八
年
度
公
共
選
択
学
会
大
会
研
究
会
討
論
「
認
知
政
治
学
の
ア
プ
ロ
ー
チ
か
ら
み
る
投
票
行
動
」、

関
西
学
院
大
学
神
戸
三
田
キ
ャ
ン
パ
ス	

一
九
九
八
年　

六
月
二
八
日

International	Conference	on	Local	A
utonom

y	

招
聘
講
演	

“Enhancing	Local	Fiscal	A
utonom

y:	
A

	Study	of	the	Japanese	Case	w
ith	Com

parative	Reference	to	South	K
orea	and	the	

U
nited	States

”,	K
eio	U

niversity	

一
九
九
八
年　

七
月
二
七
日

一
九
九
八
年
度
日
本
政
治
学
会
研
究
会
報
告
「
日
本
に
お
け
る
政
治
学
の
意
義
と
方
法
」、
同
志
社
大
学	

一
九
九
八
年
一
〇
月　

三
日

International	M
eeting	of	Local	Finance	in	K

orea	and	Japan　

招
聘
講
演	

“Local	Finance	in	
Japan

”,	K
ookm

in	U
niversity,	K

orea	

一
九
九
八
年
一
〇
月
二
〇
日

Conference	of	Local	A
utonom

y
招
聘
講
演	

“Local	A
utonom

y	and	Local	Finance	in	Japan

”	
K

ookm
in	U

niversity,	K
orea	

一
九
九
八
年
一
一
月
一
九
日

K
eio	U

niversity	&
	Y

onsei	U
niversity	1998	Joint	Sem

inar　

招
聘
講
演	

“Issues	on	Japanese	
Politics

”,	Y
onsei	U

niversity,	K
orea	

一
九
九
八
年
一
一
月
二
〇
日

一
九
九
九
年
度
日
本
選
挙
学
会
研
究
会
司
会
「
多
項
ロ
ジ
ッ
ト
モ
デ
ル
の
利
用
と
方
法
」、
秋
田
経
法
大

学	

一
九
九
九
年　

五
月
二
三
日

一
九
九
九
年
度
日
本
公
共
選
択
学
会
大
会
研
究
会
座
長
「
選
挙
と
投
票
行
動
」、
慶
應
義
塾
大
学	

一
九
九
九
年　

七
月　

三
日

一
九
九
九
年
度
日
本
政
治
学
会
研
究
会
司
会
「
選
挙
行
動
と
政
策
形
成
」、
國
學
院
大
学	

一
九
九
九
年
一
〇
月　

二
日

二
〇
〇
〇
年
度
日
本
選
挙
学
会
研
究
会
報
告
「「
有
権
者
―
政
党
」
間
関
係
か
ら
み
た
連
立
政
治
の
理
論

と
実
際
」、
武
蔵
工
業
大
学	

二
〇
〇
〇
年　

五
月
二
〇
日

二
〇
〇
〇
年
度
公
共
選
択
学
会
大
会
研
究
会
座
長
「
公
共
選
択
論
の
展
開
」、
東
北
文
化
学
園
大
学	

二
〇
〇
〇
年　

七
月　

二
日

二
〇
〇
〇
年
度
日
本
政
治
学
会
研
究
会
討
論
「
政
治
改
革
以
降
の
『
政
治
―
有
権
者
』
モ
デ
ル
」、
名
古

屋
大
学	

二
〇
〇
〇
年
一
〇
月　

七
日
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二
〇
〇
一
年
度
日
本
選
挙
研
究
会
司
会
「
最
近
の
国
政
選
挙
に
み
る
投
票
行
動
」、
香
川
大
学	

二
〇
〇
一
年　

五
月
一
九
日

二
〇
〇
一
年
度
公
共
選
択
学
会
大
会
研
究
会
司
会
・
討
論
「
投
票
・
選
挙
（
一
）」、
中
央
大
学
市
ヶ
谷

キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
〇
一
年　

七
月　

七
日

A
nnual	M

eeting	of	K
orean	A

ssociation	of	Political	Science,	

“Political	Reform
	and	Itʼs	

Results	in	Japan

”,	Sungkyunkw
an	U

niversity,	K
orea	

二
〇
〇
一
年
一
二
月　

五
日

二
〇
〇
一
年
度
延
世
大
学
―
慶
應
義
塾
大
学
学
術
交
流
会
報
告
「
わ
が
国
の
国
政
選
挙
に
お
け
る
合
理
的

投
票
モ
デ
ル
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
〇
一
年
一
二
月
二
〇
日

International	M
eeting	of	T

rust	in	Local	Governm
ent

招
聘
講
演	

“Trust	and	D
istrust	in	

Japan

”,	Chunecheon	International	Conference	H
all	

二
〇
〇
二
年　

三
月
二
七
日

二
〇
〇
二
年
度
日
本
選
挙
研
究
会
司
会
「
二
〇
〇
一
年
参
院
選
の
分
析
」、
東
京
大
学	

二
〇
〇
二
年　

五
月
一
九
日

Conference	of	Civil	Society　

招
聘
講
演	

“Japanese	Politics	and	V
otersʼ	Response

”,	Y
onsei	

U
niversity,	K

orea	

二
〇
〇
二
年　

九
月
一
〇
日

二
〇
〇
二
年
度
日
本
政
治
学
会
研
究
会
司
会
「
改
革
以
降
の
政
治
過
程
」、
愛
媛
大
学	

二
〇
〇
二
年
一
〇
月　

六
日

二
〇
〇
三
年
度
日
韓
文
化
交
流
基
金
市
民
社
会
研
究
会
議
報
告
「
市
民
社
会
に
お
け
る
エ
ン
パ
ワ
ー
メ
ン

ト
の
比
較
研
究
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
〇
三
年　

三
月　

九
日

二
〇
〇
三
年
度
日
本
選
挙
学
会
研
究
会
司
会
「
九
〇
年
代
の
米
国
の
選
挙
」、
金
沢
市
観
光
会
館	

二
〇
〇
三
年　

五
月
一
七
日

第
一
回
日
本
政
治
研
究
学
会
司
会
「
セ
ッ
シ
ョ
ン
Ⅰ
：
政
治
外
交
史
・
政
策
形
成
・
行
政
統
制
」、
東
京

大
学
法
学
部	

二
〇
〇
三
年　

九
月
一
九
日

Conference	of	K
orean	A

ssociation	of	N
GO

,	

“Political	Reform
	and	Its	Results	in	Japan

”,	
K

orean	N
ational	A

ssem
bly	O

ffi
ce,	Seoul,	K

orea	

二
〇
〇
三
年　

九
月
二
二
日

二
〇
〇
三
年
度
日
本
政
治
学
会
研
究
会
司
会
「
民
主
主
義
の
機
能
不
全
」、
尚
美
学
園
大
学	

二
〇
〇
三
年
一
〇
月　

四
日
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Sym
posium

	on	IT
	Revolution	and	the	T

ransform
ation	of	Society

招
聘
講
演	

“Inform
ation	

T
echnologyʼs	Role	in	D

em
ocracy

”,	A
N

A
	H

otel,	T
okyo	

二
〇
〇
三
年
一
〇
月　

五
日

韓
国
法
制
研
究
院
招
聘
講
演	

“Malfunctioning	D
em

ocracy

”	Korea	Legislation	Research	
Institute,	K

orea	

二
〇
〇
三
年
一
二
月
一
六
日

International	Conference	of	Civil	Society

報
告
“Votersʼ	Issue	A

ttitudes	in	Japanese	
Politics

”,	Y
onsei	U

niversity,	K
orea	

二
〇
〇
三
年
一
二
月
一
七
日

Conference	of	Japan-K
orea	Cultural	Foundation

報
告	

“Electoral	Behavior	and	Civil	
Society	in	Japan

”,	Busan,	K
orea	

二
〇
〇
三
年
一
二
月
二
一
日

二
〇
〇
四
年
度
多
文
化
市
民
意
識
研
究
セ
ン
タ
ー
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
報
告
「
多
文
化
市
民
意
識
デ
ー
タ

ア
ー
カ
イ
ヴ
の
構
築
と
利
用
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
〇
四
年　

三
月　

九
日

二
〇
〇
四
年
度
多
文
化
市
民
意
識
研
究
セ
ン
タ
ー
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
司
会
「
日
本
に
お
け
る
市
民
意
識

の
実
証
分
析
ユ
ニ
ッ
ト
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
〇
四
年　

三
月　

九
日

Conference	of	Institute	Francaise	de	la	M
aison	Franco-Japonaise	

招
聘
講
演	

“NPM
	in	

Japanese	Local	Governm
ents

”,	la	M
aison	Franco-Japonaise	

二
〇
〇
四
年　

三
月
一
三
日

第
二
回
日
本
政
治
研
究
学
会
司
会
「
セ
ッ
シ
ョ
ン
Ⅱ
：
行
政
機
構
改
革
・
政
党
政
治
史
・
内
閣
官
房
」、

東
京
大
学
法
学
部	

二
〇
〇
四
年　

五
月
一
一
日

二
〇
〇
四
年
度
日
本
選
挙
学
会
研
究
会
報
告
「
並
立
制
下
に
お
け
る
投
票
行
動
の
実
証
分
析
」、
中
央
大

学	

二
〇
〇
四
年　

五
月
一
五
日

二
〇
〇
四
年
度
日
本
学
術
会
議
第
二
部
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
報
告
「
ア
ジ
ア
の
法
と
政
治
デ
ー
タ
検
索
シ
ス
テ

ム
」、
日
本
学
術
会
議	

二
〇
〇
四
年　

六
月
一
五
日

二
〇
〇
四
年
度
日
本
公
民
教
育
学
会
招
聘
講
演
「
変
化
す
る
社
会
の
現
実
と
公
民
教
育
の
役
割
」、
慶
應
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義
塾
幼
稚
舎	

二
〇
〇
四
年　

六
月
二
六
日

二
〇
〇
四
年
度
公
共
選
択
学
会
研
究
会
司
会
「
選
挙
と
経
済
」、
専
修
大
学	

二
〇
〇
四
年　

七
月　

三
日

第
三
回
日
本
政
治
研
究
学
会
司
会
「
セ
ッ
シ
ョ
ン
Ⅰ
：
利
益
誘
導
政
治
・
価
値
観
変
化
・
投
票
参
加
」、

東
京
大
学
法
学
部	

二
〇
〇
四
年
一
一
月
一
三
日

二
〇
〇
四
年
度
多
文
化
市
民
意
識
研
究
セ
ン
タ
ー
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
司
会
「
現
代
日
本
に
お
け
る
社
会

意
識
の
動
態
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
〇
四
年
一
一
月
二
三
日

International	Conference	of	Com
parative	Politics	

招
聘
講
演	

“Political	Reform
	and	Electoral	

System

”,	Y
onsei	U

niversity,	K
orea	

二
〇
〇
四
年
一
二
月
二
二
日

二
〇
〇
五
年
度
日
本
選
挙
学
会
研
究
会
討
論
「
二
〇
〇
四
年
参
院
選
の
分
析
」、
愛
知
学
院
大
学	

二
〇
〇
五
年　

五
月
一
五
日

International	Conference	of	Political	A
ttitudes　

招
聘
講
演	

“Civil	Society	in	A
sia	and	EU

”,	
Y

osei	U
niversity,	K

orea	

二
〇
〇
五
年　

五
月
一
七
日

第
四
回
日
本
政
治
研
究
学
会
司
会
「
セ
ッ
シ
ョ
ン
Ⅲ
：
空
間
モ
デ
ル
・
候
補
者
の
政
策
位
置
・
民
主
化
指

標
」、
東
京
大
学
法
学
部	

二
〇
〇
五
年　

五
月
二
一
日

二
〇
〇
五
年
度
公
共
選
択
学
会
研
究
会
座
長
「
ニ
ュ
ー
・
ポ
リ
テ
ィ
カ
ル
・
カ
ル
チ
ャ
ー
」、
横
浜
市
立

大
学	

二
〇
〇
五
年　

七
月　

九
日

二
〇
〇
五
年
度
公
共
選
択
学
会
研
究
会
報
告
「
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
概
念
か
ら
見
る
地
方
分
権
改
革
」、
横
浜

市
立
大
学	

二
〇
〇
五
年　

七
月
一
〇
日

二
〇
〇
五
年
度
日
本
政
治
学
会
研
究
会
報
告
「
最
近
の
国
政
選
挙
に
お
け
る
有
権
者
意
識
と
そ
の
変
容
」、

明
治
大
学	

二
〇
〇
五
年
一
〇
月　

一
日

二
〇
〇
五
年
度
多
文
化
市
民
意
識
研
究
セ
ン
タ
ー
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
報
告
「
候
補
者
公
約
と
争
点
態
度

投
票
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
〇
五
年
一
一
月
二
一
日
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日
本
学
術
会
議
政
治
学
委
員
会
・
多
文
化
市
民
意
識
研
究
セ
ン
タ
ー
共
催
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
司
会
「
市
民
教

育
―
市
民
・
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
政
策
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
〇
六
年　

一
月
二
八
日

Sym
posium

	on	Civil	Society	in	K
orea	and	Japan	

招
聘
講
演	

“Civil	Society	w
ith	Com

parative	
Perspective,	Sym

posium
	on	D

om
estic	and	International	Policies	in	A

sia

”,	D
ongseo	

U
niversity,	K

orea	

二
〇
〇
六
年　

三
月
一
四
日

Busan	Japan	Research	Forum

（
釜
山
日
本
研
究
フ
ォ
ー
ラ
ム
基
調
講
演
報
告
）	

“Problem
s	in	

Japanese	Politics
”,	Busan,	K

orea	

二
〇
〇
六
年　

三
月
一
五
日

二
〇
〇
六
年
度
公
共
選
択
学
会
研
究
会
座
長
「
選
挙
・
地
方
自
治
」、
京
都
大
学	

二
〇
〇
六
年　

七
月　

二
日

政
策
分
析
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
第
七
回
政
策
研
究
・
教
育
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
「
分
権
時
代
に
お
け
る
地
方
自
治

シ
ス
テ
ム
の
設
計
」
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
報
告
「
分
権
時
代
に
お
け
る
地
方
議
会
制
度
」、
城
西
大
学

（
東
京
紀
尾
井
町
キ
ャ
ン
パ
ス
）	

二
〇
〇
六
年　

九
月
二
四
日

第
七
回
日
本
政
治
研
究
学
会
司
会
「
セ
ッ
シ
ョ
ン
Ⅲ
：
投
票
・
政
治
参
加
」、
東
京
大
学	

二
〇
〇
六
年
一
一
月
一
八
日

二
〇
〇
六
年
度
多
文
化
市
民
意
識
研
究
セ
ン
タ
ー
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
報
告
「
争
点
態
度
投
票
と
業
績
評

価
投
票
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
〇
六
年
一
一
月
二
五
日

二
〇
〇
六
年
度
多
文
化
市
民
意
識
研
究
セ
ン
タ
ー
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
報
告
「
地
方
分
権
時
代
に
お
け
る

地
方
議
員
」（
共
同
報
告
）、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
〇
六
年
一
一
月
二
六
日

二
〇
〇
六
年
度
多
文
化
市
民
意
識
研
究
セ
ン
タ
ー
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
報
告
「
ア
ジ
ア
に
お
け
る
ト
ラ
ン

ス
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
の
形
成
」（
共
同
報
告
）、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
〇
六
年
一
一
月
二
六
日

A
nnual	Conference	of	K

orean	A
ssociation	of	Electoral	Studies

招
聘
講
演	

“Changing	Issue	
A

ttitudes	in	Japan

”,	Y
onsei	U

niversity,	K
orea	

二
〇
〇
六
年
一
二
月
二
〇
日

K
orean	A

ssociation	of	E
lectoral	Studies	&

	K
eio	U

niversity	21C
O

E
-C

C
C

	Joint	
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Sym

posium

討
論	

“Dem
ocracy	and	Com

parisons	of	Electoral	Culture	betw
een	K

orea	
and	Japan

”,	N
ew

	M
illennium

	H
all	at	Y

onsei	U
niversity	

二
〇
〇
六
年
一
二
月
二
〇
日

2006	K
eio	U

niversity	&
	Y

onsei	U
niversity	Joint	Sem

inar	

招
聘
講
演	

“What	is	the	Japanese	
Governm

ent?

”,	Y
onhee	Bldg.,	Y

onsei	U
niversity	

二
〇
〇
六
年
一
二
月
二
一
日

参
議
院
改
革
協
議
会
報
告
「
参
議
院
の
選
挙
制
度
改
革
」、
参
議
院	

二
〇
〇
六
年
一
二
月
二
五
日

第
四
回
地
方
分
権
懇
話
会
報
告
「
道
州
制
に
お
け
る
議
会
と
執
行
機
関
」、
広
島
大
学
東
千
田
キ
ャ
ン
パ

ス	

二
〇
〇
七
年　

一
月
一
九
日

Sym
posium

	on	Electoral	System
	in	East	A

sian	Countries	

招
聘
講
演	

“Changes	and	Continuity	
in	V

oting	Behavior	in	Japan	after	the	Changing	Electoral	System

”,	N
ational	Chengchi	

U
niversity,	T

aiw
an	

二
〇
〇
七
年　

五
月
二
六
日

第
八
回
日
本
政
治
研
究
学
会
討
論
「
セ
ッ
シ
ョ
ン
Ⅱ
：
投
票
行
動
の
二
次
デ
ー
タ
分
析
」、
東
京
大
学	

二
〇
〇
七
年　

六
月　

二
日

二
〇
〇
七
年
度
公
共
選
択
学
会
研
究
会
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
パ
ネ
リ
ス
ト
「
格
差
社
会
と
福
祉
シ
ス
テ
ム
の
公

共
選
択
」、
東
海
大
学	

二
〇
〇
七
年　

七
月　

七
日

二
〇
〇
七
年
度
公
共
選
択
学
会
研
究
会
座
長
「
選
挙
・
投
票
行
動
」、
東
海
大
学	

二
〇
〇
七
年　

七
月　

七
日

二
〇
〇
七
年
度
多
文
化
市
民
意
識
研
究
セ
ン
タ
ー
国
際
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
報
告
「
多
文
化
世
界
に
お
け
る

市
民
意
識
の
動
態
」、
慶
應
義
塾
大
学
日
吉
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
〇
七
年　

八
月　

八
日

日
本
学
術
会
議
政
治
学
委
員
会
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
司
会
「
学
術
・
軍
縮
・
人
道
」、
日
本
プ
レ
ス
セ
ン
タ
ー	

二
〇
〇
七
年　

九
月
二
二
日

日
本
政
治
学
会
二
〇
〇
七
年
度
研
究
大
会
司
会
「
現
代
日
本
政
治
過
程
の
実
証
分
析
」、
明
治
学
院
大
学	

二
〇
〇
七
年
一
〇
月　

八
日

T
he	International	C

onference	on	Local	Political	Perspectives	tow
ards	R

egional	
D

evelopm
ent	and	A

siaʼs	V
alues,	Graduate	School	of	Public	A

dm
inistration　

招
聘
講
演	

ʼLocal	A
ssem

blies	and	D
ecentralizationʼ,	D

ong-Eui	U
niversity,	Busan	K

orea	

二
〇
〇
七
年
一
〇
月
一
六
日
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A
nnual	Conference	of	K

orean	A
ssociation	of	Electoral	Studies　

招
聘
講
演	

“Issue	V
oting	

and	the	M
anifesto	Elections

”,	Sejong	U
niversity,	K

orea	

二
〇
〇
七
年
一
一
月
二
三
日

多
文
化
市
民
意
識
研
究
セ
ン
タ
ー
二
〇
〇
七
年
度
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
報
告
「
制
度
改
革
以
降
の
日
本
型

民
主
主
義
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
〇
七
年
一
一
月
二
四
日

日
本
学
術
会
議
第
一
部
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
司
会
「
二
一
世
紀
の
大
学
教
育
を
求
め
て
―
新
し
い
リ
ベ
ラ
ル
・

ア
ー
ツ
の
創
造
―
」、
中
京
大
学	

二
〇
〇
七
年
一
二
月　

一
日

ソ
ウ
ル
大
学
校
国
際
大
学
院
日
本
研
究
所
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
招
聘
講
演	

“Future	of	Japanese	
Politics

”（「
日
本
の
政
治
の
行
方
」）T

he	Center	for	Japanese	Studies,	Graduate	School	of	
International	A

ffairs,	Seoul	N
ational	U

niversity,	K
orea	

二
〇
〇
八
年　

三
月
一
九
日

K
orea-Japan	Future	Forum

招
聘
講
演	

“Japanese	Politics	and	Japan-K
orea	Relationship

”

（「
日
本
の
政
治
経
済
の
行
方
と
日
韓
関
係
」）K

orean	Cultural	Center,	K
orea

（
韓
国
ソ
ウ
ル
文

化
セ
ン
タ
ー
・
イ
ヨ
ン
ホ
ー
ル
）	

二
〇
〇
八
年　

三
月
一
九
日

中
央
大
学
研
究
開
発
機
構
・
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
大
学
院
大
学
主
催
学
術
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
招
聘
講
演
「
日

本
の
電
子
投
票
の
現
状
と
将
来
」、
中
央
大
学
後
楽
園
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
〇
八
年　

六
月
一
四
日

福
井
県
・
慶
應
義
塾
大
学
「
地
球
温
暖
化
環
境
貢
献
共
同
研
究
」
成
果
公
表
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
報
告
「
地
域

別
に
み
た
地
球
温
暖
化
対
策
の
効
果
測
定
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
〇
八
年
一
一
月
二
六
日

Conference	of	BK
21	in	Public	A

dm
inistration

招
聘
講
演　

”Electoral	Behavior	after	the	
Political	Reform

”,	Seoul	N
ational	U

niversity	

二
〇
〇
八
年
一
二
月　

五
日

International	Sym
posium

	of	G
C

O
E

-C
G

C
S:	G

overnance	in	C
ivil	Society

招
聘
講
演

“Governance	in	T
hree	Countries:	Japan,	K

orea	and	U
.S.

”	Keio	U
niversity	

二
〇
〇
九
年　

二
月
一
一
日

Conference	of	Election	Study	Center	

招
聘
講
演	

“Results	of	Com
parative	Survey	on	Electoral	
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System

	in	Japan,	U
S	and	K

orea

”　N
ational	Chengchi	U

niversity,	T
aiw

an	

二
〇
〇
九
年　

三
月
一
六
日

日
本
選
挙
学
会
二
〇
〇
九
年
度
研
究
会
司
会
「
共
通
論
題
：
海
外
の
選
挙
に
み
る
政
権
交
代
」、
同
志
社

大
学
今
出
川
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
〇
九
年　

五
月
一
六
日

International	Conference	on	Elections	in	T
aiw

an,	Japan	and	K
orea	under	the	M

ixed-
M

em
ber	Electoral	System

s　

招
聘
講
演	

“Changes	in	V
oting	Behavior	after	the	Electoral	

System
	Reform

	in	Japan

”,	（
共
同
報
告
）,	N

ational	Chengchi	U
niversity,	T

aiw
an	

二
〇
〇
九
年　

五
月
二
四
日

Chair	of	Panel	III	Changes	in	Local	A
utonom

y	and	Local	Politics,	International	
Conference	on	Elections	in	T

aiw
an,	Japan	and	K

orea	under	the	M
ixed-M

em
ber	

Electoral	System
s,	N

ational	Chengchi	U
niversity,	T

aiw
an	

二
〇
〇
九
年　

五
月
二
四
日

日
本
比
較
政
治
学
会
二
〇
〇
九
年
度
研
究
大
会
報
告
「
有
権
者
お
よ
び
若
年
層
の
政
治
参
加
」、
京
都
大

学
吉
田
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
〇
九
年　

六
月
二
二
日

Sem
inar	of	the	Graduate	School	of	Public	A

dm
inistration　

招
聘
講
演	

“An	A
nalysis	of	the	

2009	General	Election	in	Japan

”,	the	Seoul	N
ational	U

niversity	

二
〇
〇
九
年　

九
月
一
一
日

K
orea-Japan	Future	Forum

　

招
聘
講
演	
“Result	of	General	Election	in	Japan	and	the	

Future	of	Japanese	Politics

”,	K
orean	Cultural	Center,	K

orea	

二
〇
〇
九
年　

九
月
一
一
日

日
本
政
治
学
会
二
〇
〇
九
年
度
研
究
大
会
報
告
「
内
閣
業
績
評
価
と
投
票
行
動
」、
日
本
大
学
三
崎
町

キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
〇
九
年
一
〇
月
一
〇
日

日
本
政
治
学
会
二
〇
〇
九
年
度
研
究
大
会
討
論
「
市
民
社
会
に
お
け
る
シ
テ
ィ
ズ
ン
シ
ッ
プ
と
エ
ン
パ

ワ
ー
メ
ン
ト
」、
日
本
大
学
三
崎
町
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
〇
九
年
一
〇
月
一
一
日

T
he	K

orean	Political	Science	A
ssociationʼs	A

nnual	C
onference	2009	

招
聘
講
演	

“Retrospective	V
oting	in	Japanese	N

ational	Elections

”,	H
anyang	U

niversity,	K
orea	

二
〇
〇
九
年
一
二
月　

四
日
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Conference	of	T
he	Election	Study	Center　

招
聘
講
演	

“The	A
nalysis	of	the	2009	Election	

in	Japan

”,	N
ational	Chengchi	U

niversity	

二
〇
〇
九
年
一
二
月
一
二
日

福
井
県
将
来
ビ
ジ
ョ
ン
検
討
会
議
招
聘
講
演
「
都
市
と
地
方
の
連
携
―
地
域
間
再
配
分
に
つ
い
て
―
」、

福
井
県
庁	

二
〇
〇
九
年
一
二
月
一
七
日

T
he	International	Sym

posium
	of	GCO

E-CGCS

招
聘
講
演	

“An	A
nalysis	of	A

m
enities	in	

Japan

”	（
共
同
報
告
）,	K

eio	U
niversity	

二
〇
一
〇
年　

五
月　

六
日

日
本
工
学
会
二
〇
一
〇
年
度
講
演
会
招
聘
講
演
「
日
本
に
お
け
る
学
術
法
人
を
め
ぐ
る
法
改
正
に
つ
い

て
」、
建
築
会
館
大
ホ
ー
ル	

二
〇
一
〇
年　

四
月
二
三
日

二
〇
一
〇
年
度
聖
学
院
大
学
地
方
自
治
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
招
聘
講
演
「
日
本
政
治
の
展
望
と
課
題
」、
大
宮

ソ
ニ
ッ
ク
シ
テ
ィ	

二
〇
一
〇
年　

四
月
二
八
日

二
〇
一
〇
年
度
公
共
選
択
学
会
全
国
大
会
司
会
セ
ッ
シ
ョ
ン
Ａ
「
政
党
」、
慶
應
義
塾
大
学
湘
南
藤
沢

キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
〇
年　

六
月
二
六
日

T
he	Panel	on	T

he	Role	of	peacekeeping	O
perations　

司
会,	D

M
Z	Peace	Congress	by	

K
orean	A

ssociation	of	International	Studies,	Renaissance	Seoul	H
otel	

二
〇
一
〇
年　

八
月
一
三
日

二
〇
一
〇
年
度
日
本
政
治
学
会
報
告
「
二
〇
〇
九
年
政
権
交
代
に
お
け
る
民
意
の
反
映
」、
中
京
大
学
八

事
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
〇
年
一
〇
月
一
〇
日

神
奈
川
県
・
慶
應
義
塾
ロ
ー
カ
ル
デ
モ
ク
ラ
シ
ー
共
同
研
究
会
公
開
研
究
会
司
会
「
イ
ン
ベ
ス
ト
神
奈

川
・
受
動
喫
煙
防
止
対
策
・
模
擬
投
票
」、
神
奈
川
県
庁
大
会
議
場	

二
〇
一
〇
年
一
二
月　

四
日

神
奈
川
県
・
慶
應
義
塾
ロ
ー
カ
ル
デ
モ
ク
ラ
シ
ー
共
同
研
究
会
公
開
研
究
会
報
告
「
模
擬
投
票
」、
神
奈

川
県
庁
大
会
議
場	

二
〇
一
〇
年
一
二
月　

四
日

T
he	Session 2	on	Governance	and	Participation

司
会International	Sym

posium
	in	D

esigning	
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Governance	for	Civil	Society,	K

eio	U
niversity,	M

ita	Cam
pus	

二
〇
一
一
年　

二
月　

五
日

日
本
自
治
創
造
学
会
招
聘
講
演
「
日
本
政
治
の
現
状
と
課
題
―
国
と
地
方
の
視
点
か
ら
―
」、
都
市
セ
ン

タ
ー
ホ
テ
ル	

二
〇
一
一
年　

五
月
一
二
日

T
he	14th	Conference	of	the	Center	for	Japanese	Studies　

招
聘
講
演	

“The	Reconstruction	
in	Response	to	the	Great	East	Japan	Earthquake	and	Japan	Politics

”,	D
ongseo	

U
niversity,	Seoul	O

ffi
ce	of	the	Center	for	Japanese	Studies	

二
〇
一
一
年　

六
月　

九
日

2011	A
ES	International	Conference	of	T

he	Electoral	System
	and	the	Linkage	betw

een	
N

ational	Politics	and	Local	Politics:	Com
paring	the	Cases	of	Japan,	T

aiw
an,	and	K

orea

　

司
会	Electoral	System

s:	M
ethod,	A

w
areness,	and	Consequences,	H

otel	Riviera	
Y

useong,	D
aejeon,	K

orea	

二
〇
一
一
年　

六
月
一
〇
日

二
〇
一
一
年
度
日
本
比
較
政
治
学
会
研
究
大
会
司
会
「
新
し
い
社
会
リ
ス
ク
へ
の
対
応
―
比
較
の
中
の
日

本
―
」、
北
海
道
大
学
札
幌
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
一
年　

六
月
一
九
日

公
共
選
択
学
会
二
〇
一
一
年
度
大
会
討
論　

セ
ッ
シ
ョ
ン
Ａ
「
政
党
・
選
挙
」、
嘉
悦
大
学	

二
〇
一
一
年　

七
月　

二
日

Sym
posium

	of	

“Civil	society	w
ith	com

parative	perspective:	Japan	and	K
orea

”（
日
韓
学
術

交
流
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
市
民
社
会
の
日
韓
比
較
研
究
」
基
調
講
演
）	

“Issues	and	the	Future	of	
Politics	in	Japan

”（「
日
本
政
治
の
現
状
と
展
望
」）、T

he	Center	for	Japanese	Studies,	
D

ongseo	U
niversity,	Busan,	K

orea

（
東
西
大
学
日
本
研
究
所
、
韓
国
釜
山
広
域
市
）	

二
〇
一
一
年　

七
月
二
六
日

Sem
inar	for	Graduate	School	of	Public	A

dm
inistration,	

“Malfunctioning	D
em

ocracy	in	
Japan

”,	Seoul	N
ational	U

niversity	

二
〇
一
一
年　

八
月
二
六
日

日
本
政
治
学
会
二
〇
一
一
年
度
研
究
大
会
討
論　

共
通
論
題
「
政
権
交
代
の
政
治
学
」、
岡
山
大
学	

二
〇
一
一
年
一
〇
月

日
本
政
治
学
会
二
〇
一
一
年
度
研
究
大
会
司
会
「
投
票
参
加
研
究
に
お
け
る
マ
ル
チ
メ
ソ
ッ
ド
・
ア
プ
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ロ
ー
チ
」、
岡
山
大
学	

二
〇
一
一
年
一
〇
月

文
部
科
学
省
・
韓
国
国
務
総
理
室
経
済
人
文
社
会
研
究
会
共
催
日
韓
人
文
振
興
政
策
懇
談
会
―
リ
ス
ク
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
と
人
文
・
社
会
科
学
の
役
割
―　

招
聘
講
演
「
東
日
本
大
震
災
被
災
者
救
援
・
被
災
地
域

復
興
の
た
め
の
人
文
・
社
会
科
学
か
ら
の
提
言
」、
ソ
ウ
ル
、
韓
国	

二
〇
一
一
年
一
二
月　

二
日

慶
應
義
塾
大
学
東
ア
ジ
ア
研
究
所
現
代
韓
国
研
究
セ
ン
タ
ー
慶
應
義
塾
大
学
法
学
部
政
治
学
科
・
延
世
大

学
校
社
会
科
学
大
学
政
治
外
交
学
科
学
術
交
流
二
〇
周
年
記
念
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
二
〇
一
二
年
の
日
本

と
韓
国
」
招
聘
講
演
「
東
日
本
大
震
災
被
災
者
救
援
・
被
災
地
域
復
興
の
現
状
と
課
題
」、
慶
應
義
塾

大
学
三
田
キ
ャ
ン
パ
ス
北
館
ホ
ー
ル	

二
〇
一
一
年
一
二
月
二
二
日

聖
学
院
大
学
教
職
員
研
修
会
「
大
震
災
後
の
日
本
社
会
の
希
望
を
探
し
求
め
て
」
招
聘
講
演
「
大
震
災
復

興
の
現
状
と
課
題
」、
聖
学
院
大
学	

二
〇
一
二
年　

一
月　

七
日

科
学
技
術
振
興
機
構
ｅ
ジ
ャ
ー
ナ
ル
セ
ミ
ナ
ー
招
聘
講
演
「
論
文
電
子
公
開
と
学
協
会
の
社
会
的
役
割
」、

科
学
技
術
振
興
機
構
東
京
本
部	

二
〇
一
二
年　

一
月
一
九
日

慶
應
義
塾
大
学
市
民
社
会
ガ
バ
ナ
ン
ス
教
育
研
究
セ
ン
タ
ー
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
司
会
「Electoral	

System

」、
慶
應
義
塾
大
学
三
田
キ
ャ
ン
パ
ス
東
館
6
Ｆ
ラ
ボ	

二
〇
一
二
年　

二
月　

五
日

2012	Conference	of	M
idw

est	Political	Science	A
ssociation

報
告
“How

	W
estern	Rules	

Change	in	A
sia	to	D

rive	D
evelopm

ent	and	Build	T
rust

”,	（
共
同
報
告
）	Chicago,	U

.S.A
.	

二
〇
一
二
年　

四
月
一
四
日

科
学
技
術
振
興
機
構
ｅ
ジ
ャ
ー
ナ
ル
セ
ミ
ナ
ー
報
告
「
論
文
電
子
公
開
と
学
協
会
の
社
会
的
役
割
」、
チ

サ
ン
ホ
テ
ル
心
斎
橋	

二
〇
一
二
年　

二
月　

七
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
政
党
派
閥
と
選
挙
制
度
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
一
二
年　

四
月
一
〇
日

70th	A
nnual	M

idw
est	Political	Science	A

ssociation	

報
告	

“Karaoke	T
ogether	vs.	Bow

ling	
A

lone:	H
ow

	W
estern	Rules	Change	in	A

sia	to	D
rive	D

evelopm
ent	and	Build	T

rust

”,	
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（
共
同
報
告
）	Chicago	H

ilton	H
otel,	Chicago,	U

.S.A
.	

二
〇
一
二
年　

四
月
一
四
日

W
orkshop	of	Elections	in	T

aiw
an	and	Japan	under	the	M

ixed-M
em

ber	M
ajoritarian	

System

招
聘
講
演,	

“LD
Pʼs	Factions	under	the	SN

T
V

	and	M
M

M

”	（
共
同
報
告
）,	N

ational	
Chengchi	U

niversity,	T
aipei,	T

aiw
an	

二
〇
一
二
年　

四
月
二
〇
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
政
治
的
有
効
性
感
覚
の
比
較
研
究
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
一
二
年　

四
月
二
四
日

日
本
学
術
会
議
政
治
学
委
員
会
・
同
行
政
学
・
地
方
自
治
分
科
会
主
催
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
大
都
市
改
革
の

新
た
な
展
開
」
パ
ネ
リ
ス
ト
、
日
本
学
術
会
議
講
堂	

二
〇
一
二
年　

五
月
一
二
日

日
本
選
挙
学
会
二
〇
一
二
年
度
研
究
会
共
通
論
題
「
議
員
定
数
不
均
衡
問
題
を
考
え
る
」
報
告
「
議
員
定

数
不
均
衡
に
よ
る
民
主
主
義
の
機
能
不
全
―
政
治
学
の
立
場
か
ら
」、
筑
波
大
学	

二
〇
一
二
年　

五
月
一
九
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
民
主
主
義
概
念
ｖ
ｓ
熟
議
概
念
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
一
二
年　

六
月
二
四
日

日
本
比
較
政
治
学
会
二
〇
一
二
年
度
研
究
大
会
司
会
「
先
進
諸
国
に
お
け
る
選
挙
と
「
投
票
率
」
を
め
ぐ

る
課
題
」、
日
本
大
学
法
学
部	

二
〇
一
二
年　

六
月
二
四
日

公
共
選
択
学
会
二
〇
一
二
年
度
大
会
共
通
セ
ッ
シ
ョ
ン
「
民
主
主
義
の
「
質
」
と
制
度
改
革
」
報
告
「
民

主
主
義
の
「
質
」
と
代
議
制
」、
専
修
大
学
神
田
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
二
年　

六
月
三
〇
日

公
共
選
択
学
会
二
〇
一
二
年
度
大
会
司
会
「
熟
議
民
主
主
義
の
理
論
と
実
証
」、
専
修
大
学
神
田
校
舎	

二
〇
一
二
年　

七
月　

一
日

日
本
学
術
会
議
主
催
学
術
フ
ォ
ー
ラ
ム
「
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
産
業
・
雇
用
復
興
支
援
」
司
会
、
日
本

学
術
会
議
講
堂	

二
〇
一
二
年　

七
月　

三
日

朝
日
新
聞
ア
ジ
ア
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
東
亜
日
報
平
和
財
団
・
中
国
現
代
国
際
関
係
研
究
院
・
慶
應
義
塾
大

学
市
民
社
会
に
お
け
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
教
育
研
究
セ
ン
タ
ー
共
同
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム　

報
告
「
市
民
社

会
に
お
け
る
民
主
主
義
の
機
能
不
全
」、
慶
應
義
塾
大
学
三
田
キ
ャ
ン
パ
ス
東
館	

二
〇
一
二
年　

七
月　

七
日

神
奈
川
シ
テ
ィ
ズ
ン
シ
ッ
プ
研
究
会　

報
告
「
東
日
本
大
震
災
復
興
に
み
る
民
主
主
義
の
機
能
不
全
」、
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地
球
市
民
プ
ラ
ザ	

二
〇
一
二
年　

七
月
一
四
日

日
本
学
術
会
議
第
一
部
公
開
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
東
日
本
大
震
災
復
校
の
道
筋
と
今
後
の
日
本
社
会
」
報
告

「
産
業
振
興
・
就
業
支
援
分
科
会
提
言
を
踏
ま
え
て
」、
京
都
大
学
北
部
総
合
教
育
研
究
セ
ン
タ
ー	

二
〇
一
二
年　

七
月
二
八
日

日
本
政
治
学
会
二
〇
一
二
年
度
研
究
大
会
報
告
セ
ッ
シ
ョ
ン
「
政
治
学
の
再
構
築
へ
：
新
た
な
課
題
に
応

え
て
」
報
告
「
現
実
政
治
と
政
治
学
」、
九
州
大
学
伊
都
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
二
年
一
〇
月　

六
日

Session	of	the	IA
C/SCJ	International	Conference	on	the	Im

pact	of	the	N
uclear	Plant	

A
ccident	

司
会T

hem
e:	W

hat	w
e	learned	from

	the	N
uclear	Plant	A

ccident	and	the	
Roles	of	Science	A

cadem
ies	in	the	W

orld	on	O
ccasions	of	Severe	A

ccidents,	Science	
Council	of	Japan	

二
〇
一
二
年
一
〇
月
一
〇
日

日
本
学
術
会
議
脱
タ
バ
コ
社
会
の
実
現
分
科
会
主
催
、
日
本
臨
床
医
療
福
祉
協
議
会
・
第
一
〇
回
日
本
臨

床
医
療
福
祉
学
会
・
公
益
財
団
法
人
国
際
口
腔
医
療
財
団
共
催
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
招
聘
講
演
「
受
動
喫
煙

防
止
の
先
進
事
例
」、
京
都
市
、
国
立
京
都
国
際
会
館	

二
〇
一
二
年
一
一
月
二
四
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
報
告
「
東
日
本
大
震
災
復
興
支
援
の
現
状
と
課
題
」、
慶
應
義
塾

大
学	

二
〇
一
二
年
一
二
月　

三
日

長
野
県
平
成
二
四
年
度
男
女
共
同
参
画
推
進
県
民
大
会
招
聘
講
演
「
政
治
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
を
推

進
す
る
方
策
」、
岡
谷
市
、
長
野
県
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー	

二
〇
一
二
年
一
二
月　

八
日

International	A
cadem

ic	Conference	on	Civil	Society	w
ith	Graduate	School	of	Public	

A
dm

inistration,	Seoul	N
ational	U

niversity	and	Center	of	Governance	for	Civil	Society

　

司
会	K

eio	U
niversity,	M

ita,	T
okyo	

二
〇
一
三
年　

一
月
二
九
日

T
he	2013	A

sian	Electoral	Studies	International	Conference	on	the	M
M

M
	System

	under	
D

ebates.	Panel	on	V
oting	Behavior	under	the	M

M
M

	Electoral	System
s	

司
会N

ational	
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Chengchi	U

niversity,	T
aipei,	T

aiw
an	

二
〇
一
三
年　

三
月
三
〇
日

T
he	2013	A

sian	Electoral	Studies	International	Conference	on	the	M
M

M
	System

	under	
D

ebates.　

招
聘
講
演	

“The	Q
uality	of	D

em
ocracy	and	the	A

lternative	Electoral	System
	

to	the	M
M

M

”,	N
ational	Chengchi	U

niversity,	T
aipei,	T

aiw
an	

二
〇
一
三
年　

三
月
三
〇
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
報
告	

“The	Q
uality	of	D

em
ocracy	and	the	A

lternative

”、

慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
一
三
年　

四
月
一
五
日

日
本
学
術
会
議
健
康
・
生
活
科
学
委
員
会
歯
学
委
員
会
合
同
脱
タ
バ
コ
社
会
の
実
現
分
科
会
・
公
益
財
団

法
人
国
際
口
腔
医
療
財
団
主
催
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
招
聘
講
演
「
受
動
喫
煙
防
止
の
先
進
事
例
」、
福
島
県

郡
山
市	

二
〇
一
三
年　

五
月
二
六
日

日
本
国
際
政
治
学
会
・
日
本
学
術
会
議
政
治
学
委
員
会
・
同
国
際
政
治
分
科
会
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
グ
ロ
ー

バ
ル
化
に
お
け
る
『
パ
ワ
ー
シ
フ
ト
』
へ
の
対
応
」
総
括
コ
メ
ン
テ
ー
タ
ー
、
日
本
学
術
会
議
講
堂	

二
〇
一
三
年　

六
月　

八
日

日
本
政
治
学
会
二
〇
一
三
年
度
研
究
大
会
司
会
「
低
投
票
率
を
問
題
と
し
て
ど
う
と
ら
え
る
か
」、
北
海

学
園
大
学	

二
〇
一
三
年　

九
月
一
三
日

日
本
政
治
学
会
二
〇
一
三
年
度
研
究
大
会
討
論
共
通
論
題
「
社
会
科
学
と
し
て
の
政
治
学
の
有
効
性
」、

北
海
学
園
大
学	

二
〇
一
三
年　

九
月
一
三
日

日
本
政
治
学
会
二
〇
一
三
年
度
研
究
大
会
報
告
「
有
権
者
意
識
の
継
続
と
変
化
」、
北
海
学
園
大
学	

二
〇
一
三
年　

九
月
一
四
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
市
民
意
識
の
日
韓
比
較
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
一
三
年
一
一
月
一
八
日

公
共
選
択
学
会
二
〇
一
三
年
度
大
会
討
論
「「
第
三
極
」
の
ゆ
く
え
―
二
〇
一
三	

年
参
院
選
に
お
け
る
有

権
者
の
投
票
行
動
―
」、
駒
澤
大
学
深
沢
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
三
年
一
一
月
二
三
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会	

“Three	T
ypes	of	D

em
ocracy

”、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
一
三
年
一
二
月　

二
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
政
治
的
有
効
性
感
覚
の
計
量
分
析
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
一
三
年
一
二
月
一
六
日
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日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
熟
議
民
主
主
義
の
政
治
過
程
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
一
四
年　

一
月　

六
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会	

“The	D
em

ocratic	System
	and	Political	Effi

cacy

”、

慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
一
四
年　

一
月
三
一
日

A
nnual	Conference	of	A

m
erican	Society	of	Public	A

dm
inistration　

報
告	

“Bureaucratic	
A

ftershock	Governance	Failures	after	the	Great	East	Japan	Earthquake

”,	（
共
同
報
告
）,	

W
ashington	D

C,	U
.S.A

.	

二
〇
一
四
年　

三
月
一
七
日

Sem
inar	of	Inha	U

niversity	

招
聘
講
演	

“Is	D
em

ocracy	W
orking?:	the	Q

uality	of	D
em

ocracy	
and	E

lectoral	System
”,	International	C

onference	R
oom

,	C
entral	Library,	Inha	

U
niversity,	Incheon,	K

orea	

二
〇
一
四
年　

三
月
二
八
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
地
方
分
権
化
以
降
の
地
方
議
会
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
一
四
年　

四
月
二
八
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
地
方
政
府
の
立
法
的
生
産
性
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
一
四
年　

六
月
二
三
日

日
本
比
較
政
治
学
会
二
〇
一
四
年
度
研
究
大
会
報
告
「
日
本
の
代
議
制
民
主
主
義
の
機
能
に
関
す
る
分

析
」、
東
京
大
学
本
郷
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
四
年　

六
月
二
八
日

Public	M
anagem

ent	Research	Conference　

司
会	
“Trust	in	Governm

ent:	International	
Perspectives

”,	Seoul	N
ational	U

niversity,	Seoul,	K
orea	

二
〇
一
四
年　

七
月　

一
日

Public	M
anagem

ent	Research	Conference　

招
聘
講
演	
“The	Q

uality	of	Governance	and	
the	A

lternative	Electoral	System
	to	the	M

M
M

”,	Seoul	N
ational	U

niversity,	Seoul,	
K

orea	

二
〇
一
四
年　

七
月　

一
日

新
潟
県
・
新
潟
市
主
催
「
地
方
分
権
推
進
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
」
招
聘
講
演
「
地
方
分
権
改
革
と
自
治
体
運
営

～
新
潟
州
構
想
の
意
義
と
役
割
～
」、
朱
鷺
メ
ッ
セ
メ
イ
ン
ホ
ー
ル	

二
〇
一
四
年　

七
月
二
四
日

日
本
学
術
会
議
・
文
部
科
学
省
・
日
本
学
術
振
興
会
・
科
学
技
術
振
興
機
構
学
術
フ
ォ
ー
ラ
ム
「
研
究
倫
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理
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
招
聘
講
演
「
研
究
倫
理
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム　

総
論
」、
日
本
学
術
会
議
講
堂	

二
〇
一
四
年　

七
月
二
九
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
選
挙
動
員
と
信
頼
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
一
四
年　

九
月
二
九
日

日
本
政
治
学
会
二
〇
一
四
年
度
研
究
大
会　

共
通
論
題
「
政
治
改
革
以
降
の
日
本
政
治
の
変
容
～
二
〇
年

後
に
み
る
政
治
改
革
の
意
義
」
報
告
「
代
議
制
民
主
主
義
の
変
容
と
課
題
」、
早
稲
田
大
学
早
稲
田

キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
四
年
一
〇
月
一
一
日

日
本
政
治
学
会
二
〇
一
四
年
度
研
究
大
会
司
会	

「
政
権
交
代
期
に
お
け
る
有
権
者
の
政
治
意
識
と
投
票
行

動
」、
早
稲
田
大
学
早
稲
田
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
四
年
一
〇
月
一
二
日

2014	A
ES	International	Conference:	T

he	Electoral	System
	and	V

oting	Behavior-	
Com

par ing	Japan,	T
aiw

an ,	and	K
orea	

司
会	Panel	on	N

ew
	Issues	in	East	A

sian	Elections,	
Sogang	U

niversity,	Seoul,	K
orea	

二
〇
一
四
年
一
〇
月
一
八
日

東
京
大
学
研
究
倫
理
教
育
セ
ミ
ナ
ー
招
聘
講
演
「
科
学
の
健
全
性
向
上
の
た
め
に
」、
東
京
大
学
小
柴

ホ
ー
ル	

二
〇
一
四
年
一
〇
月
二
一
日

中
京
大
学
第
二
回
研
究
倫
理
講
演
会
招
聘
講
演
「
研
究
健
全
化
と
研
究
倫
理
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
」、
中
京

大
学
名
古
屋
キ
ャ
ン
パ
ス
・
ヤ
マ
テ
ホ
ー
ル	

二
〇
一
四
年
一
一
月
一
一
日

「
子
ど
も
の
幸
福
度
」
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
報
告
「
子
ど
も
の
幸
福
を
計
る
―
都
道
府
県
比
較
―
」、
慶
應
義
塾

大
学
三
田
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
四
年
一
二
月
二
二
日

「
子
ど
も
の
幸
福
度
」
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
報
告
「
子
ど
も
の
幸
福
を
も
た
ら
す
も
の
」（
共
同
報
告
）、
慶
應

義
塾
大
学	

二
〇
一
四
年
一
二
月
二
二
日

「
子
ど
も
の
幸
福
度
」
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
司
会
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
一
四
年
一
二
月
二
二
日

日
本
学
術
会
議
主
催
学
術
フ
ォ
ー
ラ
ム
「
科
学
研
究
に
お
け
る
健
全
性
の
向
上
―
研
究
活
動
に
お
け
る
研

究
不
正
へ
の
対
応
等
に
お
け
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
へ
の
対
応
」
招
聘
講
演
「
オ
ー
サ
ー
シ
ッ
プ
と
二
重
投



405

小林良彰教授略歴・主要研究業績

稿
」、
日
本
学
術
会
議
講
堂	

二
〇
一
五
年　

二
月　

五
日

日
本
学
術
会
議
主
催
学
術
フ
ォ
ー
ラ
ム
「
科
学
研
究
に
お
け
る
健
全
性
の
向
上
―
研
究
活
動
に
お
け
る
研

究
不
正
へ
の
対
応
等
に
お
け
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
へ
の
対
応
」
司
会
・
総
合
討
論
、
日
本
学
術
会
議
講
堂	

二
〇
一
五
年　

二
月　

五
日

日
本
生
態
学
会
第
六
二
回
大
会
招
聘
講
演
「
研
究
健
全
化
へ
の
日
本
学
術
会
議
の
取
り
組
み
」、
鹿
児
島

大
学
郡
元
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
五
年　

三
月
二
一
日

第
九
四
回
公
共
選
択
学
会
研
究
会
司
会
「
国
際
政
治
変
動
の
新
局
面
を
ど
う
捉
え
る
か
」、
拓
殖
大
学
文

京
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
五
年　

六
月
二
七
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
討
論
「
政
治
過
程
の
実
証
分
析
」、
関
西
大
学
高
槻
ミ
ュ
ー
ズ

キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
五
年　

七
月
一
一
日

日
本
政
治
学
会
報
告
「
マ
ル
チ
メ
ソ
ッ
ド
に
よ
る
意
識
調
査
の
比
較
分
析
」、
千
葉
大
学
西
千
葉
キ
ャ
ン

パ
ス	

二
〇
一
五
年
一
〇
月
一
一
日

T
he	2015	A

ES	International	Conference:	T
he	Electoral	System

	and	V
oting	Behavior-	

Com
paring	Japan,	T

aiw
an,	and	K

orea	
司
会	Panel	1:	N

ew
	Issues	in	East	A

sian	Elections,	
K

eio	U
niversity	

二
〇
一
五
年
一
〇
月
二
四
日

ふ
く
い
創
生
・
人
口
減
少
対
策
推
進
大
会
招
聘
講
演
「「
福
井
の
幸
福
」
に
よ
る
「
福
井
の
創
生
」」、
福

井
県
民
ホ
ー
ル	

二
〇
一
五
年
一
一
月　

二
日

公
共
選
択
学
会
司
会
「
地
方
政
治
」、
明
海
大
学	

二
〇
一
五
年
一
一
月
二
一
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
政
治
過
程
の
計
量
分
析
」、
慶
應
義
塾
大
学	

二
〇
一
五
年
一
二
月
二
六
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
報
告
「
社
会
科
学
デ
ー
タ
・
ア
ー
カ
イ
ヴ
の
構
築
」、
慶
應
義
塾

大
学	

二
〇
一
五
年
一
二
月
二
六
日

日
本
選
挙
学
会
研
究
大
会
共
通
論
題　

討
論
「
一
八
歳
選
挙
権
」、
日
本
大
学
法
学
部	

二
〇
一
六
年　

五
月
一
四
日
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日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
報
告
「
地
方
交
付
税
改
革
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
」、
東
京
大
学

法
学
部	

二
〇
一
六
年　

六
月　

四
日

九
州
ル
ー
テ
ル
学
院
大
学
グ
ロ
ー
バ
ル
ス
タ
デ
ィ
ー
ズ
招
聘
講
演
「
世
界
の
中
の
日
本
の
課
題
」、
九
州

ル
ー
テ
ル
学
院
大
学	

二
〇
一
六
年　

六
月
一
三
日

日
本
学
術
会
議
政
治
過
程
分
科
会
公
開
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム　

報
告
「
若
年
有
権
者
の
政
治
意
識
と
模
擬
投
票

の
効
果
」、
明
治
大
学
駿
河
台
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
六
年　

六
月
一
八
日

N
eubauer	Collegium

報
告　

”Scenes	of	D
em

ocracy	in	Japan

”,	T
he	N

eubauer	Center,	the	
U

niversity	of	Chicago	

二
〇
一
六
年　

六
月
二
二
日

ソ
ウ
ル
大
学
行
政
学
大
学
院
特
別
セ
ミ
ナ
ー
招
聘
講
演	

“Dem
ocracy	in	Japan

”,	T
he	Graduate	

School	of	Seoul	N
ational	U

niversity	

二
〇
一
六
年　

八
月
一
八
日

日
本
政
治
学
会
司
会
「
代
議
制
民
主
主
義
の
実
証
分
析
」、
立
命
館
大
学
茨
木
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
六
年
一
〇
月　

一
日

T
he	2016	A

sian	Electoral	Studies	Conference　

司
会	

“Party	System
	and	Parliam

entary	
Election

”,	Election	Study	Center	of	N
ational	Chengchi	U

niversity,	T
aipei,	T

aiw
an	

二
〇
一
六
年
一
〇
月
二
九
日

T
he	2016	A

sian	Electoral	Studies	Conference
討
論,	

“Electoral	Institutions,	State	Subsidy	
Rules,	and	Party	System

	in	T
aiw

an:	Evidence	at	the	D
istrict	Level

”,	Election	Study	
Center	of	N

ational	Chengchi	U
niversity,	T

aipei,	T
aiw

an	

二
〇
一
六
年
一
〇
月
二
九
日

日
本
学
術
会
議
社
会
学
委
員
会
ジ
ェ
ン
ダ
ー
政
策
分
科
会
「
女
性
参
政
権
七
〇
周
年　

ジ
ェ
ン
ダ
ー
の
視

点
か
ら
選
挙
制
度
を
問
う
」
招
聘
講
演
「
政
治
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
を
推
進
す
る
方
策
」、
日
本

学
術
会
議
講
堂	

二
〇
一
六
年
一
一
月
一
二
日

日
本
学
術
会
議
政
治
学
委
員
会
政
治
過
程
分
科
会
・
慶
應
義
塾
大
学
創
造
ク
ラ
ス
タ
ー
「
多
言
語
検
索
型

社
会
デ
ー
タ
・
ア
ー
カ
イ
ヴ
の
創
造
と
利
用
」・
科
研
費
特
別
推
進
Ｊ
Ｅ
Ｓ
Ｖ
主
催
公
開
シ
ン
ポ
ジ
ウ
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ム
報
告
「
多
言
語
検
索
型
社
会
デ
ー
タ
・
ア
ー
カ
イ
ヴ
の
開
発
」、
慶
應
義
塾
大
学
北
館
ホ
ー
ル	

二
〇
一
六
年
一
二
月　

二
日

日
本
学
術
会
議
政
治
過
程
分
科
会
公
開
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
・
慶
應
義
塾
大
学
創
造
ク
ラ
ス
タ
ー
「
多
言
語
検

索
型
社
会
デ
ー
タ
・
ア
ー
カ
イ
ヴ
の
創
造
と
利
用
」・
科
研
費
特
別
推
進
Ｊ
Ｅ
Ｓ
Ｖ
主
催
公
開
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
報
告
「
参
院
選
に
み
る
若
年
有
権
者
の
投
票
行
動
」、
明
治
大
学
駿
河
台
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
六
年
一
二
月
一
〇
日

関
西
大
学
法
学
研
究
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
現
代
日
本
に
お
け
る
ジ
ェ
ン
ダ
ー
と
政
治
」
招
聘
講
演
「
政
治
に

お
け
る
ジ
ェ
ン
ダ
ー
と
選
挙
制
度
」、
関
西
大
学
千
里
山
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
七
年　

二
月
二
〇
日

International	Conference	on	Public	A
dm

inistration	in	K
orea	and	Japan	by	GSPA

-SN
U

	&
	

CCS-ICCS　

司
会
、
慶
應
義
塾
大
学
三
田
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
七
年　

二
月
二
三
日

九
州
ル
ー
テ
ル
学
院
大
学
グ
ロ
ー
バ
ル
ス
タ
デ
ィ
ー
ズ
招
聘
講
演
「
世
界
の
民
主
主
義
」、
九
州
ル
ー
テ

ル
学
院
大
学	

二
〇
一
七
年　

六
月
一
九
日

T
he	2017	W

orld	Congress	of	K
orean	Politics	and	Society

招
聘
講
演	

“Westm
inster	System

	
V

ersus	Consensus	M
odel

”,	Y
osei	U

niversity	

二
〇
一
七
年　

六
月
二
四
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
討
論
、
愛
知
学
院
大
学
名
城
公
園
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
七
年　

七
月
一
五
日

日
本
政
治
学
会
研
究
大
会
報
告
「
政
治
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
要
因
と
効
果
」、
法
政
大
学
市
ヶ
谷

キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
七
年　

九
月
二
三
日

日
本
政
治
学
会
研
究
大
会
討
論
「
選
挙
制
度
の
効
果
」、
法
政
大
学
市
ヶ
谷
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
七
年　

九
月
二
四
日

福
井
市
幹
部
職
員
研
修
会
報
告
（
招
聘
）「
地
方
創
生
の
現
状
と
課
題
」、
福
井
市
企
業
局
大
ホ
ー
ル	

二
〇
一
七
年
一
〇
月　

四
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
排
外
意
識
の
国
際
比
較
分
析
」、
慶
應
義
塾
大
学
日
吉

キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
七
年
一
〇
月
一
三
日

T
he	A

sian	Electoral	Studies	Conference　

司
会	

“Public	O
pinion	and	Participation	in	East	

A
sia

”,	O
akw

ood	H
otel,	Inchon,	K

orea	

二
〇
一
七
年
一
〇
月
二
八
日
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公
共
選
択
学
会
第
二
一
回
大
会
報
告
「
地
方
創
生
と
人
口
減
少
対
策
」、
関
西
学
院
大
学	

二
〇
一
七
年
一
一
月
一
八
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
報
告
「
日
本
の
科
学
技
術
政
策
の
現
状
と
課
題
」、
慶
應
義
塾
大

学
日
吉
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
七
年
一
一
月
二
四
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会	

“Old	and	N
ew

	D
irections	in	M

ultilevel	Party	
Politics

”、
慶
應
義
塾
大
学
日
吉
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
七
年
一
〇
月
一
三
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
主
観
的
幸
福
の
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
パ
ラ
ド
ッ
ク
ス
」、
慶
應

義
塾
大
学
日
吉
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
七
年
一
二
月
二
二
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
政
党
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
の
研
究
」、
慶
應
義
塾
大
学
日
吉

キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
八
年　

一
月
一
二
日

T
he	special	lecture	of	the	BK

-21Plus	Program
	at	the	Graduate	School	of	Public	

A
dm

inistration,	Seoul	N
ational	U

niversity	

招
聘
講
演	

“Functional	D
eficiency	of	D

em
ocracy-

Is	D
em

ocracy	W
orking	in		D

eveloped	Countries?-

”,	the	Graduate	School	of	Public	
A

dm
inistration,	Seoul	N

ational	U
niversity,	Seoul,	K

orea	

二
〇
一
八
年　

二
月
二
一
日

政
治
関
連
デ
ー
タ
・
ア
ー
カ
イ
ヴ
の
構
築
と
拡
充
及
び
多
言
語
検
索
型
社
会
デ
ー
タ
・
ア
ー
カ
イ
ヴ
の
創

造
と
利
用
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
報
告
「
中
国
国
勢
調
査
デ
ー
タ
に
よ
る
高
齢
者
福
祉
政
策
の
分
析
」、
慶

應
義
塾
大
学	

二
〇
一
八
年　

二
月
二
三
日

Ｋ
Ｅ
Ｇ
Ｒ
Ｉ
ク
ラ
ス
タ
ー
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
研
究
報
告
会
報
告
「
多
言
語
検
索
型
社
会
デ
ー
タ
・
ア
ー

カ
イ
ヴ
の
創
造
と
利
用
」、
慶
應
義
塾
大
学
三
田
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
八
年　

三
月
二
八
日

日
本
政
治
学
会
現
代
政
治
過
程
フ
ォ
ー
ラ
ム
報
告
「Q

uality	of	D
em

ocracy-Is	D
em

ocracy	
W

orking	in	D
eveloped	Countries?

」、
青
山
学
院
大
学	

二
〇
一
八
年　

五
月
一
九
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
報
告
「
日
本
と
ア
ジ
ア
の
大
学
改
革
」、
慶
應
義
塾
大
学
三
田
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キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
八
年　

五
月
二
八
日

日
本
学
術
振
興
会
「
デ
ー
タ
基
盤
の
整
備
に
よ
る
日
本
の
社
会
科
学
振
興
―
人
文
学
・　

社
会
科
学
デ
ー

タ
イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
構
築
を
め
ざ
し
て
」
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
報
告
「
社
会
科
学
デ
ー
タ
・
ア
ー

カ
イ
ヴ
の
構
築
」、
一
橋
講
堂	

二
〇
一
八
年　

七
月　

一
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「If	you	can	be	reborn,	W

hat	is	your	desirable	
distribution?

」、
慶
應
義
塾
大
学
日
吉
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
八
年
一
〇
月　

五
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
報
告
「M

alfunctioning	D
em

ocracy

」、
慶
應
義
塾
大
学
日
吉

キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
八
年
一
〇
月　

五
日

日
本
政
治
学
会
研
究
大
会
司
会
「
サ
ブ
ナ
シ
ョ
ナ
ル
レ
ベ
ル
の
政
治
過
程
に
お
け
る
垂
直
的
効
果
と
水
平

的
効
果
」、
関
西
大
学
千
里
山
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
八
年
一
〇
月
一
四
日

明
治
大
学
大
学
院
政
治
経
済
研
究
科
招
聘
講
演
「
代
議
制
民
主
主
義
の
「
質
」
の
比
較
研
究
」、
明
治
大

学	

二
〇
一
八
年
一
〇
月
二
〇
日

International	Sym
posium

	of	Electoral	Studies	

報
告　

”Quality	of	D
em

ocracy

”,	K
eio	

U
niversity	

二
〇
一
八
年
一
〇
月
二
六
日

T
he	2018	A

sian	Electoral	Studies	Conference	

司
会
、K

eio	U
niversity	

二
〇
一
八
年
一
〇
月
二
七
日

T
he	2018	A

sian	Electoral	Studies	Conference	

報
告	

“Changing	Legislature,	Changing	Politics	
Q

uotas,	Electoral	System
s,	and	Political	Representation

”,（
共
同
報
告
）K

eio	U
niversity	

二
〇
一
八
年
一
〇
月
二
七
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
政
治
過
程
の
実
証
分
析
」、
慶
應
義
塾
大
学
日
吉
キ
ャ
ン

パ
ス	

二
〇
一
八
年
一
一
月　

二
日

厦
門
大
学
招
聘
講
演
「M

alfunctioning	Representative	D
em

ocracy	and	Social	W
elfare

」、
中

国
厦
門
大
学	

二
〇
一
八
年
一
一
月
二
六
日
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日
本
公
共
選
択
学
会
大
会
報
告
「
代
議
制
民
主
主
義
の
機
能
に
関
す
る
計
量
分
析
」、
横
浜
商
科
大
学
つ

る
み
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
八
年
一
二
月　

一
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
研
究
力
の
計
量
分
析
」、
慶
應
義
塾
大
学
日
吉
キ
ャ
ン
パ

ス	

二
〇
一
八
年
一
二
月　

七
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
報
告
「
面
接
調
査
に
代
替
し
得
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
調
査
方
法
の

開
発
」、
慶
應
義
塾
大
学
日
吉
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
八
年
一
二
月　

七
日

日
本
学
術
会
議
政
治
過
程
分
科
会
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
討
論
「
議
院
内
閣
制
」、
明
治
大
学
駿
河
台
キ
ャ
ン
パ

ス	

二
〇
一
八
年
一
二
月　

八
日

放
送
文
化
研
究
所
世
論
調
査
部
報
告
「
面
接
調
査
に
代
替
し
得
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
調
査
方
法
の
開
発
」、

日
本
放
送
協
会
放
送
文
化
研
究
所	

二
〇
一
八
年
一
二
月
二
一
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
自
治
体
の
議
会
定
員
に
関
す
る
分
析
」、
慶
應
義
塾
大
学

日
吉
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
九
年　

一
月
二
五
日

Joint	Conference	betw
een	Program

	for	Strengthen	International	Collaborative	Research

（B

）,	Grants-in-A
id	for	Scientific	Research	by	M

inistry	of	Education	and	GSPA
,	Seoul	

N
ational	U

niversity	

司
会
、Graduate	School	of	Public	A

dm
inistration,	Seoul	N

ational	
U

niversity	

二
〇
一
九
年　

二
月
一
二
日

Joint	Conference	betw
een	Program

	for	Strengthen	International	Collaborative	Research

（B

）,	Grants-in-A
id	for	Scientific	Research	by		M

inistry	of	Education	and	GSPA
,	Seoul	

N
ational	U

niversity

報
告　

”Quality	of	Governance	at	national	level

”,	Graduate	School	
of	Public	A

dm
inistration,	Seoul	N

ational	U
niversity	

二
〇
一
九
年　

二
月
一
二
日

韓
国
東
西
大
学
東
西
サ
ラ
ン
バ
ン
報
告
「
日
本
の
政
治
・
経
済
」、
韓
国
東
西
大
学
日
本
研
究
所
（
ソ
ウ
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ル
オ
フ
ィ
ス
）	

二
〇
一
九
年　

二
月
一
三
日

日
本
政
治
学
会
日
本
政
治
過
程
研
究
会
司
会
「
地
域
主
義
と
公
務
員
意
識
に
関
す
る
分
析
」、
慶
應
義
塾

大
学	

二
〇
一
九
年　

二
月
二
三
日

International	Sym
posium

	of	Social	Sciences	in	East	A
sia

司
会
、K

eio	U
niversity	

二
〇
一
九
年　

六
月
二
二
日

日
本
政
治
学
会
研
究
大
会
報
告
「
サ
ー
ベ
イ
デ
ー
タ
に
よ
る
日
本
の
社
会
意
識
の
分
析
：
面
接
調
査
に
代

替
す
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
調
査
方
法
の
開
発
」、
成
蹊
大
学	

二
〇
一
九
年
一
〇
月　

五
日

日
本
学
術
会
議
オ
ー
プ
ン
サ
イ
エ
ン
ス
の
深
化
と
推
進
に
関
す
る
検
討
委
員
会
報
告
「
社
会
科
学
に
お
け

る
デ
ー
タ
・
ア
ー
カ
イ
ヴ
の
構
築
」、
日
本
学
術
会
議	

二
〇
一
九
年
一
〇
月
三
一
日

日
本
学
術
会
議
政
治
学
委
員
会
政
治
過
程
分
科
会
公
開
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
政
治
へ
の
「
参
画
障
壁
」
を
い

か
に
乗
り
越
え
る
か
」
報
告
「
政
治
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
要
因
と
効
果
」、
明
治
大
学
駿

河
台
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
一
九
年
一
二
月
二
一
日

慶
應
義
塾
大
学
大
学
院
シ
ス
テ
ム
デ
ザ
イ
ン
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
究
科
報
告
「
デ
ー
タ
・
ア
ー
カ
イ
ヴ
構

築
と
社
会
科
学
の
パ
ラ
ダ
イ
ム
シ
フ
ト
」、
慶
應
義
塾
大
学
日
吉
キ
ャ
ン
パ
ス	

二
〇
二
〇
年　

一
月
一
一
日

Joint	Conference	betw
een	Program

	for	Strengthen	International	Collaborative	Research

（B

）,	Grants-in-A
id	for	Scientific	Research	by	M

inistry	of	Education	and	GSPA
,	Seoul	

N
ational	U

niversity

司
会Graduate	School	of	Public	A

dm
inistration,	Seoul	N

ational	
U

niversity	

二
〇
二
〇
年　

二
月
二
一
日

六
、
特　

許

特
許
名
称
「
多
言
語
文
献
検
索
シ
ス
テ
ム
」（
特
許
第
三
三
二
八
九
一
三
号
）
発
明
者	

出
願
年
月
：
二
〇
〇
二
年
七
月
一
九
日




